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放送産業の経済分析 
一 需要面。 供給面からの 実証的アフローチー 
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第 Ⅰ はじめに 

本稿は 、 我が国放送産業に 関する経済分析を 行 う ことを主たる 目的とする。 特に、 需要面。 供 

給 面からの実証的アプローチをとることが 特徴であ る。 

現在、 日本の放送産業は 大きな変革期を 迎えている。 従来の地上波を 中心とする産業構造から、 

衛星放送 (BS 。 CS) 、 CATV の普及など放送メディアの 多様化と・デジタル 放送への移行が 進展 

している。 デジタル化は、 圧縮技術などを 伴い、 伝送手段の情報伝達量を 増大させる。 また、 コ ンピュータ技術との 親木ロにより、 端末やネットワータの 高度化とともに、 サービスの高度化 融 

合 化を加速する。 一方、 衛星放送やケーブルテレビ、 インターネットネットワークのブロードバ 

ンド化などの 多メヂノ ア化は、 放送サービスを 提供のための 伝送手段 ( アクセス手段 ) の直接的 

な 増大を意味する。 

しかし、 デジタル化と 多メディア化に 伴 う 大容量化。 多様化及び高度化が、 放送の産業的側面 

から見た時にもサスティナブルなものであ るか、 また有効に達成されるか 否かについては 疑問が 

残る。 実際、 多 テャ ンネルを担 う BS 放送、 CS 放送、 CAT Ⅴなどの利用者数は 増大しているもの 

の 、 経営的には軒並み 苦戦を強いられているのが 現状であ る。 また、 基幹放送であ る地上波放送 

ほ ついても、 地方ローカル 局の ヂ ジタル化に伴う 送信施設の費用負担などが 問題になっていると 

ともに、 利用者側について 端末の対応が 円滑に進展するか 懸念されている。 いずれにせ よ 現時点 

では、 デジタル化・ 多 メディア化の 持つ潜在的な 可能性をもてあ ましているというのが 現状であ 

ろ う 。 技術的に可能になった 多 メディア化 やヂ ジタル化による 果実を十分に 享受するためには、 

既存の放送産業構造と 政策についての 再検討が必要と 考えられる。 本稿の執筆動機は、 このよう 

な 背景に基づいている。 本稿の構成は 以下の通りであ る。 

第 1 章では、 本稿全体についての 目的意識を解説するとともに、 全体の構成と 各章で分析しょ 

ぅ とする問題内容について 説明する。 

第 2 章では、 地上波広告放送市場を 主たる対象として、 経済学的立場から 行われた近年の 実証 

分析に関する 論文をサーベイする。 地上波広告放送を 当面の主たる 分析対象とするのは、 現在 我 

が 国で基幹メディアとして 大きな役割を 担っているからであ ることをデータで 説明した後、 関連 

する市場として・ (a) コンテンツ市場、 ㈲広告主の財の 市場、 (c) 広告市場、 (d) 番組供給市場の 4 
つめ 関連する市場があ ることを指摘する。 我々が本稿で 主たる対象とするのは (c) および (d) であ る。 

さらに、 供給側から見たこのような 伝送経路による 区分はあ まり意味をなさず、 需要側からの 圧 

力 によって大きな 構造変化をもたらす 可能性があ ることを指摘し、 有料放送 ( ケーブルテレビ 衛 
星 放送 ) や 公共放送の分析も 考慮した方が 望ましいことを 説明する。 

第 3 章では、 地上波放送産業における 利潤の決定要因について 分析する。 日本における 地上波 

放送市場は、 免許制により 地域的に分断された 寡占市場となっている。 こうした制度的制約の 存 

在は 。 放送事業者の 市場構造を規定することを 通じて、 放送産業の利潤に 影響を与えている。 現 

在の放送産業をめぐる 諸制約の毛目的は、 放送メディアに 関する多元性・ 多様性・地域性確保と 
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いった社会的な 要請に起因する。 同様の要請に 基づく制約は 他国にも見受けられるが、 一方で我 

が国とは異なる 尺度を基準にした 制約が課されている。 デジタル化・ 多 メディア化による 競争が 

激化と、 これに伴 う 既存の放送産業の 経営危機が懸俳されるなか、 放送産業の再編成にあ たって 

は 、 こうした制度的制約を 再検討する ( 例えば、 ょり競争政策と 整合的な尺度を 導入するなどにと 

が必要であ るぅ。 この ょう な問題意識に 基づき、 本章では、 放送産業を取り 巻く構造的特性、 経 

営 特性、 地域特性が、 放送局の経営とくに 利潤 (profEt) に与えている 要因について 実証分析を行 う 

こととする。 その際、 周波数の希少性を 主たる理由とした 政府の参入規制により 各市場が寡占構 

造となっていること、 および多くの 放送局が キ 一局を中心としたネットワータに 加盟しているこ 

と、 を 反映した モヂル を構築し、 推計をおこな う こととする。 

第 4 章では、 近年産業構造の 変化が著しく 規制政策も大きく 変動している 米国について、 その 

特徴について 検討する。 米国の放送産業は 日本と異なり 公共放送の占める 地位が低 レ ため、 むし 

ろ BBC ( 英国放送協会 ) のような公共放送が 大きな役割を 担っている英国の 状況との比較が 適切 

との考え方もあ りさる。 しかし、 商業放送が中心的役割を 担っており、 衛星やケーブルなどの 有 

料 放送制度を検討するにあ たって地上波の 再送信義務が 大きな論点となること、 日本の通信政策 

が米国の考え 方にきわめて 大きな影響を 受けてきたこと、 を考えると、 米国の事例はデジタル 化・ 

伝送メディアの 多様化が放送の 産業構造及び 政策に対して 与えるインパタ ト について我が 国より 

も 先行した貴重な 事例を提供してくれるものであ り、 日本の制度設計検討の 足掛かりを っ かむた 

めに重要な事例となることは 疑 いがなりだろう。 特に次章以降で 検討する有料放送を 含む需要 側 

0 分析を行 う 上でも、 有用であ ると考えられる。 

第 5 章、 第 6 章では、 現時点における 有料放送に対する 視聴者側の行動について、 有料放送 へ 

の 加入行動と視聴行動の 変化という 2 段階に分けた 分析を行 う 。 

第 5 章では、 有料放送への 加入要因について 検討する。 現在の日本においては 地上波広告放送 

が 最も基幹的なメディアではあ るが、 放送事業者数は 年々増加してきており、 有料放送への 世帯 

加入率も年々増加してきつっあ る。 ここでは最初に、 需要側であ る世帯の加入または 視聴の決定 

要因にも焦点を 当てて検討することが、 メディア間の 競争の結果として 近 い 将来どのような 市場 

形態に発展して い くのか分析するために 必要となること、 および 2 段階に分けて 分析する理由に 

ついて説明した 後、 ケーブルテレビや CS デジタル放送といった 有料放送に対する 世帯の加入 要 

因 について実証分析を 行う。 ここでは、 チャンネル数および 支払 額 といった供給側の 有料放送 シ 

ステムに特有の 要因と、 家計属性といった 需要側の要因とを 用意して、 多項ロジットモデルを 用 

いた分析を行った。 

第 6 章では、 放送サービスの 需要プロセスのうち、 もう 1 つの重要な構成要素となる 視聴行動 

ほ ついて分析を 行う。 「視聴行動」には、 どれだけの時間視聴するかという「数量」に 関する選択 

と 、 どの種類の放送サービスを 視聴するかという「品質」に 関する選択の 2 種類が考えられるが、 

ここでは前者の「数量 (== 時間の長短 ) 」に関する論点に 絞った分析を 行 う こととする。 情報通信 技 

術の発展により、 情報選択の幅や 供給量が増大するともに、 情報利用行動は 、 多くの選択肢から 

必要なものを 選んで利用するという 状況へ変化している。 放送市場も例覚ではなく、 近年進展し 
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ている地上波、 衛星放送、 有線放送など 多チャンネル 化 や 、 インターネット やビヂオ 、 ゲーム な 

どによる 多 メディア化は、 サービスの利用者であ る視聴者の余暇消費の 時間配分を変化させるこ 

とで、 これまでの市場構造を 大幅に変化させる 可能性もあ る。 ここでは、 ト一ビット モヂル を 利 

崩 して、 多チャンネル 化。 多メヂノ ア化が平日 淋 日別の総視聴時間や 既存放送の視聴時間に 対し 

てどのような 影響を与えるかについて、 検討を行った。 

第 7 章では、 本稿で得られた 結論を要約し、 今後の課題について 整理する。 
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地上波広告放送市場をめぐる 実証分析の展望 

2. 1  間苗の所在 

近年の放送産業を 取り巻く環境の 変化は著しく、 ブロードバンド 化の進展や BS/CS/ ケーブルテ 

レビ の普及発達等により、 視聴者が情報を 得る手段が多様化している。 地上波テレビ 局や FM 偽 M 
ラジオ局、 公共放送まで 含めた事業者数は 相当な数にのぼる ( 図表 2 一 1 参照 ) 。 

図表 2 一 1  日本における 放送事業者の 鳥敵国   

このような メヂノ アの多様化にもかかわらず、 現在も伝統的な 地上波テレビ 放送が最も基幹的 

な メディアであ り続けていることが、 我が国放送産業の 大きな特徴であ ると言えよう。 地上波 放 

送局 全体の営業収入は 増加し続けており ( 図表 2 一 2) 、 長期不況に悩む 日本経済の中にあ っても、 

業界全体としてほ 順調に推移している 様子が伺える。 しかし放送局総数の 増加により 1 、 1 局あ た 

りの営業収入は 必ずしも増加していない ( 図表 2 一 3) 。 低位安定成長への 移行により今後もパイ 全 

体の劇的な増加が 期待できない 中 2 、 地上波放送局の 将来的役割を 懸念する声は 多い。 加えて、 地 

上波デジタル 化の設備投資負担が 重くのしかかってくる。 現有設備の新旧や 放送カバーエリアの 

' 平成元 (1989) 年以降の新居設立は 24 社にものぼり、 全 127 社中の 19% を占めるに至っている。 

2 地上波民放局の 主たる収入源はスポンサ 一企業からの 広告収入であ る。 日本の広告費総額は 約 6 兆円 (2001 年 ) 

で、 これは GDP の約 1.2% の規模に相当する。 広告は経済活動の 中で行われるものであ るから経済規模や 商習慣 

に 左右されるため、 各国ごとに安定した 水準を保っことが 知られており、 対 GDP 比約 1% という水準は 今後も維 

持されるだろうと 推測されている。 
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広狭等で異なるが、 デジタル化の 費用負担は 1 局あ たり 30 ～ 100 億と言われ、 これは新規開局に 

匹敵する規模となる 事が指摘されている。 こうした中、 政策当局も「マスメ ヂノ ア集中排除原則」 

の 再検討を行うなど、 環境変化に対応した 規制方式の見直しを 始めている 3 。 このように日本にお 

ける メディアの多様化が 進み劇的な変化が 予想される中、 適切な制度設計を 行 う ための前提とし 

て必要と考えられる 数量的な裏 付けは乏しいと 言わざるを得ない。 

「放送」という 行為自体は言論・ 思想・表現の 自由等と密接に 関連するため、 本来メディア 論 

やジャーナリズム 論の一部としてこそ 考えるべきという 主張が一方にあ り、 日本でほ実際にその 

ような側面からの 研究が多く蓄積されてきた。 後に述べるよ う に、 本稿で展望する 経済学的分析 

には限界があ り、 放送業の一面のみを 捉えたものであ ることも否めない。 しかし他方、 放送市場 

には原則競争の 原理が働いていることも 事実であ り、 競争の成果としての 収益 7 本Ⅱ潤に着目した 研 

究を展望することには 一定の意味があ ろう。 また、 規制はその導入趣旨を 問わず放送事業者の 競 

手形態に確実に 影響を与えるから、 「放送産業にかけられている 政府規制は社会的規制であ って 

経済的規制とは 趣旨が異なる」という 批判も、 経済学的分析の 価値を低める 根拠としては 乏しい。 

事実、 諸外国においては 以前から経済学白 9 視点からの研究が 積み重ねられてきており、 また近年 

流行の規制影響分析㏄ egulatoryImpactAnalys 闘においても、 数量分析が推奨されている 4 。 こ 

のような問題意識から、 本稿では、 主として供給 ( 二事業者 ) 側の観点から、 内外の放送産業に 関す 

る 実証論文 ( 特に てィタロヂ一タを 用いた分析 ) に焦点を当てて 検討し、 地上波広告放送市場の 特徴 

を 明らかにしたい。 

以下、 2, 2 では放送局利潤 / 収入との関係に 関する先行研究を、 最近のものを 中心に、 放送業 

に 特徴的な産業構造の 観点から分類・ 整理する。 この際、 日本の放送市場のデータを 用いて、 簡 

単 な再推計を試みる。 続く 2. 3 で は 、 投入要素としての「番組」の 編成行動について 考える。 

以上は、 地上波広告放送市場における 産業構造を中心に 見るため、 テレビ局とともにラジオ 局に 

関する分析も 重要な考察対象となる。 続く 2, 4 では、 CATV や衛星を含む 有料放送市場、 およ 

び 公共放送との 関係について 考える。 最後にまとめを 述べる。 

3 2003 年 2 月に総務省がまとめた 報告書では、 当該原則を緩和し、 隣接する 2 つの地方局の 合併や経営破綻した 

放送局の子会社化を 認める方針を 示している。 

4  オーストラリアにおける SenateEn 而 romnent,Communications,In 飴 rmatlon  Technolo 穿 and  theArts 

Lee ㎏ lation.Comm 廿 tee(2002) が、 典型的な事例であ る。 ここで は 社会的規制の 側面が強い「マスメ ヂノ ア集中押 

除 原則」の導入に 関する費用便益分析を 行っている。 
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図表 2 一 2  民放 会 社の営業収入および 営業利益率の 推移 
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みずほコーポレート 銀行 (2002) より引用 

図表 2 一 3  その他地区の 1 局 あ たりテレビ営業収入の 推移 
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2 。 2  産業組 俺 上の特徴と 

2 。 2. 1  分析対象とする 市揖 

まず、 地上波広告放送市場の 産業組織について 確認しておこう。 地上波広告放送は、 制作 74 元 送 

扮配 / 広告 / 受信部門から 構成されている ( 図表 2 一 4) 。 「市場」という 観点から見ると、 (a) コンテ 

ンッ 市場、 (b) 広告主の財の 市場、 (c) 広告市場、 (d) 番組供給市場の 4 つ き 想定できるが、 本稿で 考 

察するのは「地上波広告放送局を 中心に据えた 広告主と視聴者との 関係」、 即ち (c) および (d) の 市 

場 であ る。 (b) については、 伝統的な産業組織論の 枠組みの中で、 膨大な量の理論的。 実証的研究 

が存在する 5 。 逆に (a) については検討されるべき 課題が多く残されているが、 近年研究の必要性が 

強く認識されているところであ る 6 。 

図表 2 一 4  地上波広告放送の 産業組織 

[ 地上波広告放送 盲ト ノア 

東京手一局旧法 ] 

地域放送局 [ 分配 ]   
  『 つ 卒 

広 

告 

主 

( 出典 ): 菅谷。 中村 (2000) 第 3, 11 章より作成。 

5 小田切 (2001) 第 8 章は、 重要な論点をコンパクトに 説明している。 地上波広告以覚にも 新聞，雑誌等のメディア 

による方法もあ るが、 広告費のウエイトはマスコミ 4 媒体の中約 58.3% を占める (2001 年 ) 。 

6 政府による実態面での 検討過程 は 「ブロードバンド 時代における 放送番組制作に 関する検討会 (H14 ュ 0 ～ 

H16.3) 」 (http7/wwWsoumu.go.]P 乃 ohLtsusmn/policyreports/chousa 小 roadband/index.html) 等を参照。 現状では 

下請構造や著作権 などの制度的課題の 検討にとどまっているが、 仮に制度面での 課題をすべてタリアできたとし 

ても、 番組品質および 獲得視聴率が 放映されるまで 分からないという 情報の非対称性の 問題が理論的に 発生する。 

この問題に対する 解決策は仮定に 大きく依存するが、 例えば伊藤 (2003)7 ュ節の CaseII1 のモデルで近似できるか 

もしれない。 

 
 

 
 

 
 

 
 

  

 
 

  

 
 

 
 

 
 

 
 

7
 



対象市場を (c) および (d) に限定した場合、 端的に言えば、 多くの視聴者に 番組を見てもらさほど 

高 い 広告料を獲得できることから、 視聴率 X 対象世帯数で 定義される「リーチ」が 大きいほど、 

地上波広告放送局の 収入 ( 費用を一定とした 場合、 利潤も同様 ) は大きくなる。 従って 1 局あ たり 

対象世帯数が 放送局利潤の 環境要因として 強力な説明 力 を持つこととなる。 この事実を利用して 

実証分析を行った 初期の例が Greenberg(1969) に見られる。 彼は 1960-62 年のデータから、 放送 

局 利潤は、 市場規模・ ネ、 ットヮ 一タ加入および 当該市場で操業する 放送局 数 と正の相関を 持っこ 

とを示した。 更に、 FCC の周波数免許政策の 是非を論じるために UHF(UltraHighFrequency) 

と V0 皿 V Ⅵ ryH 土 eghFrequency) の費用的優劣を 分析しているが、 明確な結果は 得られていない 7 。 

これ以降多くの 実証分析が行われてきたが、 初期の論文が 対象世帯数や 所得等の比較的単純な 

環境変数を利用した 利潤との関係を 問題にしていたのに 対し、 近年では、 地上波広告放送市場の 

産業組織に特徴的な 点、 則ち 、 ①周波数の希少性を 主たる理由とした 政府の参入規制により 各市 

場が 寡占構造となっていること、 および②多くの 放送局が キ 一局を中心とした ネ、 ッ トワークに 加 

盟 していること、 を反映した分析に 焦点が当てられてきている。 ①については 2.2 節で、 ②に つ 

いては 2.3 節で、 関連する研究事例を 整理する。 2.4 節では、 これらの特徴を 踏まえたモデルを 

用いて、 日本の地上波広告放送市場について 再 推計した結果を 報告する。 

なお、 利潤の決定要因を 考える際に費用関数を 用いたアプローチをとることも 考えられ、 日本 

でもトランスロバ 型可変費用関数を 用いた植田 他 (2004) の分析があ る。 理論的な双 対 関係を利用 

することにより 詳細な費用構造を 分析できる点で 有効だが、 反面、 以下で見るような 産業構造の 

特徴を明示的に 考慮しにくい 点が短所でもあ るため、 ここでは扱わないこととする。 

2. 2. 2  寡占構造と利 湘 

放送市場における 寡占的な市場構造は 免許制に起因するものだが、 これが放送局に 市場支配 カ 

を付与するか、 また結果として 利潤にどのように 影響を与えるかを 考察する場合、 2 つの方向が 

考えられる。 1 つは他産業と 比べた場合の 利潤率に関する 論点であ り、 もう 1 っは 各放送市場間 

で 利潤格差が存在するか 否かという論点であ る。 前者については、 No Ⅱ etal. (1973) が米国市場 

にお い で 50 年代から利潤率が 高かった事実を 報告している。 また日本においても 図表 2 や図表 3 

から比較的容易に 推察でき、 木村 (1998) などに同様の 指摘もあ るため、 ほぼ異論がなれものと 言 

え よ う 。 そこで以下では、 各寡占市場間で 異なる放送局 数や 「市場集中度」が、 市場間での利潤 

格差に寄与しているか 否かに焦点を 当てた分析を 概観する。 

市場構造の指標たる 集中度を測定する 場合に用いられる 尺度として、 ①企業をシェアの 大きい 

7 UHF/VHF 問題は、 デジタル化を 控えた現在の 日本でも依然として 問題となる可能性を 含んでいろ。 もともと 

民放テレピ 用 電波として割り 当てられたのは WlF 帯 だったが、 難 視聴地域を解消するため、 より高城な周波数帯 

であ る UHF 帯の利用が図られてきたという 経緯があ る。 政府はデジタル 化にあ たってテレビをすべて UHF に 替 

え V Ⅱ F を別途利用する 構想を抱いており、 開局が早く VHIF 帯を利用してきた 局はデジタル 化と同時に UHF 帯 
へ乗り換えることも 迫られている ( 鈴木 (2004)) 。 ただしこれは 一部の局のみに 限定された問題であ るので、 本稿で 

ほ これ以上立ち 入った議論を 行わない。 
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順に k 社分合計した k 社集中度と、 ㎝ ) 全企業のシェアの 二乗 私 として表される H 廿 6ndahl. 

H Ⅱ schman 指数 ( 以下「 HHI 」と表記する ) があ る。 集中度が高い 場合、 少数の企業が 市場で共謀 

した動きをとることによって 高 い 利潤率を不当に 享受する可能性があ るため、 公正有効競争を 担 

保するために 監視することが 必要となる。 

①を用いた研究に Fournier(1986) があ る。 彼は、 米国の産業全般について 市場に存在する 企業 

数が少数の場合にプライス。 コスト・マージン 8 が有意に高くなる 事実 (Kwok ㎡ 1979)n に着目した。 

実際、 米国の各市場における 放送局数は 2 ～ 4 程度であ ることから、 Fournier(1986) はデータが得 

られた 394 の放送局について、 利潤および広告販売価格を 被説明変数とした 関数を加重最小二乗 

法 によって推計した。 「集中度」の 代理変数としては、 当該放送局が 営業を行う市場において 上位 

2 社が占める獲得視聴者数を 用いている。 彼は、 ネットワータ 加盟の有無や 放送局規模をコント 

ロールした推計を 幾っか試みた 結果、 「集中度」の 相違は利潤率の 高低に対し殆ど 影響を与えてい 

ないとの結果を 得ている。 

一方 (ii) の HHI については、 企業合併によって 市場の競争環境が 損なわれないかどうかを 判断 

する基準として、 米国司法省が 採用している。 HHI は理論的に 0 から 10000 の値をとりうるが、 

一般の産業では 1800 超であ れば集中度が 高いとされる。 放送産業の場合は 寡占的な特徴に 配慮 

し、 2750 超を高集中度とするガイドラインを 発表している。 

実際の計算にあ たっては、 広告市場 (2 ュ節の (c)H に関する ヂ一タ を使 う 方法と、 Fournier(1986) 

のように番組供給市場 (2.1 節の (d)H に関するデータ し 視聴率データ ) を使 う 方法とが考えられる。 

Bates(1993U は 、 ， 77/,87/,92 年のデータを 用いて HmI を算出しているが、 地上波広告放送市場で 

はいずれも高めの 値が得られている。 ただし視聴者データを 用いると平均が 2582-2634 程度なの 

に 対し、 広告収入データを 用いると 4069-4913 となり、 得られる数値にばらつきが 見られるよ う 

であ る 9 。 

HHI を用いた最近の 研究として、 Ekelund et al. (2000a) があ る。 彼らは 被 説明変数を， 95, 。 96 

年の米国ラジオ 局の広告販売価格 (549 サンプ ノ のとし、 全広告市場および 番組供給市場両方の デ一 

タを 用いた「集中度」との 関係を Heckman の 2 段階推計法を 用いて実証的に 検証している。 彼 

らはその他にも、 デモバラフィックな 要因から推計される 期待 HHF や局の所有者数から 計算され 

る HHI についても推計しているが、 いずれの指標についても 集中度と利潤とは 有意な相関関係に 

はないとの結果を 得ている。 

8 価格と限界費用との 差を価格で除した 比率のことで、 この比率が高いほど 利潤率は大きいとされる。 

9 広告放送収入データを 用いた場合に HHI の数値が高くなるのはあ る意味で当然とも 言える。 というのも、 雑誌 

や新聞といった 他の広告媒体と 区分した市場として 計算されているためであ り、 「マスメディア 主要 4 媒体の広告 

市場」というよ う に市場を幅広く 捉えて計算すればも う 少し低く算出されることが 予想される。 一方視聴者デー 

タを用いた場合、 地上波広告放送以覚の 有料放送視聴まで 含む「 多 メディア化の 影響を反映した」 値 としての 視 

聴 率が用いられることから、 集中度は低く 計算される。 おそらく後者の 方がより実態を 反映した基準と 考えられ、 

これが 3. 4 で述べる需要 側 分析の必要性および 合理性の一つの 論拠となるものであ る。 
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2. 2. 3  ネットワーク 系列と利潤 

地上波広告放送は 魅力的な番組を 用意することで、 広告放送枠の 販売価格を高めることができ 

る 。 他方、 番組制作は労働集約的で 初期投資が大きい 反面限界的な 再生産費用が 小さいため、 規 

模の経済性が 強く働くという 特性を持っ。 このような費用負担を 回避・分散化し 効率的に費用を 

回収するため、 ネ、 ッ トワータ系列化することが 個別放送局にとって 最適な戦略となる。 テレビ 放 

送 では、 米国で 4 つ ㎝ BC,NBC,CBS,FOX) 、 日本で 5 つ (NNN,JNN,FNS,ANN,TXN) の主要 

系列が存在している。 

こうした ネ、 ッ トワーク加盟が 利潤獲得に関して 有利に働くか 否かという問題については、 古く 

から多くの研究が 蓄積されてきている。 最もシンプルなのは 系列加盟の有無について ダミ 一変数 

を 用いるタイプのもの (Bese ㎡ 1976), Foumnier(1986) など ) であ るが、 番組制作費用に 焦点を当て 

たもの (Crandall(1972)) や 、 加盟同 7 独立后 別の サブサンプルに 分割して利潤を 比較したもの 

( Ⅱ sheretal. (1980)) 、 自主制作番組比率を 用いたもの ( 安町 2000)) のように、 幾つかの バリ ェ一 

、 ンコ ンが存在する。 計測結果はほぼ 共通しており、 ネットワーク 加盟によって 費用節約・高利潤 

率を獲得できるという 予想を裏 付けるものとなっている。 

ネ、 ッ トワータ化の 影響として、 異なる視点からの 興味深い分析もあ る。 Ekelundetal.(1999) は 、 

米国の地上波ラジオ 放送市場が「地域的に 分断された」市場か 否かを検証した。 即ち、 あ る市場 

での広告価格上昇は、 相対的に広告価格が 低下する他地域の 広告需要を増加させる 可能性があ る 

が、 独立局の場合、 他地域の番組に 魅力があ るかという別の 間 題 が発生する。 ところが系列化し 

ていれば同じ 番組が放送されている 可能性が高く、 そのため他地域への 広告需要シフトもより ス 

ムーズに行われるだろうことが 予想される。 彼らは、 被 説明変数を当該市場における 放送局全体 

の売上高合計とし、 説明変数を自局の 広告価格および 代替的広告媒体 ( 新聞やラジオ ) の価格として、 

操作変数法および 一般化最小二乗法による 実証分析を行った。 その結果、 自己価格弾 か 性が負、 

即ち 自 局の広告価格が 上昇することにより 広告が他地域へ 逃げ総収入が 減少するという 結論を得 

ている。 同様の結果 は テレビ放送市場を 扱った Ekelundetal.(2000b) でも確認されている。 この 

ような結果は 、 仮に免許制による 参入規制によって 市場が形式的に 分断されていたとしても、 隣 

接 市場間のリンクが 強い広告放送市場では 独占力 め 発揮にはつながらな い ことを示唆している。 

前節で見た集中度指標との 関連が薄い理由を 、 別の側面から 補完する結果といえよ う 。 

2. 3  番組編成行動に 関する論点 

先にも触れた 通り、 視聴者を獲得するには 魅力的な番組を 提供する必要があ るが、 地上波広告 

 
 

放送は種々のジャンルの 番組を組み合わせて 放送する総合編成を 義務付けられている。 従って各 

放送局にとって は 、 番組内容を充実させるとともに、 どの時間帯にどのジャンルの 番組を放送す 

る よ う 編成するかも 重要な競争因子となっている。 本節で検討する 研究の掲載雑誌を 見ても明ら 

かなよさに、 番組編成行動は 産業組織論において 重要な研究対象となっているだけでなく、 経営 

学とも密接に 関連した研究領域となっている。 
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番組内容を充実させるためには、 良質な番組制作会社との 契約・委託や 制作段階からの 関与 

(2.1 節の (a)) など長期的な 観点からの対応が 必要となり、 また追加的費用も 発生する。 他方、 よ 

り 短期的には、 番組編成 (= 放送時間 ) を若干ずらすことで 追加的費用を 要することなく 視聴者を獲 

得 できる 10o  Goettler(1999) や Goettlerand  Shachar(2001) は、 米国 8  人ネットワークの 番組 デ一 

タを 用い、 他 放送局の戦略を 所与とした場合の 最適編成 (Optimal Scheduling) 行動をナッシュ 均 

衡 として捉えた。 後者の推計では、 戦略的な最適編成行動をとることにより 最大 16% 程度の追加 

的視聴率を獲得することができるとしている 11 。 ただし長期的に 見ると、 魅力のない番組は 競争 

力 を失って広告枠としての 商品価値が低下、 結果として利潤も 低下してしまうと 考えられる。 従 

って前節でみた 研究は、 より長期的視点から 最適な番組編成を 前提とした定常状態を 仮定してい 

ると見ることができる。 

では長期的に 見て、 実際に最適な 番組編成行動が 採用されているのだろうか。 Kennedy(2002) 

は 、 米国 3 大ネ 、 ッ トワータの 28 年間 ぐ 61,,89) のプライムタイムにおける 新番組 (15 カテゴリⅠ 

867 番組 ) 導入行動に関するデータをたどり、 番組編成が ネ、 ッ トワ一夕間で 長期間類似している 原 

因を検討した。 その結果、 1 社の新番組が 特定のカテゴリ 一に集中した 場合地局の番組も 同 カテ 

ゴリ一に集申する 傾向があ り、 またそのようにして 導入された新番組は、 平均的視聴率は 低く 放 

送 期間も短いという 事実を発見した。 Kennedy(2002) は、 このような事実 は 空間的競争理論や 省 

略された変数によるバイアス 等では説明困難であ り、 近年行動科学分野で 用いられる Herd 

behavior( また ほ In 飴 rmationcascade) の モヂルと 整合的であ るとの結論を 得ている。 即ち、 放送 

局は 他局の編成行動から 情報を推測して 自らが持つ情報を 無視することを 決め、 他局と異なった 

行動をとればより 高い利潤が得られるにもかかわらず 模倣行動をとってしまう、 という主張であ 

る。 

このような模倣行動はどのようなプロセスを 経て波及して い くのだろうか ( 図表 2 一 5 参照 ) 。 

Greve(1995) ほ 米国ラジオ局の 番組構成の変化を 研究し 、 同じ市場における 直接的な競争相手を 真 

似するのではなく (Hle 棄却 ) 、 同じ企業内の 他の局や焦点市場以覚の 市場で競争している 局を模 

敬 する (Hla,H2b 採用にとを発見している。 また Greve(1996) はラジオ局の 新規番組構成の 採用 

を 研究し 、 同じ企業内の 他の局がその 採用に意思決定に 影響を及ぼす (Hla 採用 ) が、 それ以外の 

社会的準拠グループ 内の局は影響を 及ぼさない (Hlb, Hle 棄却 ) 。 両 研究の結果は 若干異なるが、 

いずれも直接の 競争相手であ る焦点市場内の 他企業 (Hlc) を最初に模倣しているわけではなく、 

10 実際の番組編成では、 以下のような 行動が予想される。 あ る特定ジャンルの 番組について、 まず、 もっとも魅 

力的な番組を 持つ局が一番都合の 良い時間帯に 放送時間を設定する。 次に、 やや魅力度の 劣る番組を保有する 局 

が 、 同一時間帯にとどまるか、 次善の時間帯に 移行するかの 選択を行う。 より具体的にほ、 午後の時間帯のワイ 

ドショーやプライムタイムのニュース 番組などが典型的で、 微妙に時間帯をずらした 形で放送されている。 なお、 

区切りの良い 時間より数分早く 番組放送を開始する 戦略は、 相手が同一時間帯にとどまる 選択をする場合コスト 

ゼロで模倣されてしまうため 意味をなさない。 

11 この種の推計には、 番組ジャンルの 分類や期待増加視聴率の 推計等にマーケティンバ 分野からの研究が 援用さ 

れており、 紙幅の制約上ここではこれ 以上立ち入った 解説を行わない。 詳しくは RustandEechambadi(1989) 

や KeltonandSchnciderdl993) 等を参照されたい。 
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「社会的な準拠バループ㏄ e 億 rence group) 」とも いう べき組織を模倣している 点が興味深い。 こ 

のような行動 は 模倣的同形化 (mimeticisomo 坤 hism) と呼ばれ、 環境が不確実な 時に組織が他の 組 

織を模倣することで 効率性・有効性を 追求した合理的行動であ るとされる。 

このように番組編成行動については 多くの興味深い 論点が残されており、 前節で見た研究は 編 

成行動を所与とした 上での分析であ る点に十分留意しておく 必要があ ろう。 

  図表 2 一 5  模倣行動の波及プロセス 

Corp  o 「 Ctti ウヰ A 

１
 

ち
）
 0
 田
 。
。
 

Greve(1996) より抜粋 

2. 4  広告放送と有料放送。 公共放送との 関係 

先に述べたよ う に現状では地上波広告放送が 最も基幹的なメディアではあ るが、 有料放送の世 

帯 加入率も年々増加してきつつあ り、 日本では公共放送の 存在も大きい。 本節では、 このような 

メディア間の 競争の結果として 近い将来どのような 市場形態に発展していくのか 分析するために 

は 、 供給側の状況と 同時に需要側であ る世帯の加入または 視聴の決定要因にも 焦点を当てて 検討 

する必要があ ることを指摘したり。 

C Ⅳ ハ / や 衛星放送などの 有料放送は、 地上波放送と 異なり価格に 関する直接的な 情報が得られ 

るため自分自身が 提供するサービス 需要者 ( 二 視聴者 ) との関係を経済学的に 分析する事が 比較的 

容易であ り、 弾力性や厚生分析に 関する研究は 比較的多い。 特に 、 多チャンネル・ 有料放送 サ一 

ビスに関しては、 ケーブルテレビに 関する分析を 中心に行われている。 特に、 ケーフルテレ 

ビ はその性質から 地域独占型のサービスとなることが 多く、 Mayo and Otsuka (1991) 、 

Rubinovitz(1993) などの先行研究では、 ケーブルテレビの 自然独占料金に 対する規制もしく 

は 規制緩和の影響に 焦点が当てられている。 

しかし米国の 有料放送市場は、 近年、 衛星放送の普及やケーブル 事業者・地域電話会社の 
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新規参入によって、 競争が激しくなっている。 このような影響を 分析するために、 他の放送サ 

ービスも含めた 需要 側 全般の動向に 焦点、 を当てる必要性が 高まってきている。 

Kar 山 arietal,(2003) は、 有料放送市場における 競争進展を踏まえ、 ケーブルテレビだけ 

ではなく衛星放送の 普及との相互連関を 考慮に入れて、 各サービスの 普及要因について 分析 

を 行っている。 実証分析の結果、 料金規制により CATV の料金が高い 水準にあ るエリアでは、 

衛星放送の普及が 進展しているのに 対して、 ケーブルテレビや 地域電話会社の 新規参入によ 

って競争が激しいエリアでは 衛星放送の普及が 進んでいないことを 示している。 すな む ち 、 

既存のケーブル 事業者と新規参入者との 競争の程度によって、 衛星放送の普及状況が 異なる 

ことを示している。 また、 データ通信やデジタル 放送などシステムの 高度化による 付加サー 

ビスの提供は、 衛星放送の普及を 制約することを 示している。 

Kar 山 an et al.(2003) がケーブルテレビのエリア 別ヂ 一夕を利用して 分析を行っているの 

に 対し、 Goolsbee and Pet 「 i ㎡ 2004) は、 加入者 ヂ一タ にまで遡って 1 、 、 衛星放送参入の 影響 

について分析を 行っている。 具体的には、 離散選択 モヂル 13 を利用して、 ケーブル ( べ一 シッ 

クと プレミアム ) と 衛星放送・地上放送に 対する自己価格弾 か性 ・交差価格弾力性の 推計を行 

っている。 この結果、 ケーブルテレビのプレミアムサービスや 衛星放送に対する 需要は 、 べ 

一 シッタサービスに 対する需要と 比べて非常に 弾力的であ り、 加入者は衛星放送とプレミア 

ムケーブルを 代替的サービス と 晃敏しているらしいとの 結果を示している。 

彼らはさらもこ、 衛星放送事業者の 参入によるケーブルテレビ 事業者の価格水準引下げ 効果 

や 消費者余剰変化に 関してシミュレーションを 行い、 衛星放送事業者が 参入しなかった 場合 

ケーブルテレビの 加入料金が約 15% も高く、 サービスの質も 低下していたであ ろうことを 示 

した、 また、 衛星放送事業者の 参入によって、 衛星放送加入者で 年間 127 ドルから 190 ドル 分、 

ケーブル加入者で 年間 50 から 60 ドル分に相当する 余剰の増加があ ったと考えられる 旨の報告を 

行っている。 

公共放送については、 社会的要請に 応じた番組を 提供する責務を 負っているため、 経済的変数 

を 用いた比較を 行 う ことは必ずしも 適切でほな い 場合があ る。 その意味で分析には 困難を伴 うが、 

数少ない研究事例として BerryandWaldfogel(1999) があ る。 彼らは 1993 年の米国ラジオ 局の デ 

一タを 用いて、 公共ラジオ局で 放送される 3 大番組 ( ニュース / タラシッタ 昔知 ジャズ音楽 ) が民放 

局の番組と代替的か 否かを検討している。 その結果、 (1) 最も代替性が 高く公共放送にクラウドア 

ウト されている番組がクラシック 音楽であ り、 次いでジャズ 音楽が続くこと、 (2) この傾向は大規 

模 市場において 顕著となること、 を発見している。 公共放送との 適切な役割分担を 考慮するため 

の 材料として貴重な 分析といえよう。 

12 約 30,000 にものぼる家計単位のデータを 利用している。 

13 多項プロビットモデルを 利用している。 
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2, 5  第 2 章のまとめ 

本稿では、 地上波広告放送市場に 関する諸問題を 扱った実証論文を 中心に概観してきた。 対象 

を 限定した上での 展望であ ったため、 各節 ごとに紹介した 論文数は必ずしも 多くないが、 多面的 

な 角度から実証分析が 必要な分野であ り、 また近年特に 多くの研究が 生産されている 状況が分か 

る だろう。 日本においてはデータの 制約も相 俊 って包括的な 検討を行うことが 困難な反面、 放送 

産業の大きな 変革期を迎えた 現在、 分析の必要性が 強く望まれる 分野となっている。 今後の研究 

の 蓄積および発展に 期待したひ。 
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我が国放送産 0 市場構造と利 

8. 1  検討の背景 

近年、 放送事業をめぐる 環境変化に伴い、 放送サービスの 中心的役割を 果たしてきた 地 

上波民放局の 経営悪化の懸俳が 高まっている。 このような懸念に 対応する形で、 放送局の 

事業範囲を規定する 側面の強い「マスメディア 集中排除原則 ( 以下「集中排除原則」という )14 」 

の 再検討が行われている 15 。 集中排除原則は、 放送の多様性・ 地域性の喪失を 回避するため 

の 安全弁としての 役割が期待されており 16 、 基本的には、 都道府県という 行政区分に従って 

地理的な経営範囲を 限定し、 かっ所有及び 支配可能な放送局数を 原則 1 に制限してきた 17 。 

これにより地上波放送については、 地域ごとに寡占という 市場環境が形成されてきたとい 

える。 経営地域と支配可能な 放送局数を尺度にして 制約を課すことについては、 今回の排 

除 原則緩和の検討にあ たっても維持されることになったが、 同時に視聴世帯数や 視聴率と 

いった異なる 尺度に基づく 事業環境の再編成についても 今後も議論・ 検討の必要性が 述べ 

られている。 

伝統的な SCP 仮説に立てば、 放送産業の利潤 (profHt) は、 市場構造 (Structure) 及び市 

場 行動 (Conduct) から導かれる 市場成果であ り、 放送事業者の 経営基盤の安定化を 確保す 

るための直接の 指標であ ると考えられる。 本稿では、 放送産業において 現在中心的役割を 

担っている地上波民放局 は ついて、 放送メディアに 対する社会的要請に 基づく制約を 含め 

て 、 放送産業を取り 巻く構造的特性、 経営特性、 地域特性が、 放送局の経営、 特に利潤 br06t) 

に 与えている要因について 実証的に計測を 行 う ことで、 放送事業の経営強化の 観点から 考 

えた場合にも 有効な制度的要因について 検討を行 う 。 

以下、 3. 2 では先行研究をサーベイ し 、 3. 3 では地上波民放局の 産業構造の経済的 

特徴について 簡単に整理を 行ったのち、 3. 4 で我々が推計にあ たって基礎となるモデル 

ほ ついて説明を 行 う 。 続く 3. 5 では推計結果について 検討を行い、 3. 6 では政策的に 

決定されている 事業環境の現状について 概観する。 最後にまとめと 政策的含意を 述べる。 

14 地上波放送局について、 首都圏や近畿圏などを 除き原則として 同一県内での 放送に限定し、 テレビ局 同 

土の統合や合併を 規制する原則。 資本関係についても、 地方局が同一県内の 間に出資できる 割合は 10% 以 

下、 キ 一局が地方局へ 出資する場合は 20% 未満に制限し、 特定 居 に影響力が集中することを 防いできた。 

15 2003 年 2 月に総務省がまとめた 報告書では、 当該原則を緩和し、 隣接する 2 つの地方局の 合併や経営 

破綻した放送局の 子会社化を認める 方針を示しているが、 集中排除原則緩和の 背後には統合・ 合併に よ る 

経営効率化や 経営・財務基盤の 強化と、 これに伴 う 良質コンテンツの 確保、 デジタル化への 安定的な移行 

が期待されている。 特に経営悪化が 懸念されている 地方ローカル 局に関しては、 一定の条件付であ るもの 

の 大幅な緩和が 検討されている。 

16 元来「集中排除原則」の 背後には、 電波の希少性による 参入可能な放送局数の 制約と、 放送番組の持つ 

力 に対する配慮があ る。 

17 例外として、 同一放送対象地域における 中波ラジオ放送、 テレビジョン 放送の兼営が 認められている。 

15 



3. 2  先行研究 

日本における 放送産業の事業者データを 用いた先行研究のなかで、 収入・利潤に 焦点を 

当てたものとしては、 Takeuch Ⅱ 199 ③、 三藤 (1995) 、 安剖 2000) が挙げられる。 

Takeuchi (1993) は、 放送局の収入を 本社収入 / 支社収入 / キ 一局収入 18f こ 区分し、 JNN 加 

盟ローカル局について「各局の 支社収入と キ 一局の収入の 合計額」が世帯数や 県民所得と 

有意に正の相関があ ることを示している。 また、 「各県成の放送局収入合計」を「異域にあ 

るローカル居敷」に 回帰し負の相関関係が 得られたことから、 1 社あ たり収入の減額を キ一 

局が 援助している 状況を導き、 多局 化が進むことでネットワータの 当該ローカル 局に対す 

る影響力がむしろ 強まる可能性を 指摘している。 

三藤 (1995U は、 テレビ局の新設が 既存テレビ局の 営業収入に及ぼす 影響を分析している。 

当該地域の全テレビ 営業収入を被説明変数とし、 県民総生産に 回帰する方程式を 推計した 

結果、 営業収入 は 過去の収入実績に 依存する傾向が 極めて強 い こと、 また新局の開設 と共 

に 20 億円前後の収入の 拡大が生じるが、 その後でも同様の 回帰モデルによって 説明が可能 

であ ること、 等の結果を得た。 また安田 (20OOn は各ネットワータ 系列別に年間経常利潤を ネ、 

ッ トワーク平均依存率、 年間売上高、 前年度経常利潤、 名目 GDP 等に回帰し、 ネットワー 

ク 平均依存率が 高い加盟 局 ほど経常利潤が 多いという関係を 導いている。 

一方、 米国においては、 70 年代前後から 収入・利潤の 決定要因に関する 分析が行われて 

いろ。 FCC が放送局増加の 免許方針を固め 放送政策論議が 活発化したという 事情が背景に 

あ り、 また C Ⅳ TV/ が 普及し基本チャンネルを 利用した広告が 増加し始めた 時期と軌を一に 

している。 初期の分析としては Greenberg(1969) があ る。 彼は 1960-62 年のデータから、 

放送局利潤は、 市場規模、 ネットワータ 加入および当該市場で 操業する放送局 数 と正の相 

関を持つことを 示した。 更に、 FCC の周波数免許政策の 是非を論じるために UHF と V/HIF 

の 費用的優劣を 分析しているが、 明確な結果 は 得られていない。 

Greenberg(1969) は、 1 局あ たり世帯数が 放送局の環境要因として 強力な説明 力 を持っ 事 

実を発見し、 収入 / 利潤と関連づけた 分析を行 う ことにより成功を 収めたと考えられるが、 

以降、 この指標を用いて 利潤やそれ以外の 変数との関係が 研究されてきた。 Webbin 以 1973) 

は新規開局が 行われる地域との 関係を、 Besen(1976) は広告価格との 関係を分析している。 

一方 Fisheretal.(1980) は、 潜在的視聴者に 変わる説明変数として 時間ごとの実際の 視聴行 

動データを用い、 広告収入や加盟 ネ、 ッ トワータからの 補助との関係について 分析を行って 

いる。 

18 支社収入とは、 東京等の キ 一局 倖キ 一局所在地にあ る支社からの 収入を言い、 キ 一局収入とは、 番組 配 

結社であ る キ 一局が、 広告を一括契約しそれをローカル 局に配分したものであ る。 本社 / 支社 / キ 一局からの 

収入比は、 約 2: 5: 3 とされている。 こうした割合各々について 分析を行 う ことが望ましいが、 残俳なが 

8 個別放送局ごとの 収入 此 に関するデータを 得られなかった。 今後の課題としたい。 
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比較的最近の 研究成果として、 Fournier(1986) があ る。 主たる関心事は V 任皿と UHF の 

経営に与える 優劣を見極め FCC の免許政策の 効果を分析することにあ るが、 基本となる 推 

計式 には放送局利潤に 対する効果を 測定する意図があ り、 「市場」の定義や「利潤」の 概念 

を 明確化することによってこれまでの 研究をより精練化しようと 試みている。 

8, 3  地上波放送産業構造の 特 祇 

以下、 実証分析での 仮説を明確にするために、 放送産業の費用。 収入及び市場構造に 関 

して、 その経済的特徴を 整理する 19 。 

月面における 経済的特徴 

放送局の費用は 主に、 番組調達費用と 伝送費用に分けることができる。 この費用構成は 、 

キ 一局とローカル 局では大きく 異なる。 キ 一局は制作費の 割合が高く、 ローカル局は 伝送 

費の割合が高い。 

番組を、 広告主に対して 広告放送枠を 提供するための 要素と捉えるならば、 利潤獲得の 

ためには魅力的な 番組を準備する 必要が生じる。 しかしながら、 番組制作は労働集約的で 

初期投資の規模が 大きく限界的な 再生産費用が 少ないため、 規模の経済性が 強く働くとい 

う 性質を持っていると 考えられる。 放送局としては、 このような費用負担をできるだけ 回 

避・分散化する、 もしくは効率的に 費用を回収することが 課題となる。 現在見られるよう 

な 放送局のネットワーク 系列化は、 番組コンテンツ 購入や広告料の 確保などについて、 系 

列 キ 一局が一括して 請け負い、 各加盟ローカル 局は キ 一局の分配手段として 機能すること 

で、 番組コンテンツの 確保にあ たっての費用負担を 分散化していると 見なすことができよ 

う 20 。 逆に制作費用の 分担。 分散化の難しい、 地域ローカルな 番組の調達は、 各地力放送局 

19 放送サービスについては、 様々な社会的要請が 存在するため、 一般的な経済原則がそのままあ てはまる 

ものでほないという 指摘もあ ろう。 確かに報道や 教育といった 必ずしも経済的な 利潤を目的としたもので 

はない要因が 存在することを 否定するつもりはない。 しかしながら、 一方で放送サービスは、 広告主に対 

して広告放送枠を 提供するという 商業的な側面があ ることも事実であ り、 経済的な安定性が 確保されなけ 

れば、 このような社会的要請に 応えることもかなれない。 この意味で、 放送局は様々な 社会的環境的制約 

下で、 一定の経済原則に 従って事業活動を 行っていると 捉えることも 可能であ り、 そうであ る以上費用 最 

小 北原則にあ る程度沿った 活動を行うと 看撤 した分析を行うことには、 一定の合理性があ ると思われる。 

たま本稿では 当該原則に固執せず、 売上高最大化原則に 沿って行動していると 想定した場合についても 推 

計 を行 う ことで、 費用最小化原則に 沿わない場合についても 検討している。 

20 現 127 局存在する放送局は 法律上独立した 事業体であ るものの、 東京 キ 一局の系列居 は )JS, 』 よ NN,FNS, 

ANN,TXN の 5 つが主要系列 ) であ る場合がほとんどであ り、 独立した局であ る場合も規模が 非常に小さ 

い。 集中排除原則が 存在するものの、 事実上、 複数の放送局による 番組の販売，共同制作などを 目的にし 

た ネットワーク 協定の締結が 容認されているため、 番組制作・広告放送枠販売のノウハウに 乏しい加盟 局 

は 、 大都市圏にあ る基幹 局 に販売を委託した 番組 ( ネ、 ッ トワーク番組 ) の放送に依存しがちになっている。 資 

本 関係も非常に 複雑なものとなっている。 
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にと ・って大きな 費用負担となっていることが 予想される。 

伝送費用については、 電波送信に利用する 中継局の維持管理費用と、 ローカル局への 番 

組 配信に必要な 通信事業者のマイクロ 波利用にかかる 費用が考えられる。 放送サービスの 

設備は一方向の 無線送信施設が 中心であ るため、 広域的な配信サービスに 適合性があ る。 

よってターゲットとする 視聴世帯密度が 大きくなるほど、 伝送費用は逓減的な 傾向があ る 

と 考えられる 21. 

3. 3. 2  収入面での経済的特 傲 

収入面について、 我が国の民放放送産業は 広告収入を中心的な 収入源としている。 広告 

収入 は 、 タイム広告収入とスポット 広告収入、 さらに全国ネット 番組と地方向けに 分類 す 

ることができる 22 。 

タイム広告収入については、 基本的に番組を 提供するために 必要な制作費と 電波 料 を賄 

うという仕組みをとっているため、 放送局の費用と 比例的に連動している。 一方、 スポッ 

ト広告料については、 一般的な料金表が 存在するものの、 現実には「延べ 視聴率」「 1000 人 

当たり到達費用」等の 指標を参考にして、 広告主 ( 広告代理店 ) と放送事業者の 相対によ 

って料金が決まる。 広告供給量 ( 時間 ) に一定の限界が 存在することを 考えれば、 放送局 

による広告サービスは 料金により調整が 行われる需給関係にあ ると考えることが 妥当と思 

われる。 

一方、 全国本 ット 番組向けと地方向けという 広告収入区分は、 広告サービスが 地域的に 

差別化されていることを 意味していると 考えられる。 料金水準は、 各放送局の視聴率とい 

った視聴獲得能力や 対象世帯数といった 各地域の経営環境によって 影響を受けており 23 、 各 

放送局の利潤はスポット 広告収入によるところが 大きいと考えられる 24 。 

21 放送産業については、 費用逓減性はガス・ 水道，電気などの 他の伝統的な 公益事業ほどではないとの 指 

摘もあ る。 菅谷・中村編 (2000) の 3 章参照。 
22 タイム広告とは、 30 分・ 1 時間といった 番組の中で設定される 一定の CM 枠を、 番組と一体としてセー 

ルスする方法であ る。 一方、 スポット広告とは、 番組とは関係なく、 テレビ局が定めた CM 時間 枠 、 つま 
0 番組と番組の 間のステーションブレイ タと 呼ばれる時間 枠 ( 原則 t 分 ) に放送される CM であ る。 
23 広告収入は、 ターゲットとなる 視聴者が多いほど 加速度的に増加するという 二次関数的な 関係が見られ 

ると言われる。 みずほコーポレート 銀行 (2002) 参照。 
24 スポット広告料金については、 各番組単位の 視聴率といった 短期的な評価よりも、 年間を通じた 視聴者 

獲得能力のような 長期的な評価によって 影響を受けていると 考えられ、 実際の数値に 影響を与えるまでに 

一定のタイムラグが 存在する可能性があ る。 三藤 (1995) の営業収入が 前年度収入によって 強く依存すると 
いう点、 および実際問題として 1993 年度のフジテレビと 日本テレビの 視聴率逆転が 広告売上に反映された 
のは 5 年後の 1998 年度であ る点は、 放送産業の収益についてこのような さグ があ る程度重要であ ること 
の証左となっている。 しかし、 今回はデータの 制約があ り実施することがかなわなかった。 今後の課題と 
したい。 
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3. 3, 3  市場構造の特徴 

放送市場の経済的特徴は、 放送局が広告主に 対して、 視聴者と接する 機会を「広告放送 

枠 」として供給することであ る。 そこでは、 「広告放送枠」の 料金が市場での 評価・成果を 

示すシグナルとして 作用している。 加えて、 この市場は免許制による 参入規制の結果、 地 

域ごとに分断された 寡占構造にあ ると考えられる。 このため、 広告主からみた 場合、 放送 

事業者によって 提供きれるサービスは、 二重の意味で 差別化されていると 考えられる。 す 

な ね ち、 参入事業者数及び 対象世帯数，地域所得水準などの 点で地域的に 差別化されてと 

ともに、 同一地域市場内においても、 番組内容や編成、 視聴率によって 差別化されている。 

このような差別化された 寡占市場構造こそ、 広告サービス 取引市場の特徴と 考えられ、 サ 

一 ビスを行 う 地理的環境要因や 視聴率などの 各局の視聴者獲得能力による 差異は、 広告料 

金 収入の差を通じて、 各放送事業者の 経営状況に大きな 影響を与えていると 考えることが 

できる。 

以下でほ、 これら放送産業の 経済的特徴を 踏まえた上で、 本稿で用いる 推計式を導出す 

る 。 

3. 4  推計式の定式化 

本節では、 地上波放送市場が 地域的に分断された 寡占市場と見なし、 市場集中度と 利潤 

に関する定式化をもとに、 本稿で用いる 推計式の定式化を 行 う 25 。 

地上波民放産業に 対する広告主の 需要が次 式 で与えられるものとする。 
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25 同様の寡占構造は 銀行業にも当てはまり、 筒井 (1988) 、 岩根 (1990) 、 中尾根 (1994) 等の先行研究があ る。 

以下の定式化の 多くは岩根 (1990) に依っている。 
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ここで、 i 局 とそれ以外の 局の生産量を 分離してⅩ = み + Ⅹ   i と書くと、 上式は、 
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と 表される。 クールノー的市場、 即ち上局は自社が 生産量を変更しても 他局は以前のままの 

生産量を維持すると 予測する市場を 仮定すると、 推測的変動 (conjecturalvari;ation) を表す 

几 i はゼロとなり、 整理すると以下の 式が得られる。 
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これを全産業について 総和をとり、 ハーフィンダール 指数を HHI  = Ⅹ㏄ / Ⅹ )2 、 需要の 

価格弾か性をりとすると、 産業全体の利潤は 以下の式で表せる。 

冗ヰ レ乃り一Ⅹ c,. Ⅹ . =H7 Ⅰ・ ( Ⅰ / り ) アガ 

ここで p 同 l) 式を代入し整理すれば 以下のようになる。 

冗 =  H Ⅳ・ げ 0hlV Ⅹ 方 ・ Iy  月 

産業全体の利潤水準はハーフィンダール 指数 HHI7 と産業全体の 産出水準Ⅹと 地域特性 

を示す指標 Y に関連づけられていることが 分かる。 上記利潤 は 産業全体の利潤であ るため、 

これを個別放送局について 変形するために、 個別放送局の 産業全体の利潤に 対する比率と 

市場シェア (MS.) との間に、 MS,=( 冗 ,/ 冗 )" の 関係があ ると仮定し、 上式 に代入し対数を 

とると 次式 になる。 

In@r;@=a@@Inc@+04@InM@ ・ +a@@InHHI@+a@@¥nX@+a4lnY 

実際の推定においては、 市場シェア M 毛については 各放送局の年間視聴率 且 ATE 与を使い、 

産業の産出量を 示すⅩについてほ 個別局の規模変数であ る総資産 メ母荘 写を用いている。 

これは以下のような 考え方に基づいている。 (1) 式において広告価格を 高く設定するに は、 

広告の露出を 高めるために 多くの視聴者を 獲得する必要があ り、 Ⅹはそのために 用いられ 
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る 放送局の「生産量」と 考えられる。 すぐに思いつく 適当なデータは 例えば「番組制作費 

用」等であ ろうが、 ここでは詳細な 費用データを 得ることが出来なかった。 そこで、 魅力 

的な番組を制作するためにはスタジオ・カメラ・ 中継車等の放送局所有資産が 多く必要と 

なり、 そのような局が 結果的に広告価格を 上昇させることができるという 仮定を置き、 総 

資産額を用いることとした。 また、 一般に充実した 設備を保有している 放送局ほど、 番組 

政策にも比例的に 多額の費用を 投入しているということも 仮定していることになる ， 6 。 その 

ほか各放送局の 経営特性および 環境制約をコントロールする 変数を導入した 次式 が推定さ 

れる 27. 

    

mn 円 =ln0:0+ 白 lnRA4TEE,+aA ㎞ HHHr@" +ln 刀 SEE 円 + 五月 .(STA れ y,Mn(HHH  川 J  +2@ @ 「 @( 甜均 "ln 切 
+a3ln ㏄二月 +04TX Ⅹ N,+ln 免 (4) 

環境変数 y には、 各地域の世帯数 (HHH/ Ⅳ ). や 県別所得 耳 、 自同制作で番組を 賄えるか否か 
を 示す㏄ LFi などの変数を 利用している 28 。 世帯数や視聴率などの 説明変数については、 海 

外の集中排除原則において 集中度の判断を 行う際に利用されている 指標でもあ り、 我が国 

放送市場再編成にあ たって代替的尺度として 政策的にも検討する 余地があ るものと考える 

れる 29 。 推計にあ たっては、 1998 年度から 2000 年度の 3 年間の地上波放送局に 関する 各 

種 データを用いた 30 ・ 31 。 

26 推計にあ たっては、 総資産額の代りに 有形固定資産額を 用いた場合の 推計についても 行ったが、 ほぼ同 

様の傾向が見られたため、 結果は省略している。 

27 各変数の双の 記号「 ln 」は、 自然対数を意味している 

28 SELF. ほ 本来的には内生変数ではないかとの 指摘もあ ろうが、 我々の推計でほ 外生的な環境変数とし 

て 扱っている。 主たる理由としては、 (1) 規制当局が 5 年ごとのに免許更新に 際し「自社制作番組の 放送 
時間が全放送時間の 10% 以上」という 番組編成条件を 課してきたにもかかわらず、 実際にはこの 条件を満 

たす局が少なく、 必ずしも個別局の 自由な経営判断に 依存しているとは 言えない状況にあ る、 (2) 新規参入 

局は番組制作のノウハウに 乏しく自主的な 番組制作にも 限界が見られるという、 現実的な問題点が 挙げら 

れる。 実際、 キ 一局 / 準キ 一局 7 基幹局を除いた 放送局で見ると、 ml) について 10% 以上の自主制作比率を 確 
保できている 局は 25.7%(497191 社 ) 、 (2) について 3 年連続で 10% 以上の比率を 確保できた局は 1969 年収 

前に開局した 11 局に限定される、 という結果が 得られ、 内生変数として 扱 う ことの困難性を 示唆している。 

29 所有制限の尺度として、 米国では全国視聴可能世帯数、 独国ではテレビ 市場における 年平均視聴率の 合 

計 、 英国では合計・ 全国視聴時間率を 利用している。 放送政策研究会最終報告 (2003) 参照。 

30 放送事業者の 財務データについては、 各年度版の『日本民間放送年鑑』 ( 日本民間放送連盟 編 、 コ一 ケン 

出版 ) およびに通信産業実態調査経営体財務調査』 ( 総務省情報通信政策局実施 ) を、 視聴率データに 関して 

は、 ㈱ビデオリサーチ 社の放送局加年度平均視聴率を 利用した。 また、 地域の経済変数は『全国市町村 要 

覧コ ( 市町村自治研究会編、 第一法規 ) 、 P 県民経済計算 J ( 内閣府経済研究所 ) を利用し、 複数 県 をまたがっ 

て営業している 場合には全エリアの 値を合計している。 名目変数は実質化し、 ラジオ兼営 局は テレビ営業 

に関する構成比率を 乗じて調整を 行った。 
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瓦 4 ℡ i : 局別 年間平均視聴率 32 

はは T 、 ; H 番目の放送局が 事業を営む市場でのハーフルダ 沖 指数 ( 視聴率を用いて 計算 ) 
榔 ㏄ 円 :i 番目の放送局が 有する総資産額 

( ぱ H/ Ⅳ )iH 番目の放送局が 事業を営む市場での 1 放送局あ たり世帯数 88 
耳 : 上番目の放送局が 事業を営む市場での 1 世帯あ たり所得 

SZH び h 番目の放送局が 事業を営む市場での 総局 数が Ⅰの時 1 をとるダミー ( ただし j=3(3 

局 以下 ),4(4  局 ),5(5 局以上 )) 
㏄ LF; Ⅱ番目の放送局が 自社制作で番組を 賄えるか否かを 示す変数 84 

TXNV; : テレビ東京系列に 加入している 場合に 1 をとるダミー 

    
3. 5  推計結果 

各変数の記述統計量は 図表 3 一 1 に、 相関係数表は 図表 3 一 2 に、 推計結果は図表 3 一 

3 に示されている 35 。 被 説明変数についてほ、 モデルから直接導かれる 変数は純 類 概念の利 

潤 であ るため以下でも 営業利潤を中心に 見ていくが、 独立変数の説明 力 を詳しくみるため 

の 比較対象として、 総額概俳の営業収入を 用いた場合についても 推計を行った。 それぞれ 

方程式①および②の 形で示している。 放送産業については、 費用最小化原則が 成立して ぃ 

な い のでほないかという 指摘があ るが、 そうであ るならば、 市場シニアや 葉中度などの 溝 

造 指標 や 、 各種の地域特性や 経営特性を表すこれら 変数の影響は 収入に結びっくものの、 

31 この時期を選定したのほ、 現時点で筆者達が 欠損無く扱える 最新のデータ 群であ ること、 新規開局が 1 

局のみ ( とちぎテレビ (1999 年 )) であ り、 また地上波放送局の 経営が安定していた 時期であ って、 ほぼ同質 
の データとしてプールして 用いても支障が 少ないと判断できること 等がその理由であ る。 

32 以下の要因により 視聴率データが 得られなかった 放送局については、 分析から除外している。 (1) 調査対 
象外となっている 独立 U 局 (13 局 ) 、 (2) 視聴率の版権 を放送局側が 所有している 局 (8 局 ) 、 (3)2000 年以前の 

過去データが 存在しない 局 (3 局 ) 。 

33 説明変数の (HHHl Ⅳ   ; 、 X は、 Fourmier(1986) でも用いられている。 また STAH ぴを用いた市場の 総放 
送局 数 別の測定は、 Greenbersr(1969) でも試みられている。 

34 内山 (1996) や女 刮 2000) と同様に「総放送時間中に 占める自社制作番組の 放送時間割合」を 用いようと 
したところ、 (HHH/ Ⅳ )- との相関係数が 0.8325 と高く、 多重 共線 性の発生が懸念された。 そこで内山 
(1996) の分析結果から、 番組制作ノウハウの 程度を示すと 考えられる「開局からの 経過年数」を 乗じた値 
を 利用した。 この結果、 (HHH/ Ⅳ   i との相関を 0 ・ 6738 まで下げることができた。 以前として高い 水準に 
あ るが、 SEL 月を落としたケースでも 推計して頑健性を 確かめることができた。 

35 相関係数表については 紙幅の都合七割愛するが、 変数間でやや 高 い 相関関係を示すものについては、 本 
節 後半で示すよ う に対象範囲を 変更することにより 多くのケースで 頑健性を確かめた。 以下は全地域での 

推計において 0 ． 5 以上の相関を 示した各変数と 対象範囲変更時の 数値の推移を 示した表であ るが、 対象 艇 

囲を限定するに つ れて、 相関の程度が 減少している 状況が読み取れる。 ( 表 4 挿入 ) 
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本 m? 閏には直接結びっかなりことになる。 

方程式②の方が 概して R2( および 力佑 usted-R2) が大きく、 高い説明力を 有している 状 

祝 が読みとれるが、 各変数の符号や 有意性の程度については 概ね類似している。 以下でほ 腱こ 、 各説明変数の 関係を検討してい く 

く 章末の図表 3 一 1 、 3 一 2 、 3 一 3 を参照 ノ 

まず、 説明変数 ん 4T 与 および HHI7 、 ; との関係について 見てみよう 36 。 市場シェアの 代理 
変数 湖 ℡ i は有意に正に 効いているが、 集中度の代理変数 HHI7,; の有意性は低く、 符号も 

①と②で逆転しており 確定 自 りなことは言えない。 当該市場での 民放視聴率合計を 1 とした 

場合の各局視聴率シェアユ E 化 名 とそれを用いて 計算した集中度指数 は H77 、 i に関する結果 
についてもそれぞれ① ，、 ②として示したが、 ここではシェアが 正に有意で集中度と 利潤 と 

の 関係性が薄いという 結果をより明確に 示している。 この結果は、 規模格差を考慮した 場 

合、 市場集中度が 利潤を高めるという SCP 仮説が放送分野では 必ずしも支持されるもので 

ほ な い ことを示している 37 。 ここで市場シェア ん ATEE, と 市場集中度 HHLl. との間の相関係 

数は 0.4267 とそれほど高くはないが、 推計値の分散が 大きくなるという 意味での多重 共線 

関係が発生する 懸念を完全にぬぐえるわけではない。 このため HHI を除いたケースに つい 

てもそれぞれ 推計を行ったが、 その他の変数についてほぼ 同様の結論が 得られた。 営業利 

潤に関する結果のみ 方程式③および③，として 示す。 

次に WHHI Ⅳ )i および耳の推計結果を 見てみよう。 仮に市場に参入障壁がなく 完全に自由 
な競争が展開されているならば、 WHHI Ⅳ ), が 大きい地域から 参入が進み、 最終的には 局あ 
たりの視聴世帯数は 平準化され、 被 説明変数 巧 との相関の程度は 低くなるだろう。 反対に 

参入障壁が存在する 場合には、 レントが反映され、 被 説明変数円との 正の相関が観測され 

36 地上波民放産業の 特色として全国レベルの 売上が系列間でほぼ 拮抗すると指摘されることがあ るが、 こ 

のような産業について 市場シェアや 市場集中度との 関連を推計することの 意義について 補足したい。 まず、 

仮に市場シェアが 等しい割合で 拮抗していたとしても、 あ くまで市場競争の 結果であ り、 我々の寡占競争 

モデル ほ 依然として有効だと 考える。 広告繁忙期に、 1 位居や 2 位 居 に入りきれなかった 広告依頼 主 が代 

理 店を通じて下位 居 に流れる仕組みも、 必ずしも結果としての 売上で見た市場シェアの 拮抗を保証するも 

のではない。 現実の取引形態が 不明なため断言出来ないが、 相対取引が多く 行われている 広告市場におい 

て 、 理論上上位局は 広告放送枠に 高い価格付けを 行うことが可能であ り、 これは市場シェアの 差異をもた 

らすはずであ る。 更に現実問題として、 本稿でシェアの 代理変数として 用いた年間視聴率については、 表 

1 からも読み取れるように 各県の放送局間でかなりの 違いがみられる。 また、 市場集中度を 示すハーフィ 

  

HHI は異なったものとなる。 このように、 放送産業においても 市場シェアや 市場集中度との 関連を推計 す 

ることにも、 一定の意義はあ ると考えられる。 

37 ここでは広告収入に 関する媒体として 地上波民放局のみを 取り上げたが、 その他の媒体の 影響をど う捉 

えるか ( 特に Nf 回については 検討の余地があ るよ う に思われる。 
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るのではないかと 推測される。 また、 広告主企業は 購買力のあ る世帯に対し 広告の露出を 

増やした方が 効果的に売上を 増大できるため、 苫が高い地域での 広告戦略を展開し、 結果 

として呵が上昇する ( す なむち正の相関が 観測されるにとになると 予想される。 (HH/N)i 、 
㍉の係数は正に 強く有意に効いており、 居敷ダミーを 用いた方程式① 、 ②でも概ねこの 傾 

向が担保されている。 これは 1 局あ たり世帯数の 多ぃ地域にあ る放送局ほど、 また世帯 あ 

たり所得が多い 地域にあ る放送局ほど、 被 説明変数円が 大きいことを 示している。 放送局 

開設に当たっては 当該地域の経済状況も 勘案して免許の 可否が判断されているが、 その 意 

味で (HHH/N), の 増大により弓を 増大させる余地が 各市場に若干残っているという 結果は 

直感的な予測だけでなく、 Fournier(1986 ぬ どの先行研究とも 整合的であ る。 
棚 LFi で示される自社制作で 番組を賄えるか 否かを示す変数は、 営業利潤を被説明変数に 

した場合 ( ①および① ， ) と、 収入を被説明変数にした 場合 ( ②および② ， ) とでは符号が 有意 

に逆転している。 弘正 F.i は、 利潤及び収入との 関係で考えると、 ネット ヮ 一タ加盟から 待ち 

れる便益を測定する 代理変数といえる。 すな む ち、 番組をキットワーク ( または他からの 購 

入 ) に依存している 局は 、 費用面でネットワーク 加盟のメリットを 受けている 38 。 被 説明 変 

数 が収入か利潤かによって ぶぼ ェ円の符号が 変化することを 解釈するならば、 番組を自社制作 

で 賄える 局 ほど収入は多くなるが、 それ以上にコスト 負担は増えるため、 利潤べ ー スで見 

た場合相関関係が 逆転することになると 考えられる。 

テレビ東京系列ダミー TXNVi ほ 、 仏系列 4 社と比べて特徴的な 戦略を展開しているため、 

その効果を見るために 採用した 39 。 被 説明変数が収入の 場合には明確な 関係は見られないが 

( ②および② エ 利潤の場合、 有意に正の相関を 示している ( ①および①。 )0 

東京・大阪・ 愛知の各大規模局を 除外した場合の 推計結果を、 営業利潤に関するものの 

み方程式④および④，として 示しておいた。 R2( およびメカ uste は -R2) は低下し、 回帰戎金 

体の説明 力は 低下しているが、 先に述べた各変数に 関する分析結果は 殆ど変化がなく、 ま 

た㏄・ LF; やメ凡 ㏄円の多重 共線 性の可能性も 大幅に改善されている。 我々は、 やや性質の異 

なる地上波局を 除いた場合にこの 傾向がどの程度保持されるかについて、 さらに対象範囲 

を変更し検討した。 方程式⑤および⑤ ，は 、 三大都市圏に 加え、 経営状態が比較的良好とさ 

れる基幹局を 除いた場合の 利潤に関する 推計結果を示している。 上記の結果に 比べ、 5 局 以 

上地域の (HHH/N). およびⅡ、 さらに T 刀 Vi の係数の有意性が 低 い ことが読みとれるが、 こ 
れは 5 局以上地域が 殆ど除覚されサンプル 中に岡山・香川 圏 しか残っておらず、 推計が不 

安定になっていることに 起因していると 考えられる。 その他の変数は 概ね有意に効いてい 

る 。 この傾向は、 一般に財務基盤が 弱いといわれる 平成親局を除いた 方程式⑥および⑥ ，で 

38 安田 (2000) は、 費用面を考慮した 経常利潤を用いて「ネットワーク 平均依存率が 高い加盟 局 ほど経常利 
潤が多い」とする 分析を行っているが、 ここでの結果は 彼の推計結果と 整合的であ る。 

39 テレビ東京は、 採算優先で系列の 開局を主要都市に 絞ったため系列居敬 が 5 局と少なく ネ、 ッ トワータに 

広がり ほ ないが、 6 局だけで全世帯の 約 66.4% をカバーしており 広告効果の高い 都市部に効率的に 厚みを 

持たせられるという 利点を持っている。 
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も 保持されており、 頑健な結果であ ることが示されている。 ⑥では は Hr7li が負に有意で、 産 

業組織の理論で 通常予想される 結果と整合的であ るが、 これから明確な 結論を導くことは 

難しいだろう。 市場集中度と 利潤との関係は、 今後一層精査する 必要があ ると考えられる 40 。 

本節の推計結果からは、 ハーフィンダール 指数のような 構造変数よりも、 1 局 あ たり世 

帯数・ 1 人あ たり所得といった 地域特性や視聴率のような 経営特性を表す 変数の方が 、 利 

潤 について強い 説明 力 を有することが 明らかになった。 市場シェアは 各局の経営努力によ 

る側面が大きいが、 世帯数や所得 は 政策に決定されている 所与の変数であ り、 変更の余地 

がなれ。 仮に、 諸外国のような 視聴率・世帯数等の 尺度を集中排除原則の 尺度として利用 

して、 これらの条件を 均等化するかたちで 再編成を行うならば、 放送局の収入・ 利潤格差 

が 均等化する方向へ 向かう可能性が 高いと考えられる。 

3. 6  営業収入 ( 営業利潤 ) と 1 局あ たり世帯数、 世帯あ たり所得との 関係 
前節では (HHH/ Ⅳ ). や X が 円 と有意に正の 相関関係があ ることを確認した。 従ってこれ 

らは放送事業者の 経営基盤の安定性を 考える上でも 重要な尺度の 一 っと考えられ、 米国で 

は Webbmnk(1978) を情夫として 幾つか研究が 行われている 41 。 では現状において、 日本では 

どの程度の値を 示しているのだろうか。 現在の各社が 置かれる事業環境を 知る上でも、 概 

親 しておく事には 意義があ ろう。 

図表 3 一 4 は、 年度ごとに (HHH/N¥i 、 七の大きい順に 並べてあ り、 それぞれ全国平均、 

三大都市圏を 除いた値の平均値について 基準線を示しておいた。 二つの基準では 順位に大 

きな変動があ ることが分かるだろう。 また今回の推計式から 得られた係数を 利用して、 

(HHH/N)i と苫のみで割り 戻し順位付けした 結果を、 「複合指数」として 示しておいた。 

く 章末の図表 3 一 4 を参照 ノ 

今回の分析対象期間内に 参入が生じた 栃木県での様子を 見てみよう。 1998 年度には地上 

破局 5 社が 1 社平均 的 13 万世帯に対してサービスを 行っていたが、 1999 年に 1 社参入し 

たことにより 平均 u 万世帯に低下したことを 示している。 (HHH/ Ⅳ )i は他地域と比べてむ 
しろ低い数値を 示しているが、 羊は平均を上回っており、 その意味で有望な 市場と見るこ 

とができる。 今回我々が推計した 複合指数で見ると、 更に上位に位置づけられる。 

Greenber 計 1969) や Webbink(1973) は主として (   HHl Ⅳ ), の 影響を重視しているが、 
Fourm ぇ er(1983) は X も「 富 効果 (wealtheffect) 」の一つとして 有意であ ることを指摘してお 

40 米国のラジオ 市場の集中度と 利潤との関係を 実証的に検証した 何として Ekelundet.al(2000) があ る。 

これによれば 集中度と利潤はそれほど 強い関係にはないとの 結論を得ている。 

4l Webbmnk(1973) は 1966 ～ 68 年における地上波放送市場への 新規参入状況を 分析し、 1 局 あ たり世帯数 

と 有意に正の相関があ るとの結果を 得ている。 
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り 、 栃木県のケースも、 経営基盤の観点からは 後者に重きを 置いた参入と 捉えられるかも 

しれない。 

今回我々の提示した 指標だけから 判断すると、 下位の県で操業する 放送局については 必 

ずしも安楽な 経営環境にはないと 言えるかもしれない。 もちろん放送局は 魅力的なコンテ 

ン 川 =@ 放送番組 ) を提供することで 市場シェア (= 視聴率 ) を獲得し広告主を 惹きつけること 

が 可能であ るが、 費用負担を考えるとそ う 簡単ではないと 思われる。 今後合併，統合を 含 

めた地上波局の 効率的経営のあ り方に関する 検討が必要になると 考えられるが、 本稿で 提 

示したような 環境要因を考慮して 議論することは 重要であ ろう。 

3. 7  まとめ 

以上、 収入・利潤を 決定する要因についての 推計結果を整理すると 4 、 、 

①市場シェアの 代理変数たる 視聴率とは正の 相関が見られるが、 市場集中度について 明確 

な結論は得られていない 

㎝ ) 対象とする世帯範囲 や 一人当たり所得と 正の相関関係にあ る 

(;mi) 放送局が自社制作で 番組を賄えるか 否かを示す変数は、 収入とは正の 相関、 利潤とは 

負の相関があ る 

推計結果 は 、 3. 5 で検討したように、 放送事業者の 市場シェアの 代理変数たる 視聴率 

や自社制作比率といった 経営特性を示す 変数以外にも、 世帯数や所得という 地域特性を示 

す 変数が事業者の 利潤に貢献する 可能性が高いことを 示している。 これら変数が、 外生的 

に 規制によって 決定される環境変数であ ることを考えると、 上記推計結果から 現在の放送 

政策に対していくつかの 含意を導くことができる。 特に、 i( 田の結果からは、 集中排除 原 

則の趣旨を担保しっ つ 放送局の経営基盤強化を 期待できることが 読みとれる。 また、 6 節で 

見たよ う に、 対象視聴世帯数や 局 数 、 サービス対象地域 ( 県 ) を単独ではなく、 複合的に 

検討することも 必要であ ることを示している。 経営基盤の安定が 即座に良質のコンテンツ 

確保・デジタル 化への安定的な 移行につながるとほ 必ずしも断言できないが、 少なくとも 

一定の正の相関関係を 持っと考えられよ う 。 本稿での分析結果は、 放送産業を巡る 望まし 

ぃ 制度を再設計する 余地があ ることを示唆している。 

更に各変数の 係数の値に着目すると、 放送事業者の 視聴率や自社制作比率といった 変数 

よりも、 対象世帯数や 経営地域の所得水準など 市場環境を示す 変数の方が、 利潤の決定に 

与える影響がより 強 い ことを示している。 換言すればこのことは、 潜在的な参入誘因が 、 

42 制度的観点から 見た場合日米の 差は大きいと 言われる事が 多いが、 結果は概ね予想と 整合的かっ米国の 

先行研究とも 類似しており、 公共放送を抱える 日本においてもこのような 結果が得られたことは、 注目に 

値する。 
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現行の規制によって 画定されている 地域により異なっていることを 意味している。 事実、 

日本の地上波放送事業者の 数は、 当該営業地域ごとにによって 異なっている。 実際の対象 

世帯数や所得水準の 格差は、 現行制度の下で 平準化されている 訳ではないため、 仮に現行 

区分を前提として、 自由な参入が 可能となると、 各地域の地上放送事業者数には 一層差が 

っく可能性もあ る。 

参入事業者数の 地域格差が生じることは、 市場原理に従 う 限りは、 当然のことかもしれ 

ない。 しかし、 地上波放送を 基礎的サービスと 位置付け、 制度的な制約として 地理的な経 

営 範囲の制約を 課している以上、 このような制度的要因による 参人局 数 の 差 ( す なむち視 

聴可能なチャンネル 数の差 ) は出来るだけ 縮小しておくことが 望ましい。 日本における 現 

在の地上波放送局が 占める役割の 大きさを考えると、 このような政策的対応の 必要性 は高 

い と考えられる。 

今後、 合併・統合を 含め、 地上波間の効率的経営のあ り方に関する 検討が必要になると 

考えられるが、 分析結果は、 直面する地域的な 市場環境条件を 均等化するように、 集中排 

除の基準を検討することの 重要性を示している。 地理的環境条件の 均等化するかたちで 地 

域 区分の再編成を 行 う ならば、 放送局の収入・ 利潤格差 は 均等化、 さらには視聴可能な チ 

ャ ンネル数を均等化する 可能性があ ることを示している。 

デジタル化の 波は、 地上波放送サービスに 対する参入障壁を 引き下げ、 現在のネット ヮ 

一タ体制を大きく 揺るがす可能性があ る。 このような 申 、 集中排除という 目的のため画一 

的な制約を課してゆくならば、 地方局を中心とした 地上波放送局の 経営は一層困難になる 

かもしれない。 放送サービスの 多様性や広告放送というサービス 提供形態の維持を 含め、 

各放送局が自立的に 経営を行 う ことが可能な 形に経営環境の 差異を埋め合わせる よう 制度 

を 担保することこそが、 結局 は 視聴者利益に 繋がるものではないであ ろうか。 
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図表 3 一 Ⅱ 主要な変数の 記述統計量 
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論 Ⅰ 固定効果 / 変 効果モデルを 利用した 再 推計結果 

補一 1  推計追加の意図 

第 4 章で扱ったデータは、 1998 年度～ 2000 年度の 3 年間の地上波民放局に 関するパネル 

データであ る。 掲載原稿では、 景域内における 同 数の相違が競争環境の 差異をもたらすこと 

を 考慮し、 3 年分の ヂ一タを プールした上で 同数ダミーを 導入した上で、 どのように利潤 収 

益 に影響を与えているかを 分析した。 言わば市場間の 相違に焦点を 当てた分析を 行った訳で 

あ る。 しかしパネルデータの 特性をより活かすためには、 固定効果 ( Ⅲ xed E 俺 。 併 変量効果 

(RandomE 悔 ct) の冬モ ヂル を推計し、 個別企業に特有の 影響を考察することが 一般的となっ 
ている。 以下では本論と 同様のデータセットを 利用した上で、 固定 / 変量効果 モヂル の推計を 

試みる。 

補一 2  固定効果モデルと 変量効果モデル 
以下のような 線型回帰モデルを 考える。 

巧言 Q+ Ⅹ ; み千㌔、 i 二刀‥ ， Ⅳ 、 f=L". ぽ 

ただし、 1 は個別主体を 、 t は時間を示す。 また、 ロは スカラー、 らは JCxK の べタ トル、 Ⅹ " 

は Ⅹ個の説明変数の 加番目の観測値を 表す。 ここで、 誤差 項 れが、 

ひ比 =/ ユ i+ レ七， +vir 

という構造をしていると 想定しよう。 これは個別効果と 時間効果の 2 要素を考慮しているた 

め 、 twofactormodel と呼ばれる事があ る。 ただし佑は観測されない 個別効果、 几 ，は観測さ 

れない時間効果を 、 v" は 標準的線型回帰モデルの 仮定を満たす 誤差項を表わすとする。 即ち 、 

以下の式が成立する。 

E か i,)=0 、 Ⅰ 戸ひ ")=E(v 且 ) 一ヴ 2   

㏄ V ひ ",V 。 )-E ひ 77%)=0 、 アわア 正幸 7,  「 チ 』 

このとき、 誤差 項 ㌔と説明変数Ⅹ " の 相関の有無により、 採用すべきモデルが 異なる。 即 

ち 、 もし Co ㎡㌔ ， Ⅹカキ 0 ならば変量効果モデルが、 他方 Cov(u", Ⅹ九 ) ポ 0 ならば固定効果 モ 

デル が採用され、 それぞれ一致性を 有しかっ有効性もあ る推定を行 う ことができる。 

変量効果モデルが 採用された場合、 一般化最小二乗法 (GeneralizedLeastSquares) による 

推定が BLUE を満たす。 この推計値を る ㏄ S と 表わそ う 。 他方、 固定効果モデルが 採用された 
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場合、 元の式から各平均値を 引いた「平均からの 偏差」をとった 変数について 推計する グル 

一プ内 推定量 (within-groupestimator) を得ることが 望ましい。 この推計値を㌦㎞ と 表わそ 

ぅ 。 このとき、 どちらのモデルを 採用するのが 適切であ るかを、 以下の Wu-Hausman テス 

ト によって統計的に 検定する。 

帰燕仮説 H 。 :Cov(u", Ⅹ ")=0 の下での推定量           
  

対立仮説 H 、 : Co Ⅸ㌔ ， Ⅹ ") ￥ 0 の下での推定量 bW;"i" 

とすると、 この時両者の 差を               一 ら晒 thli れは、 帰燕仮説 H0 の下で、 確率極限 タ ¥ ㎞タテ 0 と 

なる。 また攻の分散 八 9= げゆ "  G ぴ卜 (b @ ℡㎡ ") を考えると、 

Ⅲ キ 6.[ ん 「 ( を 1) 「 "' 耳 Ⅰ 

は 、 帰燕仮説の下で、 自由度 k の Z2 分布に従 う 。 

補一 3  「 3. 4  推計式の定式化」に 関する修正 
以上のような 問題意識に従って、 推計 式 (4) ほ 以下のように 再 定式化される。 

№ 呵 ニ ln は 0+ 免   ln Ⅱ MZEi+ ぽ 2 ㎞ HH Ⅰ 、 i+ 伎 31n メぶ EE 円 + 群 41n(HH  / Ⅳ );+ ち№ y 

+a6 ㎞ ぶ ， EL 七十 ln 研 (4)' 

1 で述べたように、 ここでは個別局の 効果を見ることが 主目的であ るため、 各地域の世帯数 

(HHH/N)i や県別所得 X に関する同数ダミーは 除外している。 

ん ATE,      局別 年間平均視聴率 

は W7 、 ; :i 番目の放送局が 事業を営む市場でのハーフィンダー ) レキ 言教 ( 視聴率を用いて 計算 ) 

力 ㏄ E 円 Ⅱ番目の放送局が 有する総資産額 

(HHH/N)i:i 番目の放送局が 事業を営む市場での 1 放送局あ たり世帯数 
X, :i 番目の放送局が 事業を営む市場での 1 世帯あ たり所得 

㏄ LF, 月番目の放送局が 自社制作で番組を 賄えるか否かを 示す変数 
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補一 4  推計結果 

再 推計結果は図表 補一 1 に示されている。 各変数の示す 符号および有意性は 第 4 章とほぼ 変わ 

らなかったため、 ここでは固定効果 / 変量効果の影響を 中心に察しよう。 

第 3 章本論で述べたように、 収入 7%lJ 潤に関する推計式は 操業エリアを 変更した上で 幾つか推定 

しているが、 利潤に関する 方程式では、 いずれも「個別効果が 他の説明変数 項 と無相関であ る」 

という仮説が 棄却されず変量効果モデルが 適しているとの 結果を得た。 一方、 収入に関する 方程 

式 に関しては、 (3 大都市圏除覚 73 大都市圏・基幹 局 除外のケースは 示していないが、 いずれ 齢 
固定効果モデルが 採択される結果となった。 なお、 表中の「 CSweight 」とほ、 グループによっ 

て 誤差項の分散が 異なることを 考慮して分散でウェイト 付けして推定した 結果を意味している。 

収入について 固定効果モデルが 採択されるという 結果は、 ( 特定の放送局または 時間について ) 

何らかの特有な 効果が観測されることを 意味している。 地上波民放局は 5 大ネットワークに 系列 

化されており、 一般に キ 一局を中心とした 相互依存体制が 指摘されるところであ るが、 ここでの 

結果はそのような 指摘を裏 付けるものであ ると言えるかもしれない。 ただし、 特定の県・放送系 

列 に関して特筆すべき 傾向は見られなかったため、 個別の固定効果に 関する数値は 報告して い な 

ぃ 。 

一方、 利潤べ ー スで は 変量効果モデルがいずれのケースでも 採用された事は、 費用面まで考慮 

した場合、 競争の結果や 経営戦略の相違を 反映して個別 居 ごとに、 また時点ごとに、 一定程度 ド 

ラスティッ タ に変動している 事実を反映していると 考えられる。 今回の推計では、 ラジオ・その 

他関連事業に 関する収益・ 費用を除覚した 数値を用いている 事実をあ わせて考えると、 「テレビ局 

はお役所のごとく 予算 だ 準じた経営を 行っている」とする 通説に関しても、 もう少し慎重に 検討 

する余地があ るよ う に思われる。 
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第 3 章補講 2  分析に い たデータの 詳 

・変数の作成方法とデータの 出典について 

①『日本民間放送年鑑 山 日本民間放送連盟 編 、 コ一 ケン出版 ( 各年度版 ) 

② 干 通信産業実態調査経営体財務調査』総務省情報通信政策局実施 ( 各年度版 ) 

③ r 全国市町村要覧山市町村自治研究会編、 第一法規 ( 各年度版 ) 

④ [ 視聴率データ』㈱ビデオリサーチ 社 ( 局 別の各年度平均 ) 

⑤ 圧 県民経済計算山内閣府経済研究所 ( 各年度版 ) 

In@R ，     営業収益 ( ① ) 、 営業利益 ( ① ) 、 経常利益 ( ① ) それぞれを県別デフレータ (1995 年 基陶 ( ⑤ 、 

⑧ ) で実質化し、 放送事業売上高のサービス 構成比率 ( ② ) から「テレビジョン 放送」の 

割合をかけて 算出した値の 対数値。 ( ただし当該放送局が 複数 県 をまたがって 営業して 

いる場合には、 全エリアの値を 合計して算出している。 以下この処理を「エリア 修正」 

と呼び、 ⑧で表す。 各事業者の営業範囲については 系列図を参照されたい。 ) 

latHHH/ Ⅳ ),: 当該放送局が 事業を営む都道府県の 総世帯数 ( ③ 、 ⑧ ) を、 地上波放送局 数 ( ① ) で除した 

値の対数値。 

1%     当該放送局が 事業を営む都道府県の 実質県内総生産 ( ⑤ 、 ⑧ ) を、 都道府県別世帯総数 ( ③ 、 

⑧ ) で除した値の 対数値。 

㎞ RA4TEE,  : 当該放送局の 年間平均視聴率 ( ④ ) の対数値。 

ln ぶ E エ F;     民放テレビ系列 別 放送時間の自社制作番組の 放送時間 ( ① ) を総放送時間 ( ① ) で除した 値 

に、 開局から 2000 年度までの経過年数を・ 最も開局が早かった (1953 年 ) 日本テレビ 

放送網㈱を 1 とした比率を 乗じて得られた 値の対数値。 

ln 力 i     当該地上波放送局の 有形固定資産額 ( ① ) に放送事業売上高のサービス 構成比率 ( ② ) から 

  「テレビジョン 放送」の割合をかけて 算出した値の 対数値。 

ST,4 ヴ     当該放送局が 事業を営む都道府県における 総局 数 ( ① ) が ゴ の時 1 をとるダミー ( ただし 

た 3(3 局以下 ),4(4 局 ),5(5 局以上 ))c 

工ヱ N         TXN( テレビ東京 ) 系であ る場合 1 をとる グ ミ一変数 ( ① ) 

・分析にあ たっての変数選定条件 

(a) 各変数のうち、 データが欠損している 場合は除外した。 

ただし、 営業収益 ( ① ) 、 営業利益 ( ① ) 、 経常利益 ( ① ) 、 都道府県の総世帯数 ( ⑥、 ⑧ ) 、 地上波放送局 

数 ( ① ) 、 県内総生産 ( ⑤、 ⑧ ) 、 「自社制作」番組の 放送時間 ( ① ) 、 総放送時間 ( ① ) 、 開局 年 ( ① ) 、 有形 固 

定 資産額 ( ① ) 、 TXN 系列か否か ( ① ) については、 完全なデータを 得ることが出来た。 

従って欠損の 可能性があ るデータ は 、 放送事業売上高のサービス 構成比率 ( ② ) および年間平均視聴率 

( ④ ) のいずれかであ る。 サービス構成比率については、 未 記入または合計が 100 を越える事業者にっ 

い て除外している。 視聴率データについては 以下を参照。 

(b) タ ロスネ、 ット 局については 分析対象から 除外した。 
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具体的には、 福井放送㎝ NN&NNN) 、 テレビ宮崎 (NNN&FNN&ANN) 、 テレビ大分 (NNN&FNN) 

の 3 局を指す。 なお、 前 2 社は視聴率の 版権 を局側が所有しているため、 視聴率データを 用いた分析 

はいずれにせよできない。 

  視聴率 ヂ一タが 得られなかった 放送局 

①独立 U 局 

とちぎテレビ、 群馬テレビ、 テレビ埼玉、 千葉テレビ、 テレビ神奈川、 東京メトロポリタン、 岐阜放 

送、 三重テレビ放送㈱、 びわ湖放送㈱、 ㈱京都放送、 ㈱サンテレビジョン、 奈良テレビ放送㈱、 ㈱ テ 

レビ和歌山 

②視聴率の版権 を放送局側が 所有している 場合 

福井放送・福井テレビジョン、 山梨放送、 テレビ山梨、 四国放送㈱、 ㈱サガテレビ、 ㈱宮崎放送、 

㈱テレビ宮崎 

③過去データの 不足 (2000 年 2 月以降のみ存在 ) 

㈱高知放送、 ㈱テレビ高知、 高知さんさんテレビ㈱ 

  東京圏除外、 三大都市圏除覚の 場合にデータから 除いた放送局 

①東京圏除外の 場合 

日本テレビ、 東京放送、 フジテレビ、 テレビ朝日、 テレビ東京 

②三大都市圏除覚の 場合 

①に加え、 中京テレビ、 中部日本放送、 東海テレビ、 名古屋テレピ、 テレビ愛知、 よみ ぅり テレピ、 

毎日放送、 関西テレビ、 朝日放送、 テレビ大阪 

  市場での放送局数について 

分析した期間中に㈱ 栃木テレビが 開局した (1999 年 ) 。 この時、 開局年の前年の 放送局 歎き 、 現状より 

f 減少させる処理を 行った。 

  放送局の損益計算書について 

放送局の多くは 上場されておらず、 r 日本民間放送年間』掲載のやや 粗い区分を用 い ざるを得ない。 しか 

し数社 ( 東京放送、 フジテレビ等 ) は上場しており、 有価証券報告書の 提出が義務づけられている。 両社 

の 損益計算書における 大区分は以下の 通り。 

東京放送 1, 事業収入、 1, 事業費、 Ⅲ，販売 費 、 Ⅳ ， 一般管理費、 V 、 営業覚収益、 Ⅵ，営業覚費用、 

Ⅶ，特別利益、 Ⅷ，特別 T 失 

フジテレビ 1, 売上高、 n, 売上原価、 Ⅲ，販売 費 および一般管理費、 W, 営業覚収益、 V, 営業覚賓 

用 、 W, 特別利益、 Ⅶ，特別損失 

通常企業の場合と 違い特徴的なのは 1 およびⅡであ る。 地上波放送局の 場合「放送事業収入」が 主たる 

収益の柱になっているが、 東京放送では「事業収入」として、 フジテレビでは「売上高」として 記載され 

ている。 F 日本民間放送年間コ 0 表記でほ各社とも「売上高」が 記載されておらず「営業収益」に 統一され 

ており、 放送事業収入も 当該項目に記載されていると 考えられる。 

また東京放送のⅡには「ネット ヮ 一タ 費 」が計上されている。 分配に関する 内訳は不明だが、 いずれに 

しても加盟ネットワークに 関する経費は 営業利益に反映されていることが 分かる。 
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第 4 章 米国放送産業の 規制と競争環境 

4. 1  はじめに 

本章でほ、 近年産業構造の 変化が著しく、 それに伴い規制政策も 大きく変動している 米 

国 について、 その特徴と含意の 検討を行 う 。 米国の放送産業は 日本と異なり 公共放送の占 

める地位が低いため、 むしろ BBC のような公共放送が 大きな役割を 担っている英国の 状況 

との比較が適切との 考え方もあ りうる。 しかし、 商業放送が中心的役割を 担っており、 衛 

里やケーブルなどの 有料放送制度を 検討するにあ たって地上波の 再送信義務が 大きな論点 

となること、 日本の通信政策が 米国の考え方にきわめて 大きな影響を 受けてきたこと、 等 

から、 ヂ ジタル 化 ・伝送メディアの 多様化が放送の 産業構造及び 政策に対して 与えるイン 

パタ ト について検討の 足掛かりをつかむために 重要な事例となることは 疑いがない。 また、 

第 5 、 6 章で検討する 有料放送を含む 需要側の分析を 行 う 上でも、 有意義であ ると考え ろ 

れる。 

4. 2  米国の放送市場および 政策の現状 

米国の放送政策は、 市場の競争原理に 委ねる事を原則としている 点が大きな特徴であ る。 

「放送の自由」 ほ 事業者の「営業の 自由」であ り、 放送政策についても、 公正な競争環境 

を保つよさに 配慮することで、 支配的な放送事業者に 過度の集中がおこらないように 競争 

条件をコントロールしてきたと 言える。 放送分野の規制の 体系は。 内容規制、 行動規制、 

構造規制に分けることができるが、 中心的な領域は、 1980 年代以降、 内容規制から 行動規 

制、 さらには構造規制へと 重点を移してきている。 

4. 2. 1  内容規制 

内容規制についてほ、 バランスのとれた 番組編成を行わせること、 公共番組、 ローカル 

番組、 子供番組などに 関する規制を 加えることを 目的として規制が 実施されてきたが 43 、 競 

争 政策との関係で 重要な規制改革が。 「公平原則 ( フェアネス・ドクトリン ) 」の廃止であ 

る。 「公平原則」 ほ 、 1949 年に制定され、 放送局に政治的公平を 義務付けてきたが、 1987 

年にケーブルテレビの 普及等の多チヤンネル 化の進展とともに、 放送局に対して「公平性」 

を規制として 課すことを破棄することに 至った 44 。 

43 1960 年「番組政策に 関する声明」や 1970 年の番組数量規制など 

44 フェアネス・ドクトリンの 撤廃後は 、 「メヂ ノ ア・ウォッチ ドソタ 」など 卜 Ⅳ 0 の市民運動により、 恒常 
的にメディアを 監視が行われている。 
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4. 2. 2  行動規制 

行動規制に関しては「フィンシン・ルール 45 」と「プライムアタセス・ルール」が 挙げら 

れる。 「フィンシン・ルール」は、 テレビ番組市場における 3 大ネットワークの 独占的影響 

力 を抑制し、 テレビ番組の 供給に多様性と 競争を導入すること、 ローカルテレビ 局や視聴 

者 利益保護のためにテレビ 番組のシンジケーション 市場を振興させることを 目的として、 

1970 年に FCC により策定された。 この規制は「フィナンシャル・インタレスト・ルール 

( 番組への出資・ 所有の禁止 ) 」と「シンジケーション・ルール ( 番組販売の禁止 ) 」から 

構成される。 

「ファイナンシャル ，インタレスト・ルール」は、 ネットワータが 番組制作事業者の 制 

伸 する番組の所有権 を取得することを 禁止したものであ る。 この規制により、 ネ、 ッ トワー 

クは 外部の制作事業者の 制作する番組の 所有権 を主張できなくなり、 放送権 を購入するこ 

とができるのみとなった。 この結果、 ハリウッドに 代表される制作とネットワータの 力 関 

係は拮抗することになった。 一方、 「シンジケーション・ルール」は・ネットワータ 自身が 

米国内のシンジケーション 市場で番組販売を 行うこと、 ネ、 ッ トワータで放送されていない 

番組を販売して 利益を獲得することを 禁止した。 これにより、 ネットワータは 番組の販売 

権 を有している 場合でも、 実際の販売はシンジケータ 一に委託することが 義務づけられる 

ことになった。 

「プライムタイムアクセス・ルール」は、 1970 年に FCC 策定された。 具体的には、 全 

氷上位 50 市場における 3 大キットワークの 直営局及び加盟 局 に対して、 プライムタイムの 

4 時間 46 のうち、 Ⅰ時間はネットワーク 及びオフネットワータ 番組以覚の放送を 行うことを 

義務付けるものであ った。 視聴者数が最も 多いプライムタイムに、 ネットワータ 系列以覚 

0 番組及びローカル 番組を導入し、 番組の多様化を 図るとともに、 ネットワータの 支配 カ 

に 制限を設ける 狙いがあ ったが、 ローカル局の 制作能力に限界もあ り、 シンジケーション 

市場からの番組調達を 増加させる結果となった。 

「フィンシン・ルール」「プライムタイムアタセス・ルール」のいずれも、 一部修正を経 

ながらも、 それぞれ 1995 年、 1996 年にいずれも 廃止されることになるが、 「ファイナンシ 

ャル ・インタレスト・ルール」が、 ネットワークの 番組の所有権 を禁じることで、 番組制 

作 と放送の分離 ( ハードとソフトの 分離 ) をもたらし、 「シンジケーション・ルール」が 、 

コンテンツ産業の 取引・流通市場の 形成する一方で、 「プライムタイムアクセス・ルール」 

が シンジケーションにおける 番組取引を活性化することで、 既存の ネ、 ッ トワーク中心とし 

た 流通構造を変革し、 ハリウッドなど 制作会社の供給 力 を大きく伸長させることになった。 
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4, 2, 3  所有規制の経緯 

米国の放送サービスの 供給システムは、 ネットワータという 巨大な番組供給組織と、 そ 

の 流通組織からなっている。 ネット ヮ 一タ局が持つローカル 局は大きく分けて 2 種類から 

なる。 0&O  (Own&operation) と呼ばれる直営 局群と、 他の会社が経営しているか 系列 

局 として番組供給を 受けているローカル 局 群からなる。 

このため、 米国の放送局の 構造規制についてほ、 ローカルレベルの 所有規制として「 同 

一 地域内の複数局所有規制」と 放送と新聞、 放送とケーブルシステム 間などの「 タ ロス 所 

有 規制」が存在し、 ナショナルレベルの 所有規制として「全国所有規制」と「複数ネット 

ワーク所有規制」が 存在する。 

4, 2. 3. 1  複数 局 規制 

同一地域内 47 の複数 局 保有規制については、 1940 年前半から、 テレビ局、 ラジオ局に関 

して、 1 っ 0 市場で所有できる 局 数に制約が存在した。 具体的には、 同一サービス 地域内 

での同種メディアの 複数所有は禁止されており、 同一地域内でのひとつの 放送局が保有で 

きるのは、 AM 居 、 FM 局 、 テレビ局の 3 局までであ った。 

しかし、 ラジオ局の同一地域内複数局所有については、 1992 年 48 及び 1996 年 49r こそれぞ 

れ 規模に応じて 規制緩和が行われた。 また，テレビ 放送局の同一地域内複数局所有に 関し 

ても、 1996 年の電気通信法改正時に 見直しが決定され、 1999 年に条件付で 認められること 

になった。 条件とほ 、 一つの市場に 互いに独立したテレビ 局が 8 局以上存在すること、 及 

び 、 当該市場における 視聴率シェアの 上位 4 位以内に両局が 入っていないことであ る。 

3 4 2 2  クロス所有規制 

FCC は、 1970 年に 1 事業者が 1 っ 0 市場でテレビ、 ラジオ、 ケーブルシステムを 相互に 

保有することを 禁止する規則を 定めてきた。 1975 年には、 テレビ・ラジオを 含む放送局と 

新聞社を 1 事業社が 1 っ 0 市場で相互に 保有することを 禁止している 50 。 

ただし、 テレビ局とラジオ 局の相互所有禁止には 適用除覚が規定されており、 テレビの 

上位 25 社の市場ではテレビ 局とラジオ局の 相互所有禁止の 適用除覚が認められてきた。 ま 

た 、 1996 年電気通信法の 改正時に、 この適用除覚はテレビ 市場上位 50 位までの市場に 拡 

太され、 FCC が「公共の利益」に 資すると認めた 場合に相互所有が 認められるよ う になっ 

47 市場画定にあ たっては、 ラジオではアービトロン 社 設定した地域区分が、 テレビではニールセン 社が視 

聴率調査のために 設定した地域区分 DMA(desig.nedMarketArea) が用いられている。 

48 具体的には、 同一地域内でラジオ 局が、 15 局未満の地域では 視聴率が 50% を超えない範囲で 3 局まで、 

② 15 局～ 29 局の地域ではど う 25% 未満を条件に AM 局と FM2 局まで、 ③ 30 ～ 39 局の地域では 同条件で 

AM3 局と FM2 局まで、 ④ 40 局以上の地域では AM3 局と FM3 局までとなった。 

49 14 局以下で 5 局、 15 ～ 29 局で 6 局まで、 30 ～ 44 局で 7 局まで、 45 局以上で 8 局までとなった 

50 ただし制定以前からの 相互所有については 適用を除覚されている。 
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テレビとケーブルシステムの 相互所有に関して、 ネットワークとケーブルシステムの 相 

五所有に関しては、 1992 年に相互所有が 条件付で緩和され 51 、 1996 年通信 法 では基本的に 
相互所有が認められることになった。 一方、 テレビ局とケーブルシステムの 相互所有に関 
しては、 1984 年「ケーブル 通信政策 法 」によって改めて 禁止されることになる 52 。 しかし、 

1996 年通信 法 で、 テレビ局とケーブルネ 、 ッ トワータの相互所有の 許可 は FCC の裁量に委 
ねられることになった。 

4, 2, 3. 3  全国所有規制 

全国所有規制に 関しては、 1940 年代前半にラジオとテレビに 関して導入され、 1954 年収 
降は ラジオ局、 テレビ局ともにそれぞれ 7 局までの上限設定がされてきた。 1985 年に ラジ 

オ局 、 テレビ局の所有規制は 1 系列で直接保有可能な 0&0 局の数を AM 、 FM 、 テレビ局 

について最大 12 局、 合計 36 局に緩和され 53 、 1996 年の通信法改正により、 放送局 数 制限 

は 撤廃され、 エリアの総人口が 全米テレビ保有世帯の 35% 以内のシーリング 内であ れば 合 
法 となった。 

4. 2. 4  所有規制緩和の 動向 
これら放送の 所有規制については、 更なる規制内容の 検討が行われている。 以下、 各所 

有 規制に関する 検討内容について 整理を行 う 。 

4. 2. 4. 1  複数局所有規制の 動向 
テレビ局の複数所有について、 コロンビア特別 E 控訴裁判所で、 1 つの市場で複数局所有 

を 認める条件となる「 8 局以上テレビ 局が存在しなければならない」という 点に関して、 FCC 

0 条件が根拠を 欠いていると 判断を示し、 再検討が命令された。 理由は競争の 促進と多様 

性の確保であ るが、 テレビ以覚のインターネットやケーブルテレビなどのメディアは カウ 
ント されておらず、 それらを言論市場における 代替物と認めない 理由を正当化できないた 
めであ るとしている。 

s1 ネットワークが 所有するケーブルシステム 加入世帯合計が 全米加入接続可能世帯数の 10% 以下であ る 

こと、 1 システムの加入世帯数がその 都市の加入接続可能世帯数の 50% 以下であ ることが条件であ った。 
ただし、 同一地域でのテレビ 局とケーブルシステムの 相互所有は禁止されているため、 直営局を所有して 

い る都市ではケーブルシステムを 所有できない。 

521984 年「ケーブル 通信政策 法 」では、 放送局や電気通信事業者がケーブルテレビ 局を兼営することを 

禁止 ( 新聞社とケーブルテレビ 局は可能 ) 。 

53 ただしサービスエリア 内の受信保有世帯数が 12 局合計で全国の 25% を超えることが 出来ないシーリン 

グが 設けられていた。 
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また、 ラジオ局の複数所有については、 2001 年規制制定案公示にて、 市場画定方法や 集 

中度、 参入障壁、 合併に よ る経済効率などに 関する意見の 募集が行われ、 再検討が進めら 

れている。 

4. 2. 4. 2  クロス所有規制の 動向 

2001 年に放送と新聞の 相互所有規制を 緩和する姿勢を 示し、 テレビと新聞社、 ラジオ と 

新聞社の相互所有を 禁止したクロス 所有規制に関して 再検討が実施された。 合併・買収に 

よるメディア 集約化の中で、 経営体質改善に 向けたコスト 削減や競争力向上のニュースソ 

ースの有効活用や タ ロス・プロモーションが 不可欠となりつつあ る事業者からの 要請が影 

饗 したと言われる。 

テレビ局とケーブルシステムの 相互所有規制に 関しては、 2002 年にコロンビア 特別区 控 

訴 裁判所が規制撤廃を 命じている。 ただし、 ケーブルシステム 事業とテレビ 局事業を統合 

することにより 効率的な広告販売は 可能になるが、 各市場でのケーブルシステム 事業の独 

古状、 況が強まることも 懸念されている。 

4. 2. 4, 3  全国所有規制の 動向 

全国所有規制については、 2002 年コロンビア 特別区控訴裁判所は 全米テレビ視聴可能 世 
常数 0 35% までとする FCC 規定に関して 根拠が明示されていないと 再検討命令を 出して 

いる。 また、 4 大ネットワークの 視聴到達率は 既に実質的にほ 35% を超えているケースも 

あ り、 規制の形骸化の 批判もあ る 54 。 しかし、 35% ルールが撤廃されると、 中小のテレビ 放 

送 事業者にとって 競争環境が一層厳しくなることが 見込まれるため、 業界団体では 規制緩 

私 に反対の立場を 表明している。 

4, 2. 4. 4  .2 つのネットワータ 規制の動向 

1996 年以前に成立したテレビ・ネットワークを 二 つ 以上所有することを 禁止してきたが、 

2001 年にこの所有規制は 緩和され、 1995 年に成立したキットワークであ るワーナーブラザ 

一ズ もしくはユナイテッドパラマウントを 4 大ネットワークが 買収することを 認める決定 

を行った。 主な理由としては、 ① 6 人ネットワータの 視聴シェアは 71%(1996 年 ) から 58% 

(2000 年 ) に低下している 一方。 ケーブルテレビ、 DBS の伸長により 84% の世帯で多チ 
ャンネルサービスの 視聴が可能になっており、 十分な競争と 消費者選択が 行われる環境に 

あ る、 ②従って 4 大ネットワークが UPN や W 笘を傘下に収めてもローカル 市場での多様 

54W 皿局が カバーエリアの 実 総人口を計上しなくてはならないのに 対して、 UHF 局は実人口の 半分をカ 

ウントすれば 良い (UHF は電波障害に 弱いという技術的理由からとられた 措置 ) 。 しかし都市住人のほと 

んどがケープルテレビを 通じて視聴しているため、 UHF 局を直営にすることで、 電波の違いによる 到達人 

数に差はほとんどなく、 このため 35% ルールをクリアして 実質 70% 近い視聴者を 直営局の支配下に 置くこ 

とが可能となっている。 
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性は確保される、 ③買収を禁止することでネットワークが 経営難に陥り、 その結果ネット 

ワータ数が減少してしまう 懸念があ る、 といった点を 挙げている。 

4. 3  メディア産業における 市場状況 

以上、 放送の所有規制については、 いずれのタイプの 所有規制に関しても 基本的には 緩 

和の方向にあ った。 このような所有規制の 緩和を受けて、 1990 年代以降ケーブルテレビ や 

衛星放送などの 新規メディア 及びコンテンツ 事業者を中心として、 合併・買収による 資本 

再編が進展する。 特徴としては、 コンテンツ事業者を 基点とした制作一流通の 垂直統合と、 

規模及び範囲の 経済を求めたメディア 間での水平統合の 2 つの方向性が 挙げられる。 

4. 3. ]  垂直統合 

垂直統合型の 主なパターンとしては、 地上波テレビ 放送ネット ヮ 一タ や ケーブルテレビ 

における制作一流通の 統合が挙げられる。 ディズ ニ 一社による ABC の買収 (1995 年 ) 、 バ 

イアコム社による CBS の買収 (1999 年 ) 、 ワーナーブラザーズ、 ユナイテッドパラマウン 

トによる地上波テレビ 放送ネットワータの 成立 (1999 年 ) 、 タイムワーナ 一による TBS55 の 

買収 (1995 年 ) などが挙げられる。 制作一流通の 統合は 、 メヂノ アの多様化が 進展した結 

果、 流通部門にとっては 魅力のあ るコンテンツの 確保することが、 制作部門にとっては 自 

社 コンテンツをいかに 効率的に流通させるかが 重要な課題となったためであ る。 

ただし、 このような制作一流通の 垂直統合については。 コンテンツの 制作と流通部門の 

結びっきが強くなり、 視聴者 ( 利用者 ) の選択の幅が 狭められるのではないかという 懸念 

がもたれている。 またメディア・コンバロマリット 化に伴い、 中間財としてのコンテンツ 

取引において、 排他的取引など 不適切な取引が 行われるかという 問題が生じる 懸念があ る。 

4. 3. 2  水平統合 

一方、 水平統合としてほ、 ケーブルテレビや 衛星放送市場における 資本集中、 通信事業 

者 と放送事業者のメディア 問 統合などが挙げられる。 

り 4 。 2. 1  衛星放送市場におげる 資本集中 
衛星放送市場における 水平統合の例としては、 エコスター とヂインタ TV の合併問題が 挙 

げられる。 衛星放送市場は、 2000 年時点で、 エコスター と ディレ タ W  の 2 社による寡占 

市場であ った。 しかし 2001 年には両者間の 合併が発表され、 衛星放送事業者は 1 社となる 

可能性が生じた。 衛星放送市場に 限定した場合、 両社の合併により 市場はほぼ独占となる 

55 TBS は CNNTNT などの人気番組を 持つケーブルネット ヮ 一タ会社。 尚 、 この買収では 連邦取引委員 

会よって 、 反トラスト法の 観点からひくつかの 条件がつけられることになった。 
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が甜 CC はケーブルテレビ 市場における 水平的規制の 市場画定方法として 五仏 卍 D 市場にお 

ける占有率を 採用してきたため、 衛星放送についても 同基準を分母とするかが 問題となっ 

た ( 同基準では エ コスター とヂインタ TV の合併後のシェアは 約 20% となるため、 市場 集 

中度は大幅に 低下するため ) 。 しかしながら 結局、 FCC は両者の合併を 否認することになる。 

その理由として、 ①合併による 便益の実現性が 実証的な根拠を 欠いている、 ②地方部在住 

の 消費者の被る 不利益、 ③参入障壁の 高い衛星放送市場の 独占が招く競争阻害、 などを挙 

げている。 審査においては、 市場画定による 構造分析よりもむしろ 合併後の効果分析に 重 

点が置かれた。 

4. 3. 2. 2  異なる メ デイア間での 統合 

異なる メヂノ ア間での統合 何 としては、 AT&T によるテレポート 買収 (1998 年 ) 、 TCI 

買収 (1999  年 ) 、 メディアワン 買 Hx  (2000 年 ) 、 コムキャストとの 合併 (2002 年 )  など、 

通信事業者であ る AT&T によるケーブルテレビ 事業への進出が 挙げられる。 

AT&T の買収は、 垂直統合と水平統合の 2 つの側面を有している。 地域通信網を 獲得す 

るという点とケーブルシステム 事業やコンテンツ 制作部門を傘下に 収めたという 点では垂 

直統合であ る。 一方、 ケーブルシステムを 拡大させ規模の 経済を確保しょうとした 点で 7K 

平 統合を志向していたと 整理できる。 

4. 4  歩チヤンネルサーピス 市場における 競争 

多チャンネル 映像配信市場に 関して、 FCC は多チャンネル 映像配信事業者による 規模や 

、 ンエ アの把握を行っている。 多 チヤンネル映像配信市場における 各 プラット フ オームの シ 

エ アを見ると、 ケーブルテレビ (78.11%) と DBS (18.2%) でほとんどのシェアが 占めら 

れている。 FCC は DBS の伸長をケーブルテレビからの 乗換え契約者と 新規契約者の 増加に 

よるものと分析しており、 今後ケーブルテレビと DBS の間で競争が 活発になることを 期待 
している。 

他方、 ケーブルテレビと 衛星放送市場の 競争が期待できないという 意見もあ る。 理由は 

①両者 は 地理的に住み 分けている傾向が 強い 

②衛星放送が 狙 う ターゲットは 相対的に高所得者であ り、 ターゲットとする 顧客層が一致 
しない 

③衛星・ケーブルの 雨 サービスで提供されているエリアにおいては、 ケーブル普及率が 

85% を超えておりケーブルテレビが 極めて優位であ る 

などが指摘されている。 多チャンネル 映像配信市場については、 プラットフォーム 間の競 

争 が進展している 反面、 大手事業者への 集中も進展している。 1998 年以降トップ 一社の占 

めるシェアは 低下しているが、 複数のケーブルテレビを 包括的に運営する MSO (Mu Ⅲ ple 

Systemoperat0r) による買収が 進み、 上位 10 社の MS0 加入者の占めるシェアは、 1989 
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年 41.5% だったのに対して、 1999 年には 83.1% まで高まっている。 

4. 5  ケープルテレピに 対する規制 

このように五仏Ⅲ D 市場で支配的な 地位を高めるケーブルテレビに 対して、 1992 年「 ケ 

一 ブルテレビ消費者保護及び 競争法」が規定され、 規制を強化するなどの 方向転換が行わ 

れた 56. 

「ケーブルテレビ 消費者保護及び 競争法」では、 FCC l こ 対して、 ケーブルテレビの 基本 

料金の規制権 限を与えると 同時に 、 ①ケーブル事業者と 資本関係にあ る番組提供事業者が 

そのケーブルシステムで 提供できる比率を 制限 ( 垂直的規制 ) するとともに、 ②ケーブル 

テレビ事業者が 到達できる加入者数の 上限を制限する ( 水平的規制 ) ことを規定し、 FCC 

に具体的な規制を 定める権 限を与えている。 これに従 い 、 1993 年に FCC は、 垂直的規制 

としてケーブル 事業者の全番組の 40% 、 水平的規制として 全国市場の 30% にそれぞれ制限 

する規制を設けている。 ただし、 FCC 規則については、 2001 年コロンビア 地区連邦控訴審 

がいずれも根拠にかけるとして 無効との判断を 示している。 これを受け、 FCC は規制のあ 

り 方について再検討すると 同時に意見を 求めている。 

また、 多 チヤンネル映像配信市場における 競争と多様性を 促進する目白りから、 1992 年に 

ケーブルテレビ 消費者保護法および 競争法では「プロバラム・アクセス・ルール」が 定め 

られている。 この規則は、 ケーブル事業者とその 系列のケーブル 番組供給事業者との 間で 

排他的契約を 結ぶことを禁止し、 ケーブルテレビ 向け番組供給会社について、 ワ イアレス・ 

ケーブルとも 呼ばれる 多 チャン ネ、 ル 映像配信事業者㎝ 爪甲 D : MultiChanmiel Wdeo 

Programming  Dist 「 ibutors) 、 直接衛星放送事業者 (DBS:DirectBroadcastSatellite) と 

いった競合する「映像ソフト 流通業者」にも 公平に番組供給する 義務を課した。 これによ 

り、 ケーブルテレビ 事業者が系列化の 番組提供事業者に 対し影響力を 及ぼして競合事業者 

に 不利な条件を 与えることを 禁じるとともに、 ケーブル番組提供事業者が 非系列の競合事 

業者に対して 差別的な取引を 行 う ことを禁じている 57 。 

このケーブルテレビに 関する規制が 消費者や経済厚生に 与えた影響に 関する経済分析は 、 

文字通り無数に 存在する。 本章の主要な 目的は米国の 実際の規制政策を 概観することであ 

るため、 ここでは各分析内容の 詳細には立ち 入らず、 書籍という形態でまとまった 資料を 

提供してくれる Johnson  (1994) 、 Crandall  and  Furchtgott.Roth  (1996) 、 Hazlett  and 

Spitzer(1997) 等を挙げるにとどめる。 包括的な印象では、 規制緩和の効果を 認める分析が 

多よ う にも思えるが、 

・規制緩和後のケーブル 料金上昇は、 パッケージサイズ (= チャンネル数 ) の増加や番組制作 

06 1992 年「ケーブルテレビ 消費者保護及び 競争法は 992 年ケーブル 法 ) 」についてほ 後述。 

57 r プロバラム・アクセス・ルール」は 2002 年で期限が切れる 予定であ ったが、 5 年間の延長が FCC に 

より決定された。 
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費 支出の増加 (= 質的向上 ) などを伴っており、 単純な評価は 危険であ る。 

  放送事業者間の 競争が有効に 機能している 地域とそうでない 地域があ り、 競争が機能し 

ていない地域では、 規制緩和が必ずしも 良好な結果をもたらしていない。 

等 示唆的な論点、 も多く、 今後の日本における 規制政策の設計においても 参考となるだろう。 

4. 6  メディア産業を 巡る動向からの 示唆一市場環境、 規制・競争政策の 変化 一 

米国のメディア・コンテンツ 産業政策においては。 競争促進による 経済厚生の向上と 多 

様 性の確保という 二つの柱が存在してきたが、 技術革新によるメディアの 多様性の進展に 

伴 い 、 政策課題としての「多様性の 確保」から「競争による 経済厚生の向上」に 重点がシ 

フトしてきた。 これによって、 ネットワークを 中心とした既存の 放送サービスの 供給構造 

から、 新規 メヂノ アを含めた多数の 放送メディアによるサービス 供給体制が実現すること 

になった。 そして、 この変化は、 異種メディア 問 、 既存及び新規の 放送サービス 間での メ 

ヂィア 事業者の垂直・ 水平統合やコングロマリット 化など事業者の 融合を通じて 具現化し 

てきた。 この変化の背景には、 情報の流通経路が 多様化 ( メディアの多様化 ) に対して、 

良質なコンテンツやラスト・ワン ，マイルの獲得によって 優位性を確保しようとする 競争 

上の戦略と、 加入者増加による 規模の経済及びメディア 統合による範囲の 経済を追求する 

費用上の戦略が 存在する。 

一方このような 産業構造の変化に 対し、 新たな問題が 生じている。 以下では、 放送政策 

が 新たに生じている 論点について 整理する。 

4, 6. 1  事前規制。 事後規制について 

マスメディア 集中排除政策として 広範にわたり 行われてきた 所有規制についてほ 、 メヂ 

ノ アの多様化に 加え、 所有規制の基準の 悉 意 性や根拠不足に 対して司法から 厳しい批判を 

受けている。 特に、 マスメ ヂノ ア規制における「到達視聴世帯シェア」や「多様性概俳」 

といった基準に 対して、 具体的基準と 根拠を明確に 説明することが 要請されている。 数値 

設定等については、 一層厳密な根拠や 証拠に基づいた 規則を定めることが 要請されている。 

一方、 事後規制についても、 案件の増大と 案件自体の複雑性や 専門性が高まっている。 

特に合併審査等の 実施・運営については、 これまで以上に 高度な専門化された 案件に関し 

て 、 迅速な調査・ 分析が必要となっている。 

4. 6. 2  サービス区分の 再検討と市場画定 

「情報サービス」という 分類によるブロードバンド 市場や「多チャンネル 映像配信 サ一 

ビス」という 分類による A 爪 Ⅳ D 市場など、 事業者を対象とした 区分ではなくサービスを 対 
象とした区分による 分析枠組みが 形成され、 業界を超えた 事業者間連携に 対応し ぅる 柔軟 

性を備え、 既存及び新規の 技術による多様なサービスを 視野に入れた 市場画定が実施され 

46 



ている。 より広 い 視野からの市場画定は、 商品市場、 地理的市場の 両側面における 代替性 

や需給の交差弾力性などに 関する詳細な 検証を必要とするが、 融合に伴 う 産業構造変化に 

対応した競争政策にとって 欠かせない要素となっている。 

4. 6. 3  ネ、 ツ トワーク競争の 変化 

これまでは不可欠設備理論に 基づき、 規制による一律のオープン 化が義務付けられ ネ、 ッ 

トワークの開放が 試みられてきた。 しかし、 オープンアクセス 政策に関しては、 競争促進 

による効果と 事業者のインセンティブ 低下や新規産業の 成長鈍化とのトレードオフ 問題が 

あ る。 また、 オープンアクセス 政策で、 一定程度の地域通信網の 開放が進んだが、 単一プ 

ラットフォーム 内における競争の 限界も露呈してしまった 感があ る。 

このような限界に 対して、 五 仏 Ⅲ D 市場でケーブルテレビと 衛星放送の競争の 進展報告に 
見られるように、 近年では FCC は複数プラット フ オーム間の競争を 重視している。 プラッ 
トフォーム 開 競争の促進により、 新旧事業者という 狭 い 競争環境から、 異業種間の広い 競 

争環境の整備 ヘ シフトすることで、 複数プラットフォーム 間で施設べ ー スの競争が促進さ 

れることで、 ネットワークのボトルネック 性についても 解消することが 期待されている。 

4. 6. 4  コンテンツ・アクセス 

産業のコングロマリット 的な色彩が強まる 中で、 1 つの事業体もしくはグループの 中で多 

様なビジネスモデルが 成立することが 可能になった 結果、 コンテンツの 囲い込みやこれに 

伴 う 多様性の低下などの 懸念が生じている。 特に、 プラットフォーム 開 競争へのシフトに 

伴い、 競合するプラットフォームに 対する比較優位を 保っ手段として、 コンテンツの 囲い 

込みは有効な 手段となる。 

ケーブル放送におけるプロバラム・アクセス・ルールや 地上波ネットワークの 番組配信 

に関するケーブル 放送と衛星放送の 条件整備など、 既に問題が顕在化している。 ただし、 

コンテンツ・アクセスに 関する事前規制については、 地上波キットワータで は 既に撤廃さ 

ね 、 ケーブルテレビでも 裁判所から見直しが 要式されるなど、 縮小傾向にあ り、 コンテン 

、 ソ 流通の妨げとなる 競争阻害要因や 反競争的行為の 有無に関しては、 個別ケースに 基づく 

判断・判例の 蓄積が進められ、 コンテンツ・アクセス 環境が整備されてゆくことが 期待さ 

れている。 

ただし、 コングロマリット 化による資本集中に 伴い、 コンテンツの 著作権 を保有する事 

業者とそうではない 事業者の競争環境の 悪化や産業会の 意向を偏重する 結果、 公共の利益 

保護の観点が 欠落する可能性もあ る。 特に著作権 の場合、 産業界利益が 重視され、 公共利 

益が軽視された 場合に、 不利益が可視化されにくいという 問題もあ る。 事業者間取引にお 

ける著作権 コストが最終的に 消費者に転嫁されても 実態を把握することは 困難であ る。 こ 

れは長期的視点からは 産業成長の機会損失にもなりかれない。 
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4. 6, 5  情報通信の中での 放送サービスの 位置付け 

規制緩和双の 放送メディアは、 稀少な電波資源を 利用して産業が 可能な支配力 め 強い映 

像 メディアであ ったが、 多チャンネル 化。 マルチメ ヂノ ア化の中で、 地上波テレビの 地位 

は 相対的に低下した。 しかし多チャンネル 化は受け手側の 受容能力の多寡 ( 情報ニーズ、 

支払能力やメディア 接触可能時間 ) に依存するため、 多チャンネルの 恩恵を享受できる 市 

民と 享受できない 市民との格差が 生じてくる。 このため、 地上波放送 は ，シビルミニマム " と 

しての性格、 " ユニバーサルサービス " としての性格を 強めることになる。 

米国の情報スーパーハイウェイ (NII :NationalInformationIn 血 astructure) では、 規 

制緩和による 産業の集約化 ( 寡占化 ) による規模・ 範囲の効果の 追求による国際的優位性 

の 確保を行うために、 支配的な事業者に 力を集申し、 一方でこれら 政府の一定の 関与も高 

めるという方針が 採用されている。 放送概念の再構築についても「公的資金」で 担保して 

ゆくのではなく、 競争の中で実現してゆくために、 地上波放送局の 経営基盤を再構築して 

ゆくことが、 米国の放送政策の 基本潮流となっている。 

通信と放送が 融合する境界領域が 登場しても、 通信や放送の 固有の領域 は 残る可能性は 

高い。 とくに地上波無線放送のメリットは 伝送コストの 安さ、 カバーエリアの 広さ、 アタ 

セス回線の工事が 不要で端末の 購入のみで受信可能などといった 利点があ る。 この意味で 

( 地上波 ) 放送は、 最低限度のマルチメディアサービスとして、 ユニバーサルサービスを 

確保する役割が 期待されている。 このように、 急速に進展するマルチメ ヂノ ア化の中で、 

放送の持っ公共性はその 意味を大きく 変化させている。 すな む ち、 放送の役割はジャー ナ 

リズムの主体としての 役割から、 デジタル化した 情報の流通・ 提供手段として、 基礎的な 

役割を担 う 可能性が高い。 

4, 7  第 4 章のまとめ 

垂直・水平統合的な 事業展開に対して、 米国では絶えず 非競争的行為に 関する問題点が 

議論されてきたが、 通信と放送の 融合やデジタル 化など技術革新の 著しい状況で、 統合の 

様態は多岐にわたるため、 一律の枠組みで 評価するのは 困難となっている。 米国の放送政 

策は、 メディア・ジャイアンツなどのコンバロマリット 化が進展する 中で、 適切な競争 環 

境を維持することで、 放送サービスの 多様性と集約化・ 統合化及び競争の 経済厚生上の メ 

@ 」 ット を同時に享受してゆこうとする 点にあ る。 競争環境のコントロールに 失敗すれば、 

巨大な社会的影響力を 持つメディア 独占を許すことになり、 経済厚生上のロス 以上の大き 

な損失を生じさせかれない。 この意味で米国の 放送政策運営は、 これまで以上に 高い技術 

に 基づく的確な 政策運営が要請される 事になる。 

冒頭でも述べたとおり、 今後、 我が国も米国と 同様の道を歩むのかという 点についてほ 

議論百出であ ろう。 しかし、 デジタル化と 多メディア化の 果実を産業的に 享受するための 

取り組みとして、 米国の試行錯誤の 歴史は大いに 参考となるのではないかと 思われる。 
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第 5 章 有料放送への 加入要因分析 

5.  1  はじめに 

第 2 章でも指摘したよ う に、 現在の日本においては 地上波広告放送が 最も基幹的な メヂ 

ノ アではあ るが、 放送事業者数は 年々増加してきており、 BS デジタル放送 ( 平成 12 年 ) や 東 

経 110 度 CS デジタル放送 ( 平成 14 年 ) など新しい放送サービスの 開始により、 多 チャン ネ 

ル 化が進展している 58 。 もともと地上波放送の 難視聴を解消するための 補完的メディア とし 

て 開始されたケーブルテレビも、 近年では、 衛星放送番組の 再送信や自主制作番組の 増加 

等によって放送番組は 多様化しつつあ る。 このような放送市場の 環境変化を反映する 形で、 

有料放送への 世帯加入率も 年々増加してきつつあ る。 

確かに、 視聴者から直接対価を 徴収しない広告放送は 優れたビジネスモデルではあ るが、 

一方ではその 存立の基盤たる 広告収入は、 広告効果が高いか 否か 、 即ちどれだけ 多くの 視 

聴 者に対して番組とそれに 付随する広告を 到達させられるかという 尺度 ( 視聴率 X 対象 

世帯数、 以下「リーチ」と 呼ぶ H によって規定されている。 その意味で有料放送という 

競合メディアの 普及と成熟は、 リーチの低下を 通じて広告放送の 存立基盤に直接的な ダ 

メージを与えるため、 放送市場の構造を 大きく変化させる 可能性が高い。 従って、 需要 

側であ る世帯の加入または 視聴の決定要因にも 焦点を当てて 検討することが、 メヂィ 7 間 

の 競争の結果として 近い将来どのような 市場形態に発展していくのか 分析するために 必要 

となるのであ る。 

このような放送サービスに 対する需要は、 概念的には①有料放送に 加入するか否かの 

選択と、 ②選択後どのような 視聴行動をとるかという 選択の、 2 段階に分けて 捉えるこ 

とができる。 ②についてはさらに、 (a) どれだけの時間視聴するかという「数量」に 関 

する選択と、 (b) どの種類の放送サービスを 視聴するかという「品質」に 関する選択の 

2 種類が考えられる。 (b) については社会学的な 観点から 幾 っかの研究が 行われてきた 

が 、 主観に基づく 側面も大きいためここでは 深く立ち入らず。 9 、 (a) の「数量 (= 時間の長 

短 ) 」に関する論点に 絞った分析を 行 う 。 

①および② (a) に類似した選択過程は、 労働者の就業に 関する意思決定や 携帯電話の 
利用に関する 意思決定など 日常的に多く 観察されるものであ るが、 通常同時決定される 

ことを考慮して 分析されることが 多い。 この場合、 第一段階でプロビット モヂル による 

推計を行った 後、 第二段階で、 選択した家計のみを 抽出して回帰分析を 行 う という、 サ 

58 平成 15 年度 未 における放送事業者数は、 1,072 社 ( 対前年度比 46 社 増 ) となっている。 

59 例外として春日・ 宍倉・鳥居 (2004) があ る。 彼らは放送局間の 代替・補完を 表現するための 指標を提 

示し、 10 分単位の実際の 視聴行動に関するアンケート 調査を利用して、 当該指標が各種調査や 直感と合 う 

か 否かを検証している。 
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ンプルセレクション 60 モ ヂルと 呼ばれる推計方法が 用いられる。 

放送サービスの 需要も、 視聴者が視聴可能なチャネル 数の増大 ( 即ち有料放送への 加 

八 ) を 選択した場合、 視聴者にとって 自らの 選 好により近 い 放送サービスが 提供される 

確率を上げると 考えられ、 視聴時間を増大させる 効果をもたらすことも 一つの可能性と 

してはあ る。 しかし一方、 上述のように、 視聴者の効用は 視聴時間に代表される 量的 べ 

クトルと視聴番組内容という 質的ベクトルで 構成されていると 考えられ、 両者の効果が 

必ずしも明確に 区別できるものではないため、 視聴者の行動が 質的ベタトルの 改善によ 

って吸収されてしまい 明確な視聴時間の 増大として観測されない 可能性も考えられる。 

どちらが適切かについては 実際のデータに 依拠して判断するべききわめて 実証的な課 

題 であ るが、 視聴行動に関する 類似の調査 6 ， 1,1, こ よれば、 世帯の総視聴時間は 時系列的に 

も 加入タイプ別にも 比較的安定しており、 後者の可能性の 方が高いと考えられる。 そこ 

で本稿では、 まず本章で有料放送への 加入要因について 検討した後、 続く第 6 章で視聴 

時間に関する 量的側面からの 検討を行 う という形で、 2 段階に分けた 分析を行 う 。 

本章の構成は 以下のとおりであ る。 5. 2 では関連する 先行研究について 概観する。 

続く 5. 3 で は 、 最初に調査結果から 得られたクロス 集計結果をもとに 定性的な検討を 行 

い 、 本章の玉目的であ る加入要因分析に 関する理論モデルの 定式化と利用変数および 予想、 

される結果について 説明する。 5. 4 で は 、 多項ロジットモデルによる 推計結果を概観し 、 

最後に本章のまとめと 課題を述べる。 

5. 2  有料放送への 加入行動に関する 先行研究 

非集計データによる 有料放送の加入選択の 分析については、 我が国では 濱岡 (2000) 

が 、 普及モデルとともにロジットモデルを 用いて、 CATV の加入選択分析を 行っている。 

加入選択確率を 高める要因として、 年齢 62 および地域の 奉仕団体・慈善団体への 参加が 

挙げられており、 普及時期を加速する 要因とは有効な 変数が若干異なることを 示してい 

る 。 また中村 (2002U は 、 主として所得と 視聴時間との 関係をサンプルセレクションモデ 

ルで分析しているが、 CATV の加入需要についても 所得水準が有意に 正の影響を与える 

という結果を 得ている。 しかし衛星放送まで 含めた加入選択分析は 行われていないよう 

であ る。 

一方米国では、 WirthandBloch(1989) が衛星放送の 競争力がそれほど 強くなかった 
時代の， 84 年の世帯レベルデータに 基づき、 プロビット モヂル を用いたケーブルテレビ 

への加入要因について 検討している。 ただし料金や 品質 ( どのような番組が 視聴できる 

60 町や eIITobi 毛モ ヂルと 呼ばれることもあ る。 

B1 第 6 章の補論に、 視聴行動に関する 各種調査の概要と 特徴を記述している。 

62 ここでの「年齢」は 世帯の中でランダムに 選ばれた回答者の 年齢を示しており、 世帯全体の特性を 示し 

てはいない点に 注意が必要であ る。 
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か ) といった経済学的に 重要な変数を 用いた分析とはなっていない。 

また Crandalland  Furch ㎏ ott-Roth  (1996) は 、 ， 82- 。 83 年および 92  年のデータに 基づ 

き、 ケーブルテレビへの 加入要因について 多項ロジットモデルを 利用した分析を 行って 

いろ。 被 説明変数は、 ケーブル 未 加入 7 基本サービスのみ 加入 / プレミアムサービスへの 

加入の 3 つ であ り、 説明変数は、 地理的特性、 ケーブル事業者の 特性および世帯属性と 

いう 大別して 3 つの要因が検討されている。 ケーブル加入双方に 有意に効く要因は 、 月 

額 料金 ( 負 ) 、 衛星放送で配信されるケーブルチャンネル 数 63( 負 ) 、 VCR 保有ダミー ( 正 ) 

などであ った。 一方基本サービス 加入のみで有意な 変数は、 ケーブルに依らず 受信可能 

な チャンネル数 ( 負 ) 、 ケーブル事業者営業年数の 対数値 ( 正 ) のほか、 家族に 65 歳以上人 
員 がい ろ 場合にⅠをとるダミー ( 正 ) や 5 年以上当該地域に 居住している 場合にⅠをとる 

ダミー ( 正 ) などであ り、 世帯属性が農村部ダミー ( 負 ) 以外殆ど有意な 値を示さなかった 

プレミアムサービスへの 加入要因結果とは 非対称的な結果を 示している。 さらに、 消費 

者 余剰に対する 影響を推計し、 消費者は基本衛星チャンネルの 追加的増加に 対し月額 

1.03 ドルの支払意思があ ること 64 、 ， 82-83 年当時と比べて ， 92 年時点ではチャンネル 選 

択の幅が広がった 事による便益が 約 65 億ドル程度上昇しているとの 推計結果を報告し 

ている。 

Kar 山 arietal.(2003) は、 米国の有料放送市場に 関して、 衛星放送と CATV の加入 普 
及 に影響を与える 要因について 実証分析を行っている。 特に、 CATV の拡張サービスに 

対する料金規制が 衛星放送の加入に 与えた影響を 分析しており、 CATV の競争進展の 程 
度 によって、 影響の仕方が 異なるものであ ったことを示している。 また、 GoolSebeeand 

Petrin(2004) は、 衛星放送とケーブルテレビの 加入選択行動を 推計し、 衛星放送と ケ一 
ブルテレビの ( 自己及び交差 ) 価格弾力性から、 衛星放送の参入がケーブルテレビの 価 

格 水準引下げ効果や 消費者余剰のシミュレーションを 行っている。 この結果、 衛星放送 

の 参入なしではケーブルテレビの 加入料金が 15% も高く、 サービスの質も 低下して ぃ 

たであ ろうことを指摘している。 

5. 3  データを用いた 検証 

5. 3. 1  有料放送加入に 関する調査結果 

前節では、 有料放送加入が 進むと、 視聴時間の分散を 通じて既存の 放送サービスの 利用 

時間が減少する 可能性が高いことを 示したが、 本節では、 今後の行方を 占う意味でも、 有 

料放送の普及・ 加入がいかなる 要因によって 影響を受けているか 把握するための 分析を行 

  

63CN 川 ニュース ) や ESPN( スポーツ ) 、 学習チャンネル ( 教育 ) などが代表的なものとして 挙げられる。 彼ら 

はまた、 スポーツや映画といった 特定力テゴリ 一の番組についても 検討しているが、 加入要因として 殆ど 

がないとの結論を 得ている。 

64 定式化は Rubino ㎡ tz(1993) に従っている。 彼は支払意思 額 が月額 1.10 ドルと推計している。 
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つ 。 

まず、 加入状況によって、 所得、 家計人数、 平均年齢といった 家計属性に違いがあ るか 比 

駁 したところ、 有料放送全体の 加入層は相対的に 所得水準が高く、 世帯人数が多い 傾向が 

みられた。 また CS 加入世帯については、 世帯構成員の 平均年齢が相対的に 低いという傾向 

が 見られた。 

図表 5 一 1  所得分布 
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図表 5 一 2  世帯人数・年齢 

次に 、 各サービスの 加入理由を比較したところ、 CATV と CS 加入世帯いずれについても 

共通する点として「チャンネル 数の増加」を 理由として高く 評価する傾向があ る一方、 CATV 

加入 層は 「テレビ映りが 鮮明になる」を 理由として高く 評価する傾向があ るのに対し、 CS 

放送加入 層は 「豊富な番組コンテンツの 存在」 や 、 「選択の自由度」を 理由として高く 評 

価するという 違いがみられた。 

さらに、 加入理由の回答傾向について、 首都圏と北陸圏で 違いがあ るか比較したところ、 

北陸圏でほ「チャンネル 数の増加」を 加入の理由として 高く評価する 傾向があ るのに対し 

て 、 首都圏では「チャンネル 数の増加」以覚の 要因を相対日りに 高く評価する 傾向が見られ 

た 。 加入理由に関する 両地域間での 評価の差は、 地上放送サービスの 充実度の違い き 反映 
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け 首都田 針 口北陸 計   
  20.0 40.0 60.0 

チャンネル拉が 車 えるから 

テレビの映りが 僻明 だから 

硯田番組が 且耳 だから 

地元 廿 報を放送する 苦 偲 び丑甘 

スポーツ 廿 組 め俺耳 だから 

且味 ・ 牡楽 ・ 教丑 番組が立耳だから 

葉 焼から加入希望があ ったから 

加入キャンペーンをやっていたから 

現堆手 蛆を退こことができるから 

アニメ番組が 史官だから 

海外の放送番地 が 里宮だから 

住宅を拮で他の 交情 は泄 しかった 

自治体などの 神朗や奨励があ った 

俺盟 放送が充実しているから 

血切の理人文月が 安いから 

毎月の支払が 安いから 

ご 近所や友人、 荻 牡に 舐められた 

身近にレンタルビ テオ 店がないから 

(M) l0 。 "ffl@ta" 雙到 t%) 

a0 ． 0   20.0 40.0 60.0 

79.7 チヤンネ @ 放が憶えるから 

スポーツ 舌亜 が 且耳 だから 

視匝番 榊を選ぶことができるから 

趣味・娯楽・ 教 碇番 籠が俺呑 だから 

映画番組が 且富 だから 

アニメ甘粕 が 里宮挫から 

葉 族から加入希望があ ったから 

海外の放送番組が 立耳だから 

テレビの映りが 蝉明 だから   
毎月の支払が 安いから 

簾料 放送が充 笑 しているから 

恩初 の町人祝月が 安いから 

． - 近所や友人、 現成 に 疎められた 

住宅 車括で 他の荻 はは W しかった 

データ放送が 克実しているから 

自治体などの 補助や奨励があ った 

加入に関するアンケート 結果から、 CATVL 、 CS 放送への加入・ 選択行動に関して 特徴を 

整理すれば、 

①加入・ 未 加入の選択は、 家計人数、 平均年齢といった 家計属性、 所得などの経済的属性 

によって影響を 受ける 

② CATV もしくは CS 放送に対する 需要 は 「多チャンネルサービス」の 享受という点で 共通 

している 

③ CATV 、 CS 放送のいずれのサービスを 選択するかは、 各サービスが 持っている特徴のど 

ちらを重要視するかよって 影響を受ける 

④地上放送によって 提供されるサービスの 充実度は、 有料放送サービスへの 加入意欲、 さ 

らには CATIV.CS 放送のいずれのサービスに 加入するかという 選択に影響を 与える 

ことなどが挙げられよ う 。 

ただし、 これら各変数がどの 程度加入確率に 寄与しているかをより 厳密に判断するには、 

統計的な分析が 不可欠であ る。 そこで次節以降では 計量経済学的な 分析を行 う こととする。 

5. 3. 2  有料放送加入決定に 関する理論モデル 

以上の結果を 踏まえて、 有料放送の加入を 検討するにあ たって想定可能な 効用関数と選 
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択 行動をモデル 化しよう。 

ノを 視聴チャンネル 数、 光はその他余暇消費財とする。 財ノ 0 所得効果がゼロであ る 効 

用 関数は以下のように 定義できる。 

はく Ⅹ ，ノサ ミズ +v( ノ ) 

予算制約は 

Ⅹ +R =A ア 

ただし、 財 んの価格は l  R は 財ノ ( す なむち多チャンネル 消費 ) に関する支出総額で 

あ る。 財ノを 消費するときの 総便益を B(y)=v(y 卜 v(o) とすると、 効用関数は 

イ x, 刃 "M  一 R+v(y)= 沖 + 八 0)+ 列 y 卜 R 

す なむち消費者の 効用は以下のように 変形することが 出来る。 

U@y,R)=M+v(0)+B(y) ヰ 

ノが 連続的な変数であ るならば、 最適なチャンネル 選択数は 

9 ひ 
一一ミ 方 ， (y) 一 R,(y)=0 
取 

より 

B Ⅰ ノ ) Ⅰ 化 Ⅰ y) 
を 満たす水準 y, が最適なチャンネル 数となる。 ただし 0 く刀 までは無料放送によってチャ 

ンネルの供給が 行われているため、 加入・ 未 加入の選択は 、 

B, ひ " 一刀 ) 三 Ⅴ (y" 一 y 、 )  加入 

B,(y" 一刀 ) く Ⅴ (y" 一刀 )  未 加入 

となる。 すなむち無料放送チャンネル 数 乃 における家計の 限界便益が、 限界支出を上回っ 

ている場合に 追加 自 りなチャンネルを 需要する。 よって 

ひ "=B,(y" 一 y 、 )-R 「 (y"-yI) 壬 0  追加チャンネル 利用 ( 有料放送加入 ) 

ひ "-B,(y"- 八 )- Ⅴ (y"-y,)<0  追加チャンネル 未利用 ( 有料放送 未 加入 ) 

以上の想定に 基づき以下のような 家計の加入効用関数 ( 加入選択関数 ) を考える。 

ひ " ヰ U(yl,y",R¥,M) 
ただし材は家計属性を 示す変数ベタトルであ る。 
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5. 3. 3  利用変数および 予想される結果について 

㈲ 被 説明変数 

本稿では 各メヂノ アの基本的な 加入パターンを 、 

①基本放送サービス 利用者 ( 地上波及び BS 放送利用者 ) 

② CS デジタル加入者 (CATV 併用者を含まない ) 

③ケーブルテレビ 加入者 (CS デジタル併用者を 含む ) 

の 3 つに 分類することとする。 

地上波放送と BS 放送 ( アナロバ・デジタルを 含む ) は、 基本的にサービス 需要に対して 

視聴者による 直接の対価支払を 伴わない形態をとっている。 またコンテンツについても 事 

笑止同一とみなせるため、 いずれも①として 分類している。 

調査結果から 得られた結果で 興味深かった 点は、 CS デジタル放送と CATV の同時加入を 

している世帯が 55 程度存在することであ った。 これについては、 独立な分類とする / ②に 含 

める⑬に含める、 等の処理方法が 考えられるが、 実際に幾つかのパターンを 推計した結果、 

いずれの場合についても 明確な差異は 確認できなかったため、 ここでは③に 含めた結果を 

示すこととする。 ③に含めた理由としては、 ケーブルテレビによって CS デジタルハン 祐の 

再送信が受信できる 場合があ るためであ る。 

またケーブルテレビ 加入世帯で べ一 シッタチャンネルのみというサンプルが 殆どなかっ 

たため、 CrandallandPurchtgott.Roth(1996) や GoolsebeeandPet 「 i ㎡ 2004) のように基 

本サービスのみの 加入世帯を区別せず、 一括して③と 分類することとした。 

以下では以下では 有料放送の加入選択 ( ①と②及び③ ) と、 CAT Ⅴ加入 /CS デジタル放送 加 

人ト 般 世帯 ( ① 、 ② 、 ③ ) についての推計結果を 示す。 

(2) 説明変数 
(a) チャンネル数および 支払 額 ( 乃げ ",R") について 
総視聴可能チャンネル 数 y" は増加するに 従って効用が 増加するが、 限界的な効用増加 

は減少すると 予想される。 従って y" の係数は正、 二乗項の係数は 負と予想される。 一方 

地上波で供給されるチャンネル 数㍉は 、 多 い ほど有料放送への 加入確率が低下すると 予 

恕 されることから・ 係数は負と考えられる。 またがとしては、 「インターネット 関連総 

費用 65 に占める有料放送加入料割合 ( 以下「支払 額比 」という ) 」を用いており、 係数は負 

であ ることが予想される。 本分析では個人べ ー スのデータを 用いているため、 加入料を直 

接 利用すると、 加入に伴 い 支払 額 が上昇するという 事象を反映し、 適切な分析結果が 得ら 

6s 有料放送加入に 必要となる費用のほか、 インターネット 接続のためのプロバイダー 利用料金および 通信 

回線利用料金、 IP 電話利用料金および 固定電話利用料金の 総合計として 算出した。 
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れないためであ る。 

(b) 家計属性 (M) について 

有料放送は支払いが 伴 う ことから、 まず所得階層が 高ぃ家計の加入確率が 増加するた 

め 係数は正と予想される。 調査では所得を 金額ではなく 所属階層で聞いているため、 200 

万円未満をべ ー スとし、 (0200 万以上～ 400 万未満、 ㎝ )400 万以上～ 600 万未満、 (iii)600 

万以上～ 800 万未満、 (iv)800 万以上の 4 階層別に ダミ 一変数を用意した。 

その他の家計属性に 関しては、 加入確率へどの 程度影響するのかアド ホッタ には予想、 

しにくい。 そのため 他 調査から知ることができる 視聴時間に影響を 与える要因に 関して、 

複数の変数を 用意した。 家族人数や、 一般にテレビの 視聴時間が長いとされる 学生割合や 

専業主婦割合、 65 歳以上人数については、 正に効く可能性があ る。 その他、 単身ダミー 

や住居 ( 一戸建て ) ダミーも用意した。 また、 有料放送加入世帯では 進取の気性に 富む傾向 

が 予想されることから、 仰 CR ではなく ) 調査時点で普及が 進み始めていた DV の機器の保 

有ダミ 一についても 用意した。 

5. 4  推計結果について 

表 5 一 5 は有料放送の 加入選択、 表 5 一 6 は CATV 加入 /CS デジタル放送加入 / 一般世帯 

の 選択に関する 係数の値、 標準誤差、 t 値を示している。 CATV 加入 /CS デジタル放送加入 

を分離した場合と 一括した場合とでほぼ 類似した結果を 示しているが、 以下で見るよさに 

CS デジタル加入世帯の 方が、 より明確な傾向を 示しているよさであ る。 これは前節でも 指 

摘 したとおり、 CAT Ⅴの加入要因が 純粋な意味で 多チャンネルサービス 需要とは言えない 

点を反映しているのかもしれない。 以下、 順に見ていこ う 。 

まず加入選択に 関する基本的変数としてチャンネル 数および支払領地 は ついて考察する。 

チャンネル数増加については 正に、 二乗 頃 については負に 有意に効いている。 また、 地上 

波 チャンネル数は 負に有意であ り、 どれも予想、 と整合的な結果となった。 支払領地につ い 

ても予想、 と整合的で負に 有意となったが、 CATV 加入確率に関する 有意性は若干落ちるよ 

さであ った。 

一方、 家計属性を示す 変数については 比較的明確な 傾向を示したものを 採用した結果に 

ついて掲載しておいた。 所得階層についてほ、 400 万までの階層と 600 万までの階層が 有 

意 なことは予想とも 整合的だが、 それ以上の階層については、 正の傾向を示してはい ろ も 

ののその有意性はそれほど 高くはなかった。 第 2 節でも指摘したとおり、 高所得者層は 労 

働制約によって 有料放送加入に 積極的ではない 面があ るのかもしれない。 あ るいは支出額 

比を同時に変数に 入れているため、 影響が吸収されている 可能性もあ る。 所得が加入要因 

として有意ではないという 点は、 CrandallandFurchtgott-Roth(1996) の結論と整合的で 

あ る。 
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各表 で有意性の程度は 異なるが、 家族構成員の 特性を示すその 他の変数では、 DVD 保有 

ダミーが正の 値を示しており、 有料放送加入世帯でほ 新しい機器に 興味を示す確率が 高い 

ことが示された。 また、 単身ダミーと 住居 ( 一戸建て ) ダミーは負の 値を示す傾向が 見られた 

が 、 これは CS ヂ ジタル放送で 典型的に観察されるように、 若い家計で加入確率が 高い事実 

を反映しているものと 考えられよ う 。 
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図表 5 一 5  有料放送加入要因分析結果   

    5% 水準で有意   ンプル数 596 、 制限付対数九度・ 346.7036 
  l0% 水準で有意 

図表 5 一 6  CS ヂ ジタル放送・ CATV 加入要因分析結果 ( 対数値 ) 

  

サンプル数 596 、 制限付対数九度・ 629.8471 

( 参考 :CS ヂ ジタル放送・ C Ⅳ Ⅴ加入要因分析結果 T ( 実数値 )) 
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5, 5  第 5 章のまとめと 課題 

多チャンネル 化の進展 ( 有料放送の加入 ) は、 料金水渠の低下によって 進展するが、 そ 

の 程度は地上放送によって 提供されるサービスの 充実度 ( チャンネル数 ) によって影響を 

受ける。 広告放送によるチャンネルサービスの 充実は 、 多チャンネル 化の進展にネガティ 

ブな影響を与える 可能性が高い。 

放送サービスの 需要面に関するこれらの 結果は、 広告収入を中心とした 放送サービス 供 

給システムと 有料放送の加入進展には 一定のトレードオフ 関係があ ることを示唆している。 

広告放送からすれば、 広告効果の低下を 引き起こす多チャンネル 化は、 事業経営にネガテ 

イ ブな影響をもたらす 可能性が高く、 一方、 広告収入による 放送サービスの 充実 は、 多チ 

ャンネルサービス ( 有料放送の加入 ) の進展にネガティブな 影響をもっ可能性があ るため、 

加入者からの 直接収入によって 運営を行 う 有料放送サービスの 事業運営にとっては、 死活 

問題ともなりかれない。 放送サービスの 需要面の特性は 、 多チャンネル 化の進展と既存の 

放送サービス 供給体制を両立することが 困難であ る可能性を示唆していると 思われる。 

ょり政策的な 含意を導くために、 先行研究でほ 経済厚生 (WillingnesstoPay) を算定し 、 

有料放送普及によるメリットを 金額的に算定したり、 過去との丘 ヒ 較を行ったりしている。 

このような分析は 今後の課題としたい。 
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惟 : 多項ロジットモデルの 問題点 ] 

本稿で利用した 多項ロジットモデルの 問題点として、 1 仇 (Independence 血 0m Ⅱ relevant 

alternatives) 特性を仮定している 事が広く指摘されている。 IIA 特性とは、 選択を行う選択 

を行う個人にとって 、 2 つの選択肢に 関する選択確率の 比率が、 その他のいかなる 選択肢 

にも影響されないという 性質を示している。 ロジットモデルでは、 以下の式から 分かると 

おり、 選択肢 土と Ⅰの選択確率の 比は他選択肢からの 影響を受けていない。 
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即ち、 選択肢 i, j の選択確率比は 、 他の選択肢の 有無や選択肢集合の 変化には影響されな 

い形となっている。 この原因は、 確率 項 であ るガンベル分布を 独立で同一㎝ d) であ ると仮定 

していることにあ る。 1 店 特性のために、 ロジットモデルでは、 類似性が高い 選択肢の選 

択 確率を過大評価し、 それ以外の選択肢については 過小評価してしまうという、 実用上の 

問題点があ るとされる。 

このような問題点を 回避するために、 入れ子型ロジットモデル や 、 ミッタストロジット 

モデルが提唱されている。 1 Ⅸの成立について、 どちらの モヂル を用いることが 適当かに っ 

いてはきわめて 実証的な問題であ るが、 Crandalland  Furchtgott.Roth,(1996) では 1 Ⅸが 棄 

卸 されなかったとの 報告をしている。 ただし同じケーブル 加入に関する 基本 / プレミアム サ 

一 ビスの相違と、 本章で行った 衛星 / ケーブルの選択では 異なる結果をもたらす 可能性も高 

い と考えられる。 これらを利用した 分析 は 今後の課題としたい。 
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第 6 章視聴時間分析 

6, 1  はじめに 

第 5 章では、 放送サービスの 需要プロセスのうち、 有料放送サービスへの 加入選択 要 

因 について分析した。 本章では、 もう 1 つめ 重要な構成要素となる 視聴行動について 分 

析を行う。 ただし第 5 章でも説明したとおり、 品質の側面をあ えて捨象 し、 主として 視 

聴 時間決定に関する 分析に焦，点をあ てることとする。 

情報通信技術の 発展により、 情報選択の幅や 供給量が増大するともに、 情報利用行動は 、 

多くの選択肢から 必要なものを 選んで利用するという 状況へ変化している。 このような 需 

要 構造の変化に 伴い、 元来、 情報供給経路として 中心 由 りな役割を担ってきた 放送市場も大 

きな変革に直面しっつあ る。 近年進展している 地上波、 衛星放送、 有線放送など 多 チャン 

ネル化 や 、 インターネットやビデオ、 ゲームなどによる 多 メディア化は、 サービスの利用 

者であ る視聴者の余暇消費の 時間配分を変化させることで、 これまでの市場構造を 大幅に 

変化させる可能，性もあ る。 

具体的には、 まず 6. 2 で現状の放送市場について 概観し、 先行研究についてとりまと 

める。 続く 6. 3 では視聴時間に 関する論点をとりあ げる、 特に既存の地上波放送サービ 

スに 与える影響という 観点から、 多 チャネル化及び 多メディア化の 影響の分析を 行う。 6   

4 でまとめを述べる。 

6. 2  視聴時間選択に 関する特徴と 先行研究 

前章で見たように、 放送市場の競争・ 競合化の傾向は、 視聴者の需要構造によって 強く 

影響を受けていると 考えられる。 特に放送サービス 需要は、 典型的な余暇消費の 一部であ 

り 、 かつ時間消費的なサービスであ る。 少なくとも短期的には 制約条件であ る余暇時間を 

各人の自由な 意思決定によって 変更することは 困難であ るため、 一方のサービスの 利用は 、 

他の サービスの利用の 減少に繋がる。 このため、 各サービスは 基本的に排他的・ 代替的な 

利用傾向にあ り、 このような需要特質により、 各放送サービスは 非常に競合的なものとな 

らざるを得ない 可能性が高い 66 。 このように、 需要百から考えた 場合、 各放送サービスは 

時間制約という 点で密接な代替関係にあ ることが予測されるため、 各放送サービスの 発 

展 が放送サービスに 対する需要構造によって 影響を受けることは 容易に想像がつく。 多 

メディア・ 多 チヤンネル化の 進展によって、 放送市場の構造が 売り手主導から 買い手主導 

なものになるほど、 この傾向は強力なものになるであ ろ つ 。 

G6 より具体的に 言うと、 視聴者の減少は、 有料放送収入の 源泉たる加入料減少と 直結しているたけでなく、 

企業が広告料を 他媒体 ヘ シフトさせることにより、 間接的に地上波放送の 収益減少をもたらす。 
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以下では、 視聴行動、 特に放送サービスの 需要側面のひとつとして、 視聴時間への 影響 

を分析した先行研究について 整理を行 う 。 

視聴時間と所得の 関係を中心として 検討を行ったものとしては、 中村 (2002) と大村 

(1997) が挙げられる。 中村 (2002) は、 視聴時間と所得との 関係について 実証を行い、 

地上波放送の 視聴時間に関しては 所得と負の関係、 ケーブルテレビの 視聴時間については 

所得と正の関係にあ ることを示している。 中村 (2002) では、 各サービスが 視聴以外の「他 

の余暇」との 代替関係の違いによって、 所得効果が異なることを 理論 モヂル によって示し 

ており、 上記実証結果は、 地上波放送サービスが「テレビ 視聴以外の余暇」との 代替性 

が高 い ことを示すものであ り、 CATV サービスに関しては、 「その他の余暇」との 代替 
性 が低 い ことを示すものと 結論付けている。 

一方・大村 (1997) は， CATV 加入の有無 R 性 月 lJ/ 平日・休日の 6 グループごとに 所得階 
層別の一人当たり 平均視聴時間を 比較分析している。 特に、 CATV 加入世帯においても 

所得が高い層で 総視聴時間が 少なくなる傾向を 指摘しており、 CATV による 多 チャン ネ、 

ルサービスの 視聴時間が増加しても、 それを上回って 地上波民放サービスの 視聴時間が 

減少することを 示しており、 地上波放送サービスが 下級 射 的な性格を有しているのでは 

ないかと指摘している。 

両者の結論は 異なったものであ るが、 中村 (2002) は、 分析単位が世帯であ るのに 

対して、 地上波再送信も 含めた CATV の総視聴時間に 対する影響を、 計量モ ヂル を利 

用することで、 所得以外の要素も 同時に考慮して 分析しているのに 対して、 大村は 

(1997) は、 分析単位が個人であ り、 視聴時間についても NHK 、 民放、 有料放送に分 

けて様々なケースについて 分類を行って、 平均視聴時間の 傾向を考察しているため、 両 

者の結論を直接比較することは 出来ない。 

一方，多チャンネル 化の既存放送への 影響という観点から 分析を行っているものとし 

て 濱岡 (2000) と 外国 (1998) が挙げられる。 濱岡 (2000) では、 CATV 、 地上波 テ 

レビ、 BS の視聴時間を 従属変数、 視聴者の各種属性を 説明変数として 回帰分析を行っ 
ている。 特に CATV への加入 ダミ 一変数が、 地上波放送の 視聴時間及び CATV 放送の 

視聴時間、 BS 放送の視聴時間に 対して正に有意であ ったことから、 CATV と地上波 放 

送 が競合していないことを 指摘し、 地上波と CATV の多チャンネルサービスは 補完的な視 

聴関係にあ ることを示している。 また、 地上波放送は、 CATV よりも、 ゲームなどその 他 

の メディア と 競合，代替関係にあ ることを示している。 

一方、 外 薗 (1999) は 、 多チャンネル 化による既存チャンネルへの 影響として、 民放 地 

上波の視聴時間のシェアが 奪われている 一方で、 NHK 総合に対してほ 影響がほとんどない 

ことを示している。 多チャンネルサービスと 地上波民放のチヤンネル 特性 ( 例えば娯楽性 ) 

が比較的近く、 市場として競合している 可能性を指摘している。 

両者とも多チャンネル 化の既存放送への 影響を分析したものであ るが、 結論は逆転し 

ている。 両者はべ ー スとなるデータ や多 チャネル化を 示す際に利用している 変数が異な 
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っているため、 結果を直接比較することが 出来ないが、 既存放送の視聴時間への 影響 と 

いう点で異なった 結果を導いていることは 興味深い。 

6. 3  歩メディア化。 多チャンネル 化と視聴時間の 関係 
6, 3. 1  分析の枠組み 

本章で採用する 視聴時間選択行動のフレームワークを 整理しておこう。 そもそも、 放送 

サービス需要は 典型的な余暇消費の 一部と考えられる。 余暇に対する 需要は労働供給など 

0 銭差として決定される 銭 差需要と考えられるため、 余暇の一部であ る視聴時間全体につ 

いても、 各個人の就業状況や 賃金。 所得に強く影響を 受けると考えられる。 また、 労働 供 

給 に関しては短期的には 硬直的であ るため、 所得水準の向上や 就業人口構成の 変化などの 

変化がない限り、 総余暇時間に 大きな変更があ る事はないし、 視聴時間についても 大幅な 

変化を期待することは 出来ないことを 意味する 670 

一方、 総視聴時間及び 各放送サービスへの 視聴時間の配分の 問題 は 、 余暇サービスの 配 

分 問題として捉えることが 適切であ る。 また、 多メヂィア化 ，多チャンネル 化は、 余暇 需 

要 における選択肢の 増大を意味し、 これに伴 い 放送サービスの 需要全体であ るところの総 

視聴時間や各放送サービス 視聴時間の配分に 対して影響を 及ぼす。 

以上のような 枠組みのもとに、 以下のような 視聴時間決定及び 配分式を想定し、 実証 分 
析を行うこととした。 

乃グ ヰ /@ Ⅹ 血 co 泡 e,L 乙 s は ァ e,CS は はⅢⅢ ノ ， CA  Ⅱ匂は沖 れノ， Ⅹ )  (1) 

TWlU  NHHK  甘 /,(T 丁 PWy,CS は はⅢ 胤ノ ， CAT 『Ⅱ は は 刑 Ⅲ ノ， Ⅹ )  (2) 

rW 皿 D  =/3(r Ⅰ y,C さば は 用 Ⅲ ノ ， CH 乃匂は Ⅲ 泡ノ， Ⅹ )  (3) 

67M Ⅲ K 国民生活基礎調査によれば、 過去 20 年間、 テレビの総視聴時間は 大きくは変化していない。 今後、 
カーナビや携帯電話により 移動中もテレビ 視聴が可能になるなど、 放送の視聴スタイルの 変化することに 
よっては、 これまで放送サービスの 利用することが 出来なかったような 時間に関しても、 新たに視聴時間 
の 増大につながるといった 可能性は存在するが、 とりあ えず本稿ではこのような 視聴行動は含めていない。 
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TWW 、 乃 y 皿 K 、 『 W ん D はそれぞれ総視聴時間、 公共放送の視聴時間、 広告放送の視聴時間 
であ り、 肋 CO 胞ピは 所得水準 ダ ミ ニ LeiSU 「 e はゲーム及びインターネットなどの 利用時間、 

CSdu 用 my 、 CAHTvM 肋胞泡ノは CS 放送及び CATV 加入状況を表す ダミ 一変数、 Ⅹは各個人 

の 属性を示す変数であ る。 以下では、 2.2 節で総視聴時間への 影響についての 分析 ( 方程式 ( つ 

の推計 ) を、 2.3 節で公共放送や 広告放送といった 既存放送の視聴時間への 影響についての 分 

析 ( 方程式 (2) および (3) の推計 ) を行 う 。 この際、 調査対象者全員が 必ずしもテレビを 視聴し 

ている訳ではなく、 視聴時間ゼロのサンプルが 多く存在する 可能性があ る点に留意する 必 

要 があ る。 このような推計バイアスを 回避するため、 以下では Tobit Model を利用した 推 
言 十を行う 68. 

6. 3. 2  総視聴時間への 影響 

各個人が直面する 視聴可能なチャンネル 数 は 、 世帯の有料放送サービスへの 加入状況 t こ 

よって異なる。 視聴可能なチャンネル 数の増加は、 視聴者の嗜好に 適合した番組供給の 可 

能性を高め、 利用チヤンネル 数や視聴時間を 増加させることになるかもしれない。 そこで 

加入状況別に、 視聴したチャンネル 数及び総視聴時間の 平均を測ったところ、 CS 加入世帯、 

C Ⅳ ハ 竹口入世帯いずれも、 一般視聴世帯と 比較して、 視聴チャンネル 数は若干多くなるもの 
の 、 総視聴時間に 関しては逆に 短くなる傾向が 見られた ( 表 1) 。 

図表 6 一 1  視聴可能 Cm 数 ・視聴 Cm 数 ，総視聴時間 

上記の比較からは、 「多チャンネル 化が進むと総視聴時間は 短くなる」という 奇妙な結論 

が 導かれてしまうことになる。 そこでテレビ 視聴時間に、 ビデオ・ゲーム・インターネッ 

トの 利用時間を加えた 各種メディアの 利用時間を、 加入状況別に 比較してみたところ、 上 

記 のような傾向は 見られなくなった ( 表 2)69 。 

68 ト一ビットモデルの 簡単な説明については 章末注を参照のこと。 

69 休日に関しても 同様の傾向が 見られた。 
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図表 6 一 2  メディア利用時間 

平日 ( 単位 : 分 ) 

上記の平均値の 比較の結果は 、 多チャンネル 化というより、 ゲームやインターネットな 

どテレビ以覚のメディアの 利用時間が、 テレビの総視聴時間に 対して ( 負の ) 影響を及ぼ 

している可能性を 示唆するものであ るが、 平均値の比較だけでは、 各要因の影響を 明確に 

述べることほできない。 そこで、 年齢・性別などの 個人属性、 就労状況・所得水準、 ビデ 

オ・ゲーム・インターネットなどテレビ 以外のメディア 利用時間、 有料放送加入状況を 説 

明 変数として、 テレビ総視聴時間との 関係について 計量経済学的分析を 行った ( 方程式 (1)) 。 
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一 図表 6 一 3  一 

平日① 
従屈 変数 総視聴時間Ⅱゲーム・インターネットを 含む ) 

係数 標準備表 土 値 p 値 
定数項 361.716 14.848 24.362 0.000 

性別 
年輪 
所得水準Ⅱ ダ ミ一 ) 

所得水準 2( グ ミ一 ) 
所得水準Ⅱ グ ミ一 ) 

就業 ( グ ミ一 ) 

学生・子供 ( ダミー ) 
BS 加入 ( ダミ 一 ) 

CS 加入 ( ダ ミ一 ) 

ケーブルテレビ 加入 ( ダ ミ一 ) 

ゲーム ( 時間 ) 

インターネット ( 時間 ) 

@@a 

-45.645 

0.l37 

72.970 

25.033 

15.190 

一 l34.603 

Ⅱ 31.360 

54.026 

-5.482 

4.l39 

l.l l2 

0 ． 7 Ⅱ 
190.928 

11.5)2 -3.965 0.000 

0.047 2.948 0.003 

17.593 4.l48 0-000 

20.709 l.209 0.227 

22.491 0.675 0.499 

16.282 -8.267 0 ． 000 
15.198 -8.643 0.000 

21.013 2.571 0.010 

14.597 一 o.376 0.707 

%.l73 0.314 0.753 

0.l74 6.411 0.000 

0.070 10.504 0.000 

3.477 54.904 0.000 

平日② 並 数 
従屈 変数 紬 視聴時間Ⅱゲーム・インターネットを 含む ) 

係数 標準 僻差       
定数項 6.605 0.279 23.649 0.000 

性 Rll 

年齢 
所得水準Ⅱ グ ミ一 ) 

所得水準 2( グ ミ一 ) 
所持水準 穏ダ ミ一 ) 

就菜 ( グ ミ一 ) 
学生・子供 ( グ ミ一 ) 

BS 加入 ( ダ ミ一 ) 

CS 加入 ( グ ミ一 ) 

ケープ ノ L テレビ； D 入 ( ダ ミ一 ) 

ゲーム ( 時間 ) 
インターネット ( 時間 ) 

  

-0.265 

0 ・ 00l 
0 ． 427 
0 ． 208 
0.l23 

一 0 ・ 3@2 
-0.373 

0 ・ 428 
0 ・ 060 
0.215 

0 ・ 001 
0 ・ 001 
l.582 

0.095 -2.791 0 ・ 005 
0.000 3.450 0.00l 

0.l45 2.94l 0.003 

0.l7l l.218 0.223 

0.l86 0.663 0.508 

0.l34 -2.842 0.004 

0.126 -2.964 0.003 

0.@74 2-464 0.0l4 

0.120 0.502 0.616 

0.l09 l.985 0 ・ 047 
D.000 3.469 0.00l 

0.000 5.858 0.000 

0.029 54.321 0.000 

平日③ 
従屈 変数 総視聴時間 2( ゲーム・インターネットを 除く ) 

係数 標準偏在 1f 立 p 値 

定牧項 347.397 t5 ユ ll 22.839 0.000 

別
蛉
 

性
年
 所持水準Ⅱ グ ミ一 ) 

所得水準 2( ダミー ) 
所行水準 祇ダ ミ一 ) 

就業 ( ダミ 一 ) 

半生，子供 ( グ ミ一 ) 

日 5 加入 ( グ ミ一 ) 
CS 加入 ( グ ミ一 ) 

ケーフ )L テレビ加入 ( グ ミ一 ) 
ゲーム ( 時間 ) 

インターネット ( 時間 ) 

sl ア @ Ⅱ a 

-44.102 

0.133 

73.338 

30.122 

28.714 

Ⅱ 44.809 

- は 5.840 
38.979 

-9.560 

2.6l4 

-0.117 

， -0.343 

195.19) 

11.807 

0.04@ 

18.025 

21.218 

23.062 

16.688 

15.588 

21.S63 

14.970 

13.514 

0.180 

0 ・ 0@l 
3.638 

-3.735 

2.7@3 

4.069 

l.420 

t.245 

-8.677 

-a ・ 715 

l.@0@ 

-0.639 

0 ・ lg3 
-0.653 

-4.208 

53.648 

 
 
 
 
 
 

 
 

平日④対数 
従牡 変数 総視聴時間 2( ゲーム・インターネットを 除く ) 

係数 標準偏差       
定数項 5.061 0.334 15.135 0 ． 000 
性別 
年齢 
所得水準Ⅱ グ ミ一 ) 

所行水準 2( ダミー ) 
所得水準 祇ダ ミ一 ) 

就業 ( ダ ミ一 ) 

学生・子供 ( グ ミ一 ) 

BS 加入 ( グ ミ一 ) 
CS 加入 ( ダミー ) 

ケーフルテレピ 加入 ( グ ミ一 ) 

ゲーム ( 時間 ) 
インターネット ( 時間 ) 

  

-0.30) 

0 ． 00l 
0.470 

0.243 

0 ヱ 8l 
-0.557 

-0.476 

0-240 

-0.015 

0 ・ t57 
0.000 

0.000 

l.@8g 

 
 
 
 
 
 

 
 

-2.651 0.008 

3.339 0.00l 

2.712 0.007 

l.l87 0 ． 23S 
l.264 0.206 

-3.467 0 ・ 0ol 
一 3.l65 0.002 

l.l53 0.249 

-0.10) 0.920 

1.21l 0.226 

0.036 0.97l 

-0.381 0.703 

52.844 0.000 
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休日①   

従億 変数 総視聴時間Ⅱゲーム・インターネットを 含む ) 

係数 採準 偏差 定位 p 値 
定数項 287.852 16.977 Ⅱ． 956 0.0OO 

Ⅰ生月 lj 
年齢 
所得水準Ⅱ ダ ミ一 ) 

所得水準 2( グ ミ一 ) 
所得水準 目ダ ミ一 ) 

就業 ( ダミ Ⅰ 

学生・子供 ( ダ ミ一 ) 

巳 5 加入 ( ダ ミ一 ) 

CS 力 0 人 ( ダミー ) 

ケープルテレビ 加入 ( グ ミ一 ) 

ゲーム ( 時間 ) 

インターネット ( 時間 ) 

  

4.14l 

0 ． lGo 
84.121 

92/f39 

100.452 

ヨ g.sll 
-79.491 

49.365 

一 s.795 

一 @.l23 

l.0D5 

0 ・ 705 
217.772 

13.185 

0 ． 053 
20.094 

23.661 

25.694 

18.598 

17.423 

23.949 

16.62S 

15.033 

0 ・ l35 
0 ・ 070 
4.0l8 

D.3l4 0.753 

3.024 0.002 

4.186 0.000 

3.907 0.000 

3.9l0 0 ・ 000 
-4.275 0 ・ 000 
-4.562 0.000 

2.06l 0 ・ 039 
-0.348 0.727 

-0.141 0.@88 

7.465 0.000 

10.097 0.000 

54.199 0.000 

休日②対数 
従屈 変数 総視聴時間Ⅱゲーム・インターネットを 含む ) 

係牧 標準偏差 上値 Ⅰ 値 

定数項 G.6ll 0.29l 22.743 0.000 

性別 
年齢 
所得水準Ⅱ ダ ミ一 ) 

所得水準 2( グ ミ一 ) 
所得水準 3( グ ミ一 ) 

就業 ( ダ ミ一 ) 

学生・子供 ( ダミー ) 

日 S 加入 ( ダミ 一 ) 

CS 加入 ( グ ミ一 ) 

ケーフルテレビ 加入 ( ダ ミ一 ) 

ゲーム ( 時間 ) 

インターネット ( 時間 ) 

si 却 Ⅱ さ 

0.005 0.l07 0.047 0.962 

0 ． 0 ㎝ 0.000 3.135 0.002 

0.464 0.l63 2.839 0.0O5 

0.57l 0.l93 2.963 0.003 

0.62l 0.209 2.969 0 ・ 003 
-0.261 0 ・ l5l 一 f.722 0.085 

-0.239 0.142 -1.684 0.092 

0.405 D.l96 2.07o 0.038 

一 0.0@4 0.136 一 0.620 0.535 

0.033 0.l23 0.26B 0.788 

0.001 0.000 4.30g 0.000 

0.00@ 0 ・ 000 6.456 0.000 

l.78l 0.033 53.532 0.000 

休日③ 
従麟 変数 総視聴時間 2( ゲーム・インターネットを 除く ) 

係数 楳 革偏 糞 上値 p 値 
定数項 271.601 17.176 15,813 0.OOD 

性別 

年齢 
所得水準 l げ ミ一 ) 

所得水準 2( ダ ミ一 ) 
所得水準 目ダ ミ一 ) 

就業 ( グ ミ一 ) 

学生・子供 ( グ ミ一 ) 

日 5 加入 ( ダ ミ一 ) 

Cs 加入 ( ダ ミ一 ) 

ケープルテレビ 加入 ( グ ミ一 ) 

ゲーム ( 時間 ) 

インターネット ( 時間 ) 

si 坤 Ⅰ a 

7.009 

0 ・ l57 
83.434 

86.755 

103.   )8 
-91.560 

一 8g.667 

20.594 

-8.389 

-2.246 

-0.052 

-0.321 

219.745 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

0.600 

0 ・ 003 
0.000 

0.000 

0 ． 000 
0.000 

0-000 

0 ． 197 
0.618 

0.883 

0 ・ 704 
0.000 

0.000 

休日④対数 
徒 屈ま 数 @ 総視聴時間 2( ゲーム・インターネットを 除 く ) 

係数 楳培 偏差 止 値   
定数項 5.004 0.348 14.391 0.0OO 

性別 
年齢 
所得水準Ⅱ ダ ミ一 ) 

所得水準 2( ダミ 一 ) 

所得水準 卸 ダミー )   
学生・子供 ( ダミ 一 ) 

BS 加入 ( ダミ 一 ) 

CS 加入 ( ダ ミ一 ) 
ケーフルテレビ 加入 ( ダミ 一 ) 

ゲーム ( 時間 ) 

インターネット ( 時間 ) 

  

-0.009 

0 ． 00l 
0 ・ 528 
0 ・ s5G 
0 ． 763 
-0.411 

-0.356 

0 ． 0g6 
一 0 ・ 0g3 
0 ・ 013 
0 ・ 0o0 
0.000 

2.121 

0 ． l28 
0.000 

0 ・ lgs 
0 ・ 230 
0 ・ 250 
0 ・ 1@l 
0.170 

0 ・ 234 
0 ・ l62 
0.146 

0 ・ 000 
0 ・ 000 
0.041 

-0.066 

2.406 

2.704 

2.419 

3.055 

一 2.27@ 

一 2.l00 

0 ． 4ll 
-0.572 

0 ． o@6 
0.975 

0 ・ 270 
51.851 

0.947 

0.0l6 

0 ． 007 
0 ・ 016 
0.002 

0 ・ 023 
0.036 

0.681 

0 ・ 567 
0.931 

0 ・ 3@g 
0.787 

0.000 

  

 
 

 
 

 
 

 
 



推計結果は図表 6 一 3 に示されている。 平日の総視聴時間を 被説明変数とした 結果を左 

側、 休日の総視聴時間を 被説明変数とした 結果を右側に 配置した。 また、 それぞれ実数値 

だけなく対数値をとった 場合、 ゲームやインターネットを 含めた場合と 除いた場合の 推計 

もおこなっている。 以下、 結果を順にみていこう。 

まず個人属性に 関して見て い こ う 。 平日・休日を 問わず、 年齢層の上昇に 伴 い 視聴時間 

が 長くなる傾向が 示されている。 性別に関しては、 女性の視聴時間が 長くなる傾向があ る 

ことが示されているが、 ここでは有意とはなっていない。 また基本的な 傾向として、 平日 

に 関しては、 所得水準の上昇とともに 係数の値が低下しており 視聴時間が短くなることが 

示された ( ただし統計的には 有意ではない。 ) 。 一方、 休日に関しては、 所得水準の高 い 

層の視聴時間が 長くなる傾向が 示されている 

一つの解釈としては、 所得階層が、 金銭的な状況と 言うよりも各個人の 労働時間を主に 

代理しているというものであ る。 このため、 特に年収 200 万以上の階層は、 平日は時間消 

費 型の余暇サービスの 享受が制約される。 一方、 休日に関しては、 時間的制約が 働かない 

ため、 視聴時間が基準 層 と比較しても 長くなるということを 示していると 考えれば、 辻棲 

が 合 う よ う であ る。 

次に 、 多チャンネル 化・ 多メヂイブ 化の影響について 見てみよう。 多チャンネル 化にっ 

いては、 BS 、 CS 、 ケーブルの加入状況を 示す変数の係数に 関して、 明確な傾向は 見られず、 

加入状況の違いによって、 総利用時間が 変化するという 傾向は見られない。 多 メディア化 

の例として、 ゲームやインターネット 利用時間を説明変数としたが。 総視聴時間と 負の相 

関関係が見られる 部分もあ るが、 一部、 明確に結論を 出すことはできなかった。 明確な関 

係が得られなかったのは、 テレビ視聴時間の 長さと比較してインターネットやゲーム 等の 

利用時間が短 い こと一員であ ろう。 

本節での結果を 要約しよう。 

①性別・年齢といった 個人属性や就労状況、 所得水準といった 変数と明確な 関係が見出さ 

ね た 

② CS 及び CATV への加入状況を 示す変数については、 明確な関係 は 見出せなかった 

③ビデオ・ゲーム・インターネットなどの 利用時間とテレビ 視聴時間は負の 関係が見出 

された。 特にインターキット 利用時間との 関係については 明確に負の関係が 見出された。 

このような結果は、 テレビの総視聴時間が。 ビデオ、 ゲーム、 インターネットといった 

新しいメディアの 利用と競合・ 代替的関係にあ ること、 視聴可能なチャンネル 数の増加、 

すなわち多チャンネル 化は、 テレビの視聴時間全体の 底上げには必ずしもっながらな いこ 

とを示唆している。 

6. 3. 3  既存放送の視聴時間への 影響 

6. 3. 2 で、 視聴可能なチャンネル 数の増加、 すなむち多チャンネル 化は、 テレビの 

視聴時間もしくは 視聴チャンネル 数に対して、 明確な関係を 持たないことを 示したが、 で 
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は 多チャンネル 化は視聴行動のどのような 点に影響をもたらすのであ ろうか。 加入状況別 

に 各放送サービスの 利用時間平均を 計測した結果を 図表 6 一 4 に示している。 

図表 6 一 4  各放送サービス 利用時間 

 
 

 
 

  

テレビ総視聴時間が 加入状況によって 異なっているため、 平均値の比較から 結論を述べ 

ることができないが、 特に CS 加入世帯を中心として、 地上波公共放送、 地上波民間放送の 

視聴時間が短くなる 傾向が示されている。 そこで前節同様、 地上波の公共放送もしくほ 民 

間放送の視聴時間を 被説明変数とし、 先ほどと同様の 説明変数を用いて 計量分析を行って 

みたい ( 方程式 (2) および (3))0 

地上波公共放送に 関する推計結果が 表 5 に、 地上波民間放送に 関する推計結果が 表 6 t こ 

示されている。 前節同様、 それぞれ平日 / 休日の結果および 実数 ィ直 7 対数値の結果を 示して ぃ 

る 。 さらに本節では、 総視聴時間と 各放送サービスの 利用時間配分が 同時決定されている 

と想定した同時ト 一ビット方程式についても 推計を行っている。 

まず地上波公共放送の 視聴時間に対して 見てみよう。 加入 ダミ 一に関して、 CS 加入を表 

す 変数のみが平日・ 休日を通じて、 負で有意となった。 また、 ゲーム・インターネットの 

利用時間については、 平日休日を問わず、 係数は負の値を 示している。 特にインターネッ 

ト 利用時間に関して、 有意なケースが 多いようであ る。 性別・年齢に 関しては、 総視聴時 

間の場合と異なり、 明確な傾向をみることは 難しいようであ る。 所得水準・職業を 示す 変 

数に関しては、 総視聴時間の 変化を通じて 影響したものと 考えられる。 

次に、 地上波民間放送の 視聴時間について 見てみよう。 CS 、 ケーブル加入を 示す変数の 

係数は 、 負で有意となっているケースが 多く、 公共放送に対する 影響とは 若 千の差異が見 

られるようであ る ( 平日の対数を 用いたケースで 結果が不安定となっている ) 。 また、 ゲ 

ーム・インターネットの 利用時間に関しても、 公共放送の場合と 異なり明確な 傾向を見い 

だせなかった。 

推計の結果から 読みとれるのは、 CS 加入とケーブルテレビ 加入で、 公共放送、 民間放送 

に 与える影響は 異なるようであ る、 ということであ る。 即ち、 CS 放送サービスは 公共放送・ 

民間放送それぞれと 排他的な視聴関係にあ り、 加入によって 他サービスの 視聴時間が減少 

する。 一方、 ケーブルテレビは、 公共放送と排他的傾向はなく、 民間放送とのみ 排他的 視 
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聴 関係にあ るようであ る。 実態を考えると、 ケーブルテレビサービス は 既存放送の再送信 

が加入理由となっている 場合も多く、 政策的な加入促進も 行われているなど、 純粋な意味 

で 多チャンネルサービスとは 言えない面があ る。 その意味では、 多チャンネル 化の影響は 

CS のほうが正しい 姿を表現していると 言えるかもしれない。 
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一 図表 6 

BS 加入 ( グ ミ一 ) -22.701 20.183 Ⅱ． l25 0.261 

CS 加入 ( ダミー ) 一 3l.667 円． g74 -2.266 0.023 

ケーフルテレビ 加入 ( ダ ミ一 ) -4.177 12.415 一 0.336 0.737 

ゲーム ( 時間 ) 一 0.819 0.290 一 2.@22 0.O0B 

インターネット ( 時間 ) -0.386 0 ． ド 4 -3.715 0.000 

性 9@l( タ，ミ一 ) -11.758 11.244 一 1.046 0.296 

年齢 0.007 0.042 0.166 0.868 

所得水準Ⅱ ダミ 一 ) 90.243 16.168 5.582 0.000 

所得水準 2( ダミ 一 ) 78.349 19.211 4.078 0.000 

前神水準 3( グ ミ一 ) 107.882 21.156 5.098 0-000 

就業 ( ダミ 一 ) -l73-748 14.966 一 ll.6l0 0.000 

学生・子供 ( グ ミ一 ) -114.168 14.888 一 7.669 0.000 

s@ と 160.777 4.5@8 35.043 0.OOn   
  
碇 魚文 数 NHK 視聴時間 

係数 t 粟生 隼 i 仰苛 モ辛 七 @ 口 p 値 
定数項 2.022 0 ． 3f6l 5.BOO 0.000 

BS 加入 ( グ ミ一 ) -0.617 0.525 -1.176 0.240 

CS 加入 ( ダミ 一 ) -0.694 0.363 -1.912 0.056 

ケーフルテレビ 加入 ( ダミ b) -0.291 0.324 -0.898 0.369 

ゲーム ( 時間 ) -0.480 0.l7@ -2.695 0.007 

インターネット ( 時間 ) 円・ 224 0.079 -2.849 0-004 

性別 ( グ ミ一 ) -0.207 0.29l -0.713 0.476 

年櫛 -0.001 0.00l 一 l.045 0.236 

所得水準Ⅱ グ ミ一 ) 1.578 0.422 3.739 0.000 

所竹 水準 れ ダミー づ @.078 0.502 2.U4g 0.032 

所紳 水準Ⅱ ダミ 一 ) 2.122 0.55l 3.853 0.000 

就業 ( ダ ミ一 ) -3.509 0.391 -8.965 0.000 

学生・子供 ( ダ ミ一 ) -2.619 0.386 -6.790 0.0a0 

slg@ Ⅰ 甘 4.252 0-l28 33.114 0.000 

平日③連立ト 一ビットモテル 

従 仏文 数 NHK 視聴時間 

係数 柄革偏差 t@ 直 p 値 

定数項 -2)2.706 20.125 一 10.569 0.000 

BS 加入 ( グ ミ一 ) -32.104 18.151 -1.769 0.077 

GS 加入 ( グ ミ一 ) -27.518 13.341 -2.063 0.039 

ケーフルテレビ 加入 ( タ ・ ミ 一 ) 一 0.523 11.462 -0.046 0.964 

ゲーム ( 時間 ) 一 0.780 0.335 -2.329 0.020 

インターネット ( 時間 ) -0.222 0.l08 一 2.058 0.040 

テレビ総視聴時間 0.786 0.061 12.824 0.000 

定数晩 346.525 8.118 42.687 0.000 

性別 ( ダミ 一 ) -33.183 10.026 -3.310 0.00l 

年齢 0.081 0.035 2.6lg 0.009 

所行水準Ⅱ ダ ミ一 ) 85.906 13.501 6.363 0.000 

所得水準 2( ダ ミ一 ) 54.627 16.369 3.337 0.001 

所行水準 皿ダ ミ一 ) 64.760 17.864 3.625 0.000 

就業 ( グ ミ一 ) Ⅱ 70.6l4 13.300 Ⅱ 2.828 0.000 

学生・子供 ( ダミー ) -t@39.231 は． 784 -10.10) 0-0OO 

さ l2/s22 一 0.495 0.068 -7.292 0.000   151.443 3.889 38.943 0.0OO 

平日④対数連立ト 一ビットモテル 

従属変数 NHK 視聴時間 

係数 視準偏差 t@ 位 p 値 

定数項 -24.394 4.276 -5.705 0.000 

BS 加入 ( グ ミ一 ) 一 0.883 0.483 -1.827 0.068 

CS 加入 ( ダ ミ一 ) 一 0.6l7 0.338 Ⅱ． 824 0.068 

ケーフルテレビ 加入 ( グ ミ一 ) -0.357 0.307 -1.163 0.245 

ゲーム ( 時間 ) -0.433 0.l58 -2.746 0.006 

インターネット ( 時間 ) -0.154 0.074 -2.074 0.038 

テレビ総視聴時間 5.05l 0.870 5.808 0.000 

定数項 5.l84 0.079 65.764 0.000 

牲 9ll( グ ミ一 ) -0.079 0.061 -1.305 0.l92 

年齢 0.000 0.000 一 0.B26 0.53l 

所得水準Ⅱ ダ ミ一 ) 0.355 0.ll0 3.2l6 0.00l 

所得水準 2( ダ ミ一 ) 0.239 0.1l7 2.040 0.041 

所得 水皓 Ⅱ ダミ 一 ) 0.446 0-l36 3.274 0.00l 

就業 ( グ ミ一 ) -0.699 0.l29 -5.436 0.0o0 

学生・子供 ( ダ ミ一 ) -0.503 0.105 -4.793 0.000 
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休日①ト一ビットモテル 

従属変数 NHK 視聴時間 

係数 棟準 偏差 Ⅰ 値 p 値 

定数項 一 8-977 18.164 -0.494 0.62l 

BS 加入 け， ミ一 ) -10.660 25.495 -0.4)8 0.676 

OS 加入 ( ダ ミ一 ) -68.414 18.528 -3.693 0.000 

ケーフ lL テレビ加入 ( タ ・ ミ 一 ) 5.806 16.016 0.363 0.717 

ゲーム ( 時間 ) 一 0.l24 0.l64 -0.752 0.452 

インターネット ( 時間 ) -0.2 円 0.096 -2.261 D.024 

性別 ( グ ミ一 ) -5.301 14.860 -0.357 0.72l 

年竹 0.002 0.052 0.047 0.963 

所得水準 l( ダミ 一 ) 140.218 20.545 6.825 0.000 

所得水準 2( ダミ 一 ) 130.093 24.464 5. ㌻ a 0.000 

所得水準 穏ダミ 一 ) 184.078 27.018 6.813 0.QDO 

就業 ( ダミ 一 ) -194.788 18.703 Ⅱ 0.415 0.000 

学生・子供 ( グ ミ一 ) -195.360 21.208   -9.212 0.000 

sl 酊旧石 197.052 6 ユ 24 31.662 O.QOO   
  
従属変数 NHK 視聴時間 

係数 標準偏差 た値 D 値 

定数項 0.09@ 0.430 0 ⅠⅡ 0.833 

BS 加入 ( ダミ 一 ) 0.l68 0.599 028l 0.779 

CS ぬ入 ( グ ミ一 ) Ⅱ． 308 0.434 -3.012 0.003 

ケーフルテレビ 加入 ( グ ミ一 ) 0.302 0L378 0.797 0.425 

ゲーム ( 時間 ) -0.343 0.188 Ⅱ・ 830 0.D67 

インターネット ( 時間 ) 一 0.l21 0-085 一 l.425 0.l54 

佳月 @l( タ ・ ミ 一 ) 0.044 0.347 0-l28 0.898 

年捕 一 0.002 0.001 Ⅱ -458 0.145 

所得水準Ⅱ ダ ミ一 ) 2.833 0.486 5.@33 0.000 

所得水準 2( グ ミ一 ) 2.337 0.577 4-050 0,000 

所得水準 祇グ ミ一 ) 3.920 0.636 6.167 0.000 

就業 ( ダミ 一 ) -3.860 0 ． 4 ㏄ -8.717 0.000 

学生・子供 ( ダミ 一 ) -4.409 0.495 -8.914 0.000 

  4.708 0 ．Ⅱ S 29.805 0.000 

休日③連立ト 一ビットモデル 

従属変数 NHK 視聴時間 

  係数 標準偏差 化値 p 値 
定数項 -546.398 55.444 -9.855 0.000 

日 5 加入 ( グ ミ一 ) 一 18.397 23.565 -0.781 0.435 

CS ぬ入 ( ダ ミ一 ) -61.412 16.487 -3.725 0.000 

ケーフルテレビ 加入 ( ダミ 一 ) 8.294 14.292 0.580 0.562 

ゲーム ( 時間 ) -0.063 0.134 -0.470 0.638 

インターネット ( 時間 ) -0.087 0.089 -0.976 0.329 

テレビ総視聴時間 1.789 0.192 9.324 0.000 

定数項 296.6Z5 7.596 39.050 0.000 

催 セ兄 @@( タ ，ミ 一 ) -2.226 7-482 -0 ユ t98 0.766 

年齢 0.024 0.021 l.l44 0.253 

所得水準Ⅱ ダ ミ一 ) 77.139 11.820 0.526 0.000 

所何 水準 2( グ ミ一 ) 73,129 13.422 5.449 0.000 

所得水準 3( ダミ 一 ) 98.990 1S ・ 456 G.405 0.000 

就業 ( ダミ 一 ) -102.786 12.645 -8.129 0.o00 

学生・子供 ( ダ ミ一 ) Ⅱ 00.286 13.602 -7.373 0.000 

6l2/ss22 -1.422 0-197 -7,222 0.000   176.404 4.893 36.050 0.000 

休日④対数連立ト 一 ビ ・ソト モ チル 

従属変数 NHK 視聴時間 
係数 棟 革偏差 Ⅰ 値 p 値 

定数項         

日 5 加入 ( ダ ミ一 )         

CS ぬ人 ( ダ ミ一 )         

ケーフルテレビ 加入 ( グ ミ一 )         

ゲーム ( 時間 )         

インターネット ( 時間 )         

テレビ総視聴時間         

定数項         

性別 ( ダ ミ一 )         

年齢         

所得水準Ⅱ ダ ミ一 )         

所得水準 2( ダミ 一 )         

所得水準 釧ダミ 一 )         

就業 ( グ ミ一 )         

学生・子供 ( ダミ 一 )         



一 図表 6 一 6  一 

BS 加入 ( ダ ミ一 ) 

CS 加入 ( グ ミ一 ) 
ケーブルテレビ 加入けミ一 ) 

ゲーム ( 時間 ) 

インターネット ( 時間 ) 

性別 ( グ ミ一 ) 

年壮 
所得水準Ⅱ ダミ 一 ) 
所得水準 2( ダ ミ一 ) 
所得水準 目ダ ミ一 ) 

就業 ( ダミ 一 ) 

学生・子供 ( ダ ミ一 ) 
sl 名 下 Ⅱ ヨ   

41.254 

-32.892 

一 2@.g5l 

-0.021 

-0.179 

-S0.448 

0 ・ 142 
3.154 

一 45.410 

一 46.g42 

一 22.4@9 

-85.832 

200.002 

22.359 

15.611 

14.072 

0.l90 

0 ・ 08l 
12.359 

0.052 

18.770 

22.230 

24.119 

17.509 

16.277 

4.100 

l.845 

-2.107 

-2.057 

-0,   13 
-2.197 

-4.082 

2.720 

0.168 

-2.043 

-1.946 

Ⅱ・ 2@4 

-5.273 

48.785 

0 ． 065 
0.035 

0 ・ 04o 
0 ． glD 
0.028 

0 ． 00o 
0-007 

0.867 

0 ・ 04l 
0 ・ 052 
0.l99 

0 ・ 000 
0 ． 000 

  
従属変数 民放視聴時間 

係数 糠準條差 t Ⅱ 珪 p Ⅰ 直 
定数項 4.Q93 0.216 18.992 0.000 

BS 加入 は ミ一 ) 0.434 0.305 1.423 0.155 

CS 加入 ( ダミ 一 ) -0.194 0.2l2 -0.913 0.36l 

ケーフルテレビ 加入 ( ダ ミ一 ) 0.052 0.191 0.269 0.788 

ゲーム ( 時間 ) 0.068 0.087 0.778 0.437 

インターネット ( 時間 ) 0.0l5 0 ． 044 0.338 0.735 

性別 ( ダミ 一 ) -0.530 0.168 -3.156 0.002 

年輪 0.002 0.001 2.575 0.0l0 

所得水準Ⅱ ダ ミ一 ) 0.056 0.255 0 ・ 幻 8 0.828 

所持水準 2( ダ ミ一 ) -0.541 0.302 -1.791 0.073 

所得水準㎡ グ ミ一 ) -0.397 0 ． 328 -1.210 0.226 

就業 ( ダ ミ一 ) 0.361 0.238 l.52l 0.12@ 

学生・子供 ( ダ ミ一 ) -0.4)3 0.222 Ⅱ・ 86i 0.063 

  2.743 0.058 47.459 0.000 

平日③連立ト 一ビット モ チル 

従屈 変数 民放視聴時間 

係数 市井 @a 隼 @@ 良モ ミ た値 p 値 
定数項 29.619 14.513 2.041 0.041 

日 S 加入 @ ミ 一 ) 
CS 加入 ( ダミ 一 ) 
ケーフルテレビ 加入 ( ダ ミ一 ) 

ゲーム ( 時間 ) 

インターネット ( 時間 ) 

テレビ総視聴時間 

定数項 

性別 ( ダミ 一 ) 

年 的 

所得水準Ⅱ グ ミ一 ) 
所籠 水準 2( グ ミ一 ) 
所得水準 3( ダ ミ一 ) 

就業 ( グ ミ一 ) 

半生・子供 ( グ ミ一 ) 
sl2/s22   

9.580 

-21.843 

-29.210 

0.070 

0 ． 071 
0 ・ 562 
346.269 

-29.535 

  0 ． 103 
85.337 

55.733 

54.078 

-171.026 

-135.269 

0.281 

121.536 

14.578 0.657 

8.766 -2.237 

8.915 -3.277 

0.121 0.576 

0.056 l.258 

0.042 13.533 

8.072 42.898 

10.531 -2.805 

0.043 2-39B 

14.033 6.08l 

17.586 3.l69 

18.986 2.848 

13.742 -12.446 

14.129 -9.574 

0.045 G.170 

2.314 52.524 
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平日④対数連立ト 一ピット モチル 

従屈 変数 民放視聴時間 

係数 採 革偏差 七値 p ℡ 
定数項 2.272 l.394 1.629 0.l03 

BS 加入 ( グ ミ一 ) 

CS 加入 ( グ ミ一 ) 
ケーフルテレビ 加入 ( ダ ミ一 ) 

ゲーム ( 時間 ) 
インターネット ( 時間 ) 

テレビ総視聴時間 
定数項 

性別 ( グ ミ -) 

年輪 
所行水準Ⅱ ダ ミ一 ) 

所得水準 2( ダ ミ一 ) 

所得水準 紙ダミ 一 ) 

就業 ( ダミ -) 
学生・子供 ( ダ ミ一 ) 

0 ． 139 
-0.170 

-0.091 

0 ・ 063 
0 ・ 072 
0 ． 264 
5.lt6 

-0.039 

0 ・ 000 
0.450 

0 ． 47g 
0.4l9 

-0.768 

-0.361 

 
 
 
 
 
 

 
 

0.599 

-1.151 

-0.664 

0 ・ g66 
2.@05 

0.947 

65.563 

-0,594 

-0.372 

3.596 

3.496 

Z.g00 

-5.538 

-3.533 
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休日①ト一ビットモデル 

従属変数 民放視聴時間 

係数 標準偏差 七個 p 値 
定数項 195217 16.756 11.651 0.000 

日 5 加入 ( ダ ミ一 ) 

CS 加入 ( タ ・ ミ 一 ) 

ケーフルテレピ 加入 ( ダ ミ一 ) 

ゲーム ( 時間 ) 
インターネット ( 時間 ) 

性 9@( グ ミ一 ) 

年齢 
所得水準 @ ダミ 一 ) 
所得水準 2( ダミ -) 
所得水準 3( グ ミ一 ) 
就業 ( グ ミ一 ) 

学生・子供 ( グ ミ一 ) 

si ヰ Ⅰ こ   
  
徒屈 変数 

定数項 
 5 加入 ( ダ ミ一 ) 

CS 加入 ( ダミ 一 ) 

ケーブ JL テレビ加入 ( グ ミ一 ) 

ゲーム ( 時間 ) 
インターネット ( 時間 ) 

性別 ( グ ミ一 ) 

年齢 
所得水準Ⅱ ダ ミ一 ) 

所得水準 i( グ ミ一 ) 

所得水準 目グ ミ一 ) 

就業 ( グ ミ一 ) 

学生，子供 ( グ ミ一 ) 
S@ き 

10,168 

一 4a.a72 

一 51.3S2 

0.032 

-0.188 

Ⅱ． @g7 

0.l63 

-1.455 

-7.652 

3.804 

15.983 

-36.053 

211.505 

23.664 

16.436 

14.B30 

0.l36 

0.073 

13.103 

0.055 

19.952 

23.477 

25.482 

18.485 

17.315 

4.4ol 

0 ・ 430 
-2.973 

-3.465 

0 ・ 232 
-2.594 

-0.145 

2-g79 

-0.073 

-0.326 

0.l4g 

0.865 

一 2.0@2 

48,055 

0.667 

0 ・ 003 
0 ． 00l 
0.8l6 

0.009 

0 ． @@5 
0.003 

0 ． g42 
0 ・ 744 
0 ・ @8l 
0.387 

0.037 

0.000 

民放視聴時間 

係数 柄 準 偏差 上 f Ⅱ主 p 値 
4.045 0.228 17.704 0.000 

-0.071 0.324 -0.219 0.826 

-0.640 0.225 -2.843 0.004 

一 o.477 0.203 一 2.350 0.0lg 

O.128 0.0a0 l.589 0.1l2 

0.048 0.043 l.ll2 0.266 

-0.047 0.179 -0.261 0-794 

0-002 0.00l 2.l47 0.032 

-0.096 0.272 -0.354 0.724 

-0.112 0.320 -0.350 0.726 

0.134 0.348 0.387 0.695 

0.20a 0.252 0.824 0.410 

-0.214 0.23G -0.905 0.365 

2.909 0.062 46.816 0-000 

休日③連立ト 一ビット モ チル 

従属変数 民放視聴時間 

係数 柄 準 偏差 t 直 p 値 

定数項 115.239 26.326 4.377 0.000 

BS 加入 ( ダミ 一 ) 

CS 加入 ( ダ ミ一 ) 
ケープルテレビ 加入 ( ダ ミ一 ) 

ゲーム ( 時間 ) 
インターネット ( 時間 ) 

テレビ総視聴時間 

定数項 

性別 ( ダミー ド 

年齢 
所得水準Ⅱ グ ミ一 ) 

所得水準 2( ダミ 一 ) 
所得水準 祇グ ミ一 ) 

就業 ( ダミ 一 ) 
半生・子供 ( グ ミ一 )     

-3.786 

-38.957 

-47.691 

0.082 

0 ． 052 
0.289 

285.296 

8.329 

0.084 

92.545 

98.872 

107.558 

-)]8.6)3 

-86.650 

0.492 

134.580 

17.457 -0.217 0.828 

11.083 -3.515 0.000 

10.473 -4.S54 0.000 

0-l09 0.747 0.455 

0.063 0.83l 0.406 

0.087 3-312 0.001 

9.813 29.072 0.000 

10.061 0.828 0.408 

0-035 2.356 0.0l8 

15.021 GLt6t 0.000 

18.275 5.410 0.000 

19.211 5.599 0.000 

14.771 -8.030 0.000 

15.119 -5.731 0.000 

0.08g 5.524 0.000 

2.523 53.336 0.000 

休日④対数連立ト 一ビットモテル 

従屈 変数 民放視聴時間 

係数 枕 隼 偏差 上位 p 値 
定数項 2.@3l l.560 l.3B7 0.l72 

巳 5 加入 ( グ ミ一 ) 

cS 加入 ( グ ミ一 ) 

ケープ @b テレビ加入 ( ダ ミ一 ) 

ゲーム ( 時間 ) 

インターネット ( 時間 ) 

テレビ総視聴時間 

定数項 

佳ぉ り ( ダミー @ 

年牡 
所得水準Ⅱ ダミ 一 ) 

所得水準 2( ダ ミ一 ) 

所行水準明ダ ミ 一 ) 

就業 ( ダミ 一 ) 

学生・子供 ( ダミ 一 ) 

一 0 ・ @05 
-0.530 

-0.494 

0.076 

0.087 

0 ・ 344 
4.806 

0 ・ 044 
0.000 

0-569 

0.602 

0 ・ GG( 
-0.534 

-0.306 

0-2S3 -0.811 

0.l67 -3.171 

0.l56 -3.162 

0.OB5 l.169 

0.034 2.539 

0.3l5 l.092 

0.0@0 60.421 

0.075 0-589 

0.000 一 0.907 

0.149 3.826 

0.l66 3.625 

0.182 3.630 

0.l40 一 3-801 

          -2.766 
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6. 4  第 6 章のまとめ 

以上、 テレビの視聴行動に 対する 多 メディア化・ 多チャンネル 化の影響をも う 一度まと 

めておこう。 

①ゲーム， ビヂ オインターネ、 ット などの 多 メディア化は、 テレビの総視聴時間と 代 

替 的であ る可能性が高い。 特にインターネ、 ット の利用時間は、 放送サービスの 利用 

時間全体に対して 負の影響を与える 可能性が高い。 すな ね ち、 多メ ヂノ ア化はテレ 

ビの視聴時間全体を 減少させる。 

②これに対して、 視聴可能なチャンネル 数の増加、 すなわち多チャンネル 化は、 利用 

チャンネル数や 総視聴時間を 底上げする可能性は 低く、 各放送サービスの 視聴時間 

0 分散を通じて、 各放送サービスあ たりの利用時間を 減少させる可能性を 示してい 

る 。 

これをより経済学的な 文脈で整理すれば、 以下のように 換言できよう。 

  放送サービスの 需要は、 余暇消費の一部であ り、 労働供給等の 条件によって 大きく制約 

される。 

  人は与えられた 余暇の時間制約の 下で、 各放送サービスの 利用を決定する。 

  このため、 チャンネル数の 増加によって 、 自らの選時により 近いサービスを 余暇として 

消費可能になったとしても、 これが視聴時間の 増加に結びつくということを 期待するこ 

とはできない。 また、 視聴可能チャンネル 数の増加は 、 各サービスの 視聴時間の分散を 

もたらすことになる。 

今後、 多メディア・ 多チャンネル 化が進展し、 提供されるコンテンツが 充実してゆくな 
らば、 公共放送や広告放送など 既存の放送サービスの 利用時間が大きく 影響を受けるが、 
その影響の程度についてほ 異なったものとなる 可能性が高いと 言え、 その結果既存サービ 
スの 構成も大きく 変化することが 予想される。 
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[ 注 : ト一ビット モヂル について ] 

ト一ビットモデルとは、 分析対象とする 従属変数があ る条件を満足した 場合にのみ観測 

されるケースで 利用される モヂル であ る。 

ノ ， が = 移 + ら 円 十は i 

y 刀 = ノ ㍉ ばノ ㍉ ノ 0 

ノガ Ⅰ 0 土 fJ ノ ;t 二 %0 

ただし、 尤は 7 番目の放送サービスの 視聴時間 

d 、 b は推定されるべき 係数、 毛は説明変数ベクトル、   

れは誤差 項 で、 Ⅳ (0 ， ヴ 2) に従うと仮定される。 

このとき、 以下の尤 度 関数に基づく 最尤法 による推定が 用いられる。 

，ぴ夕 2)" 目巨 ・。 し加 ) 臆 "" №，， 伽 」 
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論 アンケート調査の 概要と他調査との 比較 

補一 1  アンケート調査の 概要 

第 5 章の有料放送加入に 関する分析、 第 6 章の視聴時間に 関する分析で 利用したデータは 、 

情報通信政策研究所が 平成 16 年 3 月に首都圏地域及び 北陸地域の世帯を 対象として実施し 

た アンケート調査 ( 「放送・通信メディアの 利用についてのアンケート」 ) を利用している、 

この調査では、 各世帯の構成員に 対して放送や 通信サービスの 加入状況及び 利用状況に関す 

る 実態を調査している。 この調査は、 平成 6 年度、 平成 9 年度。 平成 12 年度と 3 年度ごと 

に 実施しており、 今回で 4 回目となる。 

本調査の目的は、 テレビの視聴行動を 中心に、 各情報通信メディアの 利用状況に関して 客 

観 的に把握し、 その特性を明らかにすることであ るが、 今回の調査では、 普及が著しいイン 

ターネ、 ットや 携帯電話などの 通信分野の影響を 考慮するため、 調査内容の見直し・ 拡張を行 

った 。 ただし、 過去の結果と 比較を可能にするために、 一部陳腐化の 著しい項目を 除き、 可 

能 な限り既存の 調査項目と整合的となるよ う 配慮している。 調査概要に関しては 以下のと お 

り 。 

・調査地域 : 関東地域及び 北陸地域 

・調査対象 :CATV 加入世帯 /CS 加入世帯 7 基本台帳 抽出世帯よりランダムサンプリンバ 

・調査方法 : 郵送自記入法。 質問票は世帯事と 個人 票 により構成 

・調査対象 日 : 平成 W6 年 3 月の 1 週間のうち平日と 土，日のそれぞれ 1 日を選択して 回答 

・実施機関 : 社団法人 日本リサーチ 総合研究所 

・回収率 : 世帯 票 回収 数 616 世帯、 個人 票 回収数は 1,684 件、 回収率 16.38% 

調査 票 ( 世帯 票 および個人 票 ) に関してほ、 巻末に掲載している。 

以下では、 できるだけ本文中の 分析との重複を 避けつつ、 関連する集計結果にて 簡潔に概 

観する。 特にテレビ視聴と 密接な関係にあ る、 インターネットの 利用行動や携帯電話の 利用 

状況について 整理する。 より詳細な結果については、 別途報告書を 参照されたい。 
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[ サンプルの特徴 ] 

本調査は放送サービスの 利用行動に焦点を 当てるため、 各放送サービスの 利用者 ( サンプ 

ル数 ) 0 回収 数 が一定水準に 達するようにサンプリンバの 段階から調整を 行っている。 この 

ため、 サンプル構成は 一般的な普及状況とほ 異なったものとなっている。 

サンプル世帯の 放送サービスの 受信及び加入状況をみると、 ケーブルテレビ 加入者が 

38.1% 、 C5 放送が 26.1% 、 B5 放送 ( アナロバとデジタルを 含む ) の直接受信は 6.9% 、 地 

上 放送のみ世帯は 19.6% となった。 これは全国の 加入率と比較しても、 CS 放送加入世帯の 

割合が高い。 

図表 補 一丁 サンプルの加入状況 

N 二 583 

Bs 放送 
6.9% 

CATV ・ CS 

同時加入 
9.4% 

( ホ ) いずれの値も「 CATV 、 CS 同時加入」を 含む。 ( 世帯 票 55 、 個人 票 176) 

75 



インタ一本 ット の利用状況 

(1) インターネ、 ット の利用 

インターネ、 ット の利用についてたずねたところ、 自宅と職場や 学校の両方で 利用してい 

6 人が 16.0% 、 「自宅のみ」で 利用しているは 32.9% 、 「職場や学校でのみ」利用してい 

ろ は 8.2% となっている。 全く利用していない 人ほ 36.6% であ った。 

図表 補一 2  インターネットの 利用 

Ⅰ
Ⅰ
 

回
答
 

3
%
 

・
 

無
 6
 

8.2% 
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自宅でのインターネットの 利用時間についてたずねたところ、 利用者の平均は、 平 日 

61.12 分、 休日 67.47 分となった。 

平日は、 30 分以上Ⅰ時間未満が 32.3% で最も多く、 ついで、 10 分以上 30 分未満の 26.7% 

となっている。 

一方、 休日は、 30 分以上 1 時間未満が 29.4% で最も多く、 ついで 1 時間以上 2 時間未満 

(22.0%) 、 10 分以上 30 分未満 (21.2%) の順となっている。 

図表 補一 3  インターネットの 利用時間 

( 平日 ) 

無 回答     Ⅰ 0 20 (%)@ 30 
    

  

        

30 分 未満 

「時間未満 28.2 

2 時間未満 

3 時間未満 

3 時間以上 

  

N 二 626 

平均 61.12 分 

7
7
 
 
 

N
 

均
 
平
 

( 休日 ) 

無 回答 

  

      

  

  10 20 (%)  30 

「 0 分未満 

30 分未満 

Ⅰ時間未満 27.7 

2 時間未満 

3 時間未満 
N 亡 673 

3 時間以上 8.5 
平均 71,58 分 
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(2) サービスの利用 

メールや W 田 B 閲覧などのインターネ、 ット のサービスでは、 「旅行やバルメなど 趣味や娯 
楽 のための情報収集」への 利用が最も多く、 75.6%  ( よく利用する 30.6% 、 時々利用する 

45.0% の計、 以下同じ ) の人の利用がみられる。 

また、 「仕事や学習に 利用するための 情報検索、 情報収集」 臼 4.9%) 、 「電子メール やメ一 

ルマガジンの 利用」 (69.7%) といったサービスの 利用も多い。 

図表 補一 4  インターネットで 利用しているサービス 

N=716 

Ⅰよく利用する 四時々利用する ロ あ まり利用しない 田無回答 

  

旅行やバルメなど 趣味や娯楽のための 情報収 

仕事や学習に 利用するための 情報検索、 情報収 

電子メール、 メールマガジンの 利用 

ニュース、 天気予報などの 

テレビ番組や 映画などの紹介サイト 

オンラインショッピンバ、 オークションの 利用 

企業や製品紹介などのネット 広告 

地元の自治体や 商店街のイベントなど 地域情報の収 

"2 チヤン ネ ) げ やチヤットなどのコミュニケアション 

株式やネットバンキンバなど 金融商品の取引 

 
 0
%
0
 

（
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のが「新聞 ( ニュース ) 、 データベースの 利用」 (27.7%) となっている。 ついで、 「音楽の 

視聴や録音・ダウンロード」が 20.8% となっている。 

また、 今後利用したひサービスとしては、 「映画やテレビなど 映像の視聴・ダウンロード」 

(36.7%) 、 「音楽の視聴や 録音・ダウンロード」 (35.5%) が高く、 「 e ラ ー ニンバ ( インタ 

一 ネットによる 学習教育 ) 」も 24.6% となっている。 

図表 補一 5  W 田 B 閲覧以外のサービスニーズ 
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新聞、 データベースの 利用 
    

20.1 

音楽の視聴や 録音、 
ダウンロード 35.5 

ゲーム 
Ⅰ 7.9 

各種ファイルの 交換・転送 
15.9 

映画等の映像の 視聴   
ダウンロード 36.7 

e ラ ー ニンバ 24.6 

利用していない   
12.6 

刺客したりと 思わない」 

無 回答 26.7 
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移動体通信の 利用 

(1) 携帯電話・ PHS の利用 

携帯電話や PHS を利用している 人は 70.4% であ った。 内訳をみると、 携帯電話のみが 

95.5% と大半で、 PHS  のみ (2.8%) や携帯電話、 PHS  のいずれもを 利用 (1,6%) 

とわずかであ った。 

携帯電話の通信会社をみると、 ドコモ (52.9%  ) 、 au  (24.7%) 、 № da$one  (20 ・ 7%) 、 

、 ツー カー (4.1%) の順になっている。 

図表 補一 6  携帯電話、 PHS の利用 

①保有状況 

無 回答 PHS のみ   
N 引 ， 467 

  

②携帯電話の 通信会社 

(%) 
0 20 40 60 

      

N Ⅰ 丁 ドコモ 52.9 

  

au 2  4  .7 

  

Vodafone 2  0  .7 

    

ツ - カー 4.1 
  

  
N=1,004 
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(2) 機能やサービスの 利用状況と意向について 

現状で、 利用している 機能・サービスを 複数回答でたずねたところ「メールの 送受信」 

が 83.1% でもっとも多い。 また、 「写真や動画の 撮影」 (43.2%) 、 「 着 メロ・ 著 うたダウ 

ンロード」 (38.4%) も利用が目立っている。 

また、 今後の利用意向を 複数回答によりたずねたところ、 「メールの送受信」 (29.0%) 

や 「写真や動画の 撮影」 (24.9%) に加えて、 「 GPS 位置情報サービス」 (22.1%) 、 「テレ 

ビの 視聴」 (20.0%) 、 「音楽の視聴」 (19.8%) にが多い 

図表 補一 7  機能やサービスの 利用状況と意向について 

(%) 
よく利用している 機能・サービス 

100  80  60  40  20  0 

今後、 利用してみたい 機能・サービス 
N=   ， 033 (%) 

0 20  40  60  80  100 

一
 
"
"
 
8
3
.
1
 

メールの送受信 

着 メロ ，着 うたダウンロード 
待ち受け画面ダウンロード 

ニュースや天気予報などの 

情報配信 

携帯サイトの 閲 

ゲーム利用 

GPS 位置情報サービス 
、 ンョッ ピンク，決済 

音楽の視聴 

ビデオや映像などの 

配信サービス 

テレビの視聴 

ラジオの視聴 

漫画や小説などの 購読 

利用したことはない・ 

利用したくはない 

無回答 

81 



(3) 利用料金 

平成 16 年 2 月の回答者個人の 携帯電話 (PHS  を含む ) の利用料金について、 支払 

総額とその内訳を 自記入式でたずねた 結果、 支払総額の平均は 5,625.47 円となった。 

分布をみると、 3,000 円 以 上 4,000 円未満 (21.6%) が最も多く、 ついで 2,000 円以上 

3,000  円未満が 14.0%  、 4,000  円以上 5,000  円未満が 12.8%  の順となっている。 

図表 補一 8  携帯電話 (PHS を含む ) の支払総額 
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～ 2000 円未満 2.4 

～ 3000 円未満 14.0 

～ 4000 円未満 21.6 

～ 5000 円未満 Ⅰ 2.8 

～ 6000 円未満 9.7 

～ 7000 円未満 7.3 

～ 8000 円未満 5.l 

～ 9000 円未満 4.3 

～ 10000 円未満 2.9 

～ 12000 円未満     4.2 

～ 14000 円未満 2.4 

  
～ 16000 円未満 1.7   

  

～ 25000H  未満 0 ・ 7 
  
  

～ 25000 円以上 0 ・ 6 
  

無 回答 6.5 

平均 5, 625.47 円 
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次に、 ダイヤル通話と 利用した人 (N 二 806) のダイヤル通話料の 平均は 2, 224.40 円 

となっている。 

分布をみると、 ㍉ 000 円以上 1, 500 円未満が 13.8% で最も多く、 ついで 200 円未満 

(10.4%) 、 400 円以上 600 円未満 (10.2%) の順になっている。 

図表 補一 9  携帯電話 (PHS を含む ) のダイヤル通話料 

N ニ 806 

(%) 
  Ⅰ 0 20 30 

        
200 円未満 10.4 

  

400 円未満 9.4 

600 円未満 Ⅰ 0 ． 2 

800 円未満 口 。   ， 
  

1000 円未満 5,3 

1500 円未満 Ⅰ 3.8 

2000 円未満 5.6 

2500 円未満 9.2 

3000 円未満 4.7 

4000 円未満 9.9 

        " 。 " 口       
8000 円未満 

10000 円未満               4.2 
12000 円未満ニコ 16 
・ 、 。 。 。 円以上口，・ ， 

平均 2.224.40 円 
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パケット通信を 利用した人 (N=620) のパケット通信料の 平均は㍉ 711.57 円であ った。 

分布をみると、 200 円未満が 21.1% で最も多く、 ついで 1,000 円以上 1,500 円未満が 12.4% 

となっている。 

図表 補一 1 0  携帯電話 (PHS) のパケット通信料金 

N 幸 620 

(%) 
  Ⅰ 0 20 30   

200 円未満 2 Ⅰ・Ⅰ 

400 円未満 Ⅰ 1.8 

600 円未満 10.3 

800 円未満 6.0 

1000 円未満 3.9 

1500 円未満 12.4 

2000 円未満 6.6 
  

2500 円未満 6.8 

3000 円未満 2.6 

4000 円未満 6.5 

5000 円未満 3.9 

6000 円未満 2.3 

10000 円以上 2.6 
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有料コンテンツを 利用した人 (N こ 292) のコンテンツ 利用料金の平均は 520.43 円であ 

たし。 

分布をみると、 100 円以上 200 円未満 (22.9%) 、 300 円以上 400 円未満 (70.5%) の 

頓 になって - いる。 

図表 補一 1 1  携帯電話 (PHS) の有料コンテンツの 利用料金 

N=292 

(50 
  10 20 30 

    

100 円未満 2l. Ⅰ 

200 円未満     Ⅰ 1.8 
  

300 円未満 Ⅰ 0 ・ 3 

400 円未満 6.O 

500 円未満 3.9 

1000 円未満 Ⅰ 2.4 

1500 円未満 6.6 

2000 円未満 6.8 

2000 円以上 2.6 

平均 520.43 円 
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祐一 2  他 調査との比較 

本調査と同様、 アンケート形式をとる 他の主要注視聴行動関連調査は、 以下の通りであ る 70 。 

補一 1 でも述べたよさに、 本調査の特長の 1 っは 平日の 10 分ごとの視聴チャンネルに つい 

て 個人単位のデータを 外観できることであ るが、 NHK 放送文化研究所が 実施する「国民生 

活 時間調査」や「全国個人視聴率調査」等、 類似の方式をとる 調査もあ る。 しかし、 前者は 

テレビ視聴時間を 一括して記入するものであ り、 後者は NHK の分類について 細かい ( 例 : 総 

合 ・教育・衛星第一・ 衛星第二の区分があ る ) ものの民放は 一括記入となっているなど、 我々 

の 調査ほど詳細なデータを 取れる形式にはなっていない。 加えて、 我々の調査では、 C Ⅸ W 

や CS デジタルなど 有料放送加入世帯の 視聴行動まで 把握できるよ う 設計されており、 その 

点で視聴行動に 包括的に焦点をあ てたユニークな 調査ということができる。 

図表 補一 1 2  視聴者行動に 関する各種調査 

調査 名 l 国民生活基礎調査 l 日本人と テは 2000 

実施主体 NHK NHK 

実施時期 2000@10/12-10/22  2000 年 3 月上旬 
(2  日 づっ 計 4  回 ) 

対象者 全国 10 歳以上の 全国 16 歳以上の 

全国個人視聴率調査 放送に関する 世論調査 

NHK 民放連研究所 

2001@@@11/6-11/12@ 2001@@@1/25-2/15 

全国 7 歳以上の国民 全国 20 歳以上の国民 

  

国民 45,120 人 国民 5,400  人 3.600  人 4,000  人 

実施方法 配付回収 法 面接 法 面接 法 郵送 法 

有効回答 45,120  人 (73.1%) 3,584  人 (66.4% 2,737 人 (76.0 ㈲ 2,205 人 (55.1%) 
(%) Ⅰ曜日でも有効な 

l 酉 示 ) 

70 一般にテレビや 新聞紙上等で「視聴率」として 言及される場合、 ビデオリサーチやニールセン 等の民間合 

社の調査に基づく 結果であ る場合が多い。 しかし、 このような調査の 詳細な情報 は 有料で契約者にだけ 公開 

されている場合が 多く、 また、 調査方法も本調査と 大きく異なっていることから、 ここではとり 上げない。 
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第 7 章 要約と今後の 展望 

本稿では、 我が国放送産業に 関する経済分析を、 日本や諸外国の 制度的変遷やそれに 関する 

先行研究を踏まえながら、 需要面。 供給面から実証的に 行ってきた。 

第 1 章では、 本稿全体についての 目的意識を解説するとともに、 全体の構成と 各章で分析しよ 

ぅ とする問題内容について 説明した。 

第 2 章では、 地上波広告放送市場を 主たる対象として、 経済学的立場から 行われた近年の 実証 

分析に関する 論文をサーベイした。 地上波広告放送を 当面の主たる 分析対象とするのは、 現在 我 

が 国で基幹メディアとして 大きな役割を 担っているからであ ることを ヂ一タで 説明した後、 関連 

する市場として、 (a) コンテンツ市場、 (b) 広告主の財の 市場、 (c) 広告市場、 (d) 番組供給市場の 4 

つめ 関連する市場があ ることを指摘した。 我々が本稿で 主たる対象としたのは Wc) および (d) であ る。 

さらに、 地上波放送産業の 利潤の決定要因を 分析する際、 ①各市場が地域的に 分断された寡占 市 

場 になっていること、 ㎝ ) ネットワーク 加盟により費用節約が 可能になるという 利点を有している 

こと、 が考慮すべき 特徴になっている 点を確認した。 また、 短期的には番組編成行動が 戦略的変 

数 としてより重要な 位置を占めており、 経済学とともに 経営学的研究も 盛んであ ることを指摘し 

た 。 さらに、 供給側から見たこのような 伝送経路による 区分は 、 実は需要側からはそれほど 意識 

されておらず、 従って有料放送 ( ケーブルテレビ・ 衛星放送 ) や公共放送の 分析も考慮した 方が望ま 

しいことを説明した。 

第 3 章では、 地上波放送産業における 利潤の決定要因について 分析した。 日本における 地上波 

放送市場は、 免許制により 地域的に分断された 寡占市場となっている。 こうした制度的制約の 存 

在は 、 放送事業者の 市場構造を規定することを 通じて、 放送産業の利潤に 影響を与えていると 考 

えられる。 現在の放送産業をめぐる 諸制約の玉目的は、 放送メディアに 関する多元性。 多様性。 

地域性確保と い っ・ た 社会的な要請に 起因し、 同様の要請に 基づく制約は 他国にも見受けられるが、 

一方で我が国とは 異なる尺度を 基準にした制約が 課されている。 デジタル化・ 多 メディア化によ 

る 競争の激化と、 これに伴 う 既存の放送産業の 経営危機が懸俳されるなか、 放送産業の再編成に 

あ たっては、 こうした制度的制約を 再検討する ( 例えば、 より競争政策と 整合的な尺度を 導入する 

などにとが必要であ ろう。 このような問題意識に 基づき、 本章では、 放送産業を取り 巻く構造的 

特性、 経営特性、 地域特性が、 放送局の経営とくに 利潤 (Profit) に与えている 要因について 実証 分 

析を行った。 

推計の結果、 は市場シェアや 市場集中度といった 放送産業の構造的特性を 示す指標については、 

市場シェアとは 利潤と正の相関が 見られるが、 市場集中度とは 無相関、 ㎝ ) 対象世帯数や 一人当た 

0 所得といった 地域特性を示す 指標については、 いずれも正の 相関関係にあ る、 ( Ⅲ ) 放送局が自社 

制作で番組を 賄えるか否かを 示す変数は、 収入とは正の 相関、 利潤とは負の 相関があ る，ことが 明 

らかになった。 放送産業の場合、 地理的環境が 経営成果に与える 影響が大きいと 言われているが、 

本稿での実証結果もこれを 裏 付けており、 制度的制約を 再編 し 世帯あ たり視聴率といったより 競 
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学政策と整合的な 尺度を導入することで、 規制の目的を 維持しっ つ 懸念されている 経営危機も大 

きく改善する 可能性を持つことが 示唆された。 

第 4 章でほ、 近年産業構造の 変化が著しく 規制政策も大きく 変動している 米国について・その 

特徴について 検討した。 垂直・水平統合的な 事業展開に対して、 米国では絶えず 非競争的行為に 

関する問題点が 議論されてきたが、 通信と放送の 融合やデジタル 化など技術革新の 著しい状況で、 

統合の様態は 多岐にわたるため、 一律の枠組みで 評価するのは 困難となっている。 米国の放送致 

策は、 メヂノ ア・ジャイアンツなどのコンバロマリット 化が進展する 申で、 適切な競争環境を 維 

持することで、 放送サービスの 多様性と集約化，統合化及び 競争の経済厚生上のメリットを 同時 

に 享受してゆこうとする 点にあ る。 競争環境のコントロールに 失敗すれば、 巨大な社会的影響力 

を 持っメディア 独占を許すことになり、 経済厚生上のロス 以上の大きな 損失を生じさせかれない。 

この意味で米国の 放送政策運営は、 これまで以上に 高い技術に基づく 的確な政策運営が 要請され 

る 事となろう。 今後、 我が国も米国と 同様の道を歩むのかという 点については 議論の余地が 大き 

ぃが 、 デジタル化と 多メディア化の 果実を産業的に 享受するための 取り組みとして、 米国の試行 

錯誤の歴史は 大いに参考となるのではないかと 思われる。 

第 5 章、 第 6 章では、 現時点における 有料放送に対する 視聴者側の行動について、 有料放送へ 

の加入行動と 視聴行動の変化という 2 段階に分けた 分析を行った。 

第 5 章では、 2 段階のうち有料放送への 加入要因について 検討した。 現在の日本においては 地 

上波広告放送が 最も基幹的なメディアではあ るが、 放送事業者数は 年々増加してきており、 有料 

放送への世帯加入率も 年々増加してきつつあ る。 ここで は 最初に、 需要側であ る世帯の加入また 

は 視聴の決定要因にも 焦点を当てて 検討することが、 メディア問の 競争の結果として 近 い 将来ど 

のような市場形態に 発展していくのか 分析するために 必要となること、 および 2 段階に分けて 分 

析 する理由について 説明した後、 ケーブルテレビや CS デジタル放送といった 有料放送に対する 

世帯の加入要因について 実証分析を行った。 その結果、 多チャンネル 化の進展 ( 有料放送の加入 ) 

は 、 料金水準の低下によって 進展するが、 その程度ほ地上放送によって 提供されるサービスの 充 

実度 ( チャンネル数 ) によって影響を 受けること、 広告放送によるチヤンネルサービスの 充実は 、 

多チャンネル 化の進展にネガティブな 影響を与える 可能性が高 い こと、 等が示された。 放送 サ一 

ビスの需要面に 関するこれらの 結果は、 広告収入を中心とした 放送サービス 供給システムと 有料 

放送の加入進展には 一定のトレードオフ 関係があ ることを、 改めて裏 付ける結果と 言えよう。 た 

だし、 当該推計が選択肢間の 独立性というやや 強 い 仮定をおいた 推計であ って 、 1 Ⅸの検定やよ 

り フレキシブル な モデルに基づいた 推計を試みる 必要があ る点、 有料放送普及によるメリットを 

金額白りに算定するなど、 より政策的含意を 導きやすい経済厚生に 関する推計を 行ってみる余地が 

あ る点、 等が今後の課題として 残った。 

第 6 章では、 放送サービスの 需要プロセスのうち、 もうⅠ つめ 重要な構成要素となる 視聴行動 

について分析を 行った。 「視聴行動」には、 どれだけの時間視聴するかという「数量」に 関する 選 

択と 、 どの種類の放送サービスを 視聴するかという「品質」に 関する選択の 2 種類が考えられる 

が 、 ここでは前者の「数量 し 時間の長短 ) 」に関する論点に 絞った分析を 行うこととした。 情報通 
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信 技術の発展により、 情報選択の幅や 供給量が増大するともに、 情報利用行動は 、 多くの選択肢 

から必要なものを 選んで利用するという 状況へ変化している。 放送市場も例覚ではなく、 近年 進 

属 している地上波、 衛星放送、 有線放送など 多チャンネル 化 や 、 インターキットやビデオ 、 ゲ一 

ム などによる 多 メディア化は 、 ・サービスの 利用者であ る視聴者の余暇消費の 時間配分を変化させ 

ることで、 これまでの市場構造を 大幅に変化させる 可能性もあ る。 ここでは、 ト一ビットモデル 

を利用して、 多チャンネル 化・多メ ヂノ ア化が平日休日別の 総視聴時間や 既存放送の視聴時間に 

対してどのような 影響を与えるかについて、 検討を行った。 推計の結果、 ①ゲーム。 ビデオ・ イ 

ンターネットなどの 多 メディア化はテレビの 総視聴時間と 代替的であ る可能性が高いこと、 特に 

インターネットの 利用時間は放送サービスの 利用時間全体に 対して負の影響を 与える可能性が 高 

ぃ ( すなね ち、 多 メディア化はテレビの 視聴時間全体を 減少させる ) こと、 ②これに対して、 視 

聴 可能なチャンネル 数の増加、 すなむち多チャンネル 化は、 利用チャンネル 数や総視聴時間を 底 

上げする可能性 は 低く、 各放送サービスの 視聴時間の分散を 通じて各放送サービスあ たりの利用 

時間 む 減少させる可能性を 示していること、 などがデータから 裏 付けられた。 

最後にこの第 7 章では、 本稿で得られた 結論を要約し、 今後の課題を 整理した。 

放送産業においては、 現在のところ 伝送 路 別にコンテンツ 内容も一定程度棲み 分けなされてい 

ると言えるが、 本稿で詳述した 近年の多メディア 化はそうした 境界を消失させる 方向に導くと 考 

ぇ られ、 究極的には「通信と 放送の融合」が 達成される可能性もあ る。 しかし現在まで 放送シス 

テム が果たしてきた 役割を考えると 放送固有の要素が 依然として維持される 可能性も考えられる 

し、 仮に「通信と 放送の融合」が 達成されるとしてもまだ 先の話であ ろう。 その間の制度設計を 

考える上で、 本稿のような 分析は必要であ り一定の意味を 持つものと考えられるが、 反面、 諸外 

回 に比べてデータや 研究の蓄積が 少ないのが現状であ る。 今後、 本稿が当該分野の 研究への歓心 

を 喚起する一つのきっかけになれば 幸 い であ る。 
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